
  審査意見への対応を記載した書類（3 月） 
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全学（共通） 

№ 審査意見 ページ 

【設置の趣旨・目的等】 

1. 既設の大学には複数の学域が設置されていた中で、新大学においては、現代シ

ステム科学域のみを「学域」とし、他を「学部」として設置しているが、もと

もと学域で設置されていたものを、どのような考え方で「学域」のまま継続し、

あるいは「学部」に変更したのか不明確であるため、「学域」の全学的な位置

付けを含め明確にすること。 

（是正事項） 5 

2. 養成する人材像、ディプロマ、カリキュラム及びアドミッションの３つのポリ

シー、教育課程、具体的に想定される就職先などの対応関係が不明確であるた

め、大学院を含めカリキュラム・マップなどによりそれらの対応関係を明確に

すること。なお、カリキュラム・マップなどの作成に当たっては、履修上の体

系性が分かるよう基礎や応用といった科目間の対応関係を示すこと。 

（是正事項） 15 

3. 大学全体の設置の趣旨において、「これまで両大学がそれぞれ取り組んできた

成果を基に、新たに『都市シンクタンク』・『技術インキュベーション』の２つ

の機能をより強化」し、「スマートシティ」等の「４つの戦略領域を定めて、

これを充実」させるとあるが、新大学の学域・学部や研究科がこの４つの戦略

領域にどのように貢献することになるのかについて、唯一設置される学域の

関わりも含めて説明すること。

（改善事項） 16 

4. 基本計画書に記載されている「新設学部等の目的」の記載内容が、養成する人

材が持つべき資質・能力それ自体の説明になっているため、各学部等の教育研

究上の目的として、どのような人材を養成しようするのかを記載すること。そ

の際、学部等によって記載内容の詳細に大きな差があるので、適切に見直すこ

と。なお、現代システム科学域については、学域の設置の必要性である「サス

テイナビリティ」や「SDGs」に言及されていないので明記すること。

（是正事項） 22 

5. 「国際基幹教育機構」の役割は、「外国語の運用能力を含めた国際的なコミュ

ニケーション能力、幅広い視野に立つ自主的、総合的な判断力と問題発見・解

決能力を養い、継続的、発展的な学修を支えるためのコアを形成することを目
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指す」などとされているが、当該機構が担うのは「基幹教育科目」であり、そ

の内容も国際を特に重視した内容とまでは言えず、当該機構に「国際」が冠さ

れている妥当性が不明確であるため、妥当性を明確にするか、必要に応じて修

正すること。 

（是正事項） 27 

【名称等】 

【教育課程等】 

6. 完成年度以降は、全学共通科目である「基幹教育」を森之宮キャンパスにおい

て開講する計画であるが、例えば、基幹教育の必修科目の単位を修得できなか

った学生など、２年次以降の専門科目が別キャンパスでの履修となった場合

に、移動時間の影響により、それぞれのキャンパスでの履修が適切に行うこと

ができるのか懸念されるため、時間割の工夫や履修上、そしてオンライン授業

の活用などの配慮を説明すること。

（是正事項） 32 

7. 大学院のキャンパスについて、例えば、「情報学研究科キャンパスの遷移」の

資料において、開設から完成年度における「教育実施場所」が示されているが、

どの年度においても、２つのキャンパスに分かれて教育を行う旨の内容とな

っており、大学院生の研究室の所属の取扱いや、大学院生が研究を行う場所、

研究指導を受ける教員のキャンパスなどが不明確である。このため、２つのキ

ャンパスに分かれて教育研究を行うこととなる研究科がある場合は、大学院

生が、各キャンパスで支障なく研究活動を行うことができるのかを、各キャン

パスにおける教員配置を示して明確にすること。

（是正事項） 37 

8. シラバスについて、いわゆる出席点を評価の対象にしている科目があるが、学

修成果を評価するものとしては不適切であると考えられるため、シラバス全

体を検証の上、適切に修正すること。

（是正事項） 51 

9. 他学部の科目の履修とされている「自由科目」について、卒業要件単位数に含

めない科目として設定されているのかどうかを説明すること。

（改善事項） 55 

【入学者選抜】 

10. 学域や学部の入学者選抜において、「国際バカロレア」が設定されているが、

定員設定の考え方や学生確保の見通しについて、これまでの実績を含め、説明

すること。

（改善事項） 56 
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【教員組織】 

11. 教員組織について、以下の点を説明し、必要に応じて修正すること。

（是正事項） 

（1）既設の２つの大学が統合し新大学を設置する計画となっているが、両大

学から教員が移行する教育研究組織もあるため、新大学となった以降も後

任補充が円滑に行われるのかについて、採用や昇格に係る方針や手続等を

示し、明確にすること。 70 

（2）教育研究組織によっては、助教等の職位の若手が少ないため、将来にわ

たって継続的に教員組織を維持していけるのかを明確にすること。 73 

（3）いわゆる一般教養科目である「基幹教育」を担当する教員を含め、担当

授業科目数が過剰な者が見受けられるため、当該教員の研究や教育の質が

担保されるのか明確にするか、必要に応じて修正すること。 76 

（4）学際的な教育研究を行う現代システム科学域環境社会システム学類につ

いては、教員の流動性が高いことが想定されることから、基盤となる政策科

学や社会科学など、ディプロマ・ポリシーを踏まえた分野の教員について、

若手も含め継続的に確保するための方針を明確にすること。 78 

12. 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏ま

え、若手教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。（文学部

言語文化学科・文化構想学科、獣医学部獣医学科）

（改善事項） 81 

【施設・設備等】

13. 完成年度に整備される予定の「森之宮キャンパス」において「初年次等の基幹

教育を行う」とあるが、例えば、いわゆるメディア授業を行う場合に、教員や

学生間の適切なコミュニケーションを取ることが可能なインタラクティブな

通信環境が整備されるのか説明すること。

（改善事項） 85 

14. 新キャンパスの設置に伴って、学修するキャンパスの変更が伴う場合に、学際

的な学類であることに鑑み必要な図書が学生及び教員の教育研究に支障のな

いように配置されているのか説明すること。

（改善事項） 88 

15. 学則に「実習工場」や「寄宿舎」を置く旨が規定されているが、当該施設が

設置されているのか、図面により説明すること。  （改善事項） 96 
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16. キャリア教育について、以下の点を説明すること。 
（改善事項）  

 （1）社会的・職業的自立に関する指導等及び体制の説明において、キャリア

形成についての説明があるが、各種キャリア形成に係る取組について、正課

教育との関係で、どのような考え方、連動性に基づいて取り組んでいるのか

を説明すること。 

 

100 

 

 （2）現代システム学域環境社会システム学類については、学際的な教育研究

を行って、持続可能な社会の担い手を育てるのであれば、卒業後の進路とし

ては、一般的な民間企業や公務員などのほか、新たな社会的サービスを提供

するベンチャー事業の起業支援等、より実践的なキャリア指導も必要と考

えられるため、標準的なキャリア教育に加えて、何らかの取組を行うことを

考えているのか説明すること。 

 

 

143 

 

 

【人材需要の社会的動向・学生確保の見通し】  

17. 大学院の各研究科等の学生確保の見通しについて、例えば、情報学研究科にお

いては、企業や学生からのアンケート結果が示されているが、「前期課程の入

学の意向については、『進学したい』と回答した回答者は 63 人」、「『条件が整

えば進学したい』と回答した回答者は 65 人」、「『将来的に進学したい』と回答

した回答者は９人」とし、「博士課程前期の入学定員である 90 人に対して、約

1.52 倍の入学意向を確保しているといえる」とされているが、無条件で「進

学をしたい」という人数は 63 人であり、前期課程の 90 人には達していない。

同様に博士後期課程についても、入学定員 15 名に対して、「『進学をしたい』

と回答した回答者は 14 人」となっているため、確実に入学者を確保できるこ

とを客観的な根拠に基づく説明となっていない。また、２つの専攻を設置する

計画であるところ、両専攻をまとめて説明されているが、各専攻の前期課程と

後期課程のそれぞれの入学定員を充足できることの説明として不十分となっ

ている。他の研究科の説明についても同様の記載が見受けられるため、大学院

のすべての研究科等について、入学定員を充足できることの説明が不十分な

ものについて、客観的なデータに基づいて改めて明確にすること。（大学院共

通） 

（是正事項） 145 

 
【書類不備】 （その他）  

 設置認可申請書類に誤記や不備があるため再度確認を行い、修正した。 149 
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審査意見への対応を記載した書類（3 月） 

（是正事項） 

（対応） 

新大学の前身となる現在の大阪市立大学及び大阪府立大学は、共に伝統ある公立大学とし

て長く有為な人材を輩出し、地域の教育、産業、行政等の多方面に貢献してきた。そのた

め、2 大学を統合した新大学における教育組織を整備するにあたっては、両大学がそれぞれ

持つ教育の強みと特色を承継するものであることや、組織名称についても教育の志向性が表

現されかつ継続性の確保によって現存大学から社会的責任を引き続き果たしていくことが組

織名にも反映されたものとなるように留意しながら時間をかけて議論し、統合して 1 つの大

学となる教育組織として相応しい組織整備を図ったものである。 

2 つの大学は、学士課程教育における教育組織体制が異なる。すなわち、大阪市立大学

は、商学部、経済学部、法学部、文学部、理学部、工学部、医学部、生活科学の 8 学部で構

成された、学問分野体系に沿ったスタンダードな「学部制」を維持して教育組織が整備され

てきた。他方、大阪府立大学は、現代社会の諸課題の解決に必要な学際性を意識した教育が

求められている等の課題認識の下、それを実現するため、2012 年に、学士課程教育につい

てそれまでの 7 学部を４学域に再編した。この学域とは、教育上の目的に応じて組織され、

基礎を共有する広い学問諸領域の括りである。具体的には、それまでの７学部（工学部、生

命環境科学部、理学部、経済学部、人間社会学部、看護学部、総合リハビリテーション学

部）を、「先端技術」「環境」「健康」等の分野に重点化し、現代システム科学域、工学域、

生命環境科学域、地域保健学域の 4 学域の教育組織に整備されてきた。現代システム科学域

は、経済学部、人間社会学部及び工学部の一部を融合して、「情報」、「環境」、「マネジメン

ト」をベースとした分野融合型の学域であり、文系理系の垣根を超えた新たな領域として学

域を設置した。また、副専攻を全学に提供するなど全学域の要としての役割を担っている。

工学域、生命環境科学域は、工学部、生命環境科学部、理学部の学科を、工学域、生命環境

科学域の２つの学域の学類として大括りに再編し、高度な専門能力とともに幅広い知識、技

能をもった実践力の高い人材育成を行っている。地域保健学域は、看護学部、総合リハビリ

テーション学部及び人間社会学部の一部を融合し、健康・ヒューマンケアを共通の教育目標

とした学域として設置した。 

現代社会において学際的分野融合により課題を解決していくことは大学教育においても強

く求められているところであり（『第三期教育振興基本計画』（平成 30 年 3 月 8日 中央教

育審議会）など）、他方、学士課程教育における専門分野毎の基本から応用知識の体系的理

解も専門性を有する者を社会に送り出す大学の責務、さらに、大学院教育でのさらに深い知

識の修得への接続としても必要とされる。 

１．既設の大学には複数の学域が設置されていた中で、新大学においては、現代システム

科学域のみを「学域」とし、他を「学部」として設置しているが、もともと学域で設置さ

れていたものを、どのような考え方で「学域」のまま継続し、あるいは「学部」に変更し

たのか不明確であるため、「学域」の全学的な位置付けを含め明確にすること。 
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こうしたことから、教育組織の異なる 2 つの歴史ある大学の統合作業として、積極的に幅

広く学問分野をまとめる「学域制」の教育組織を残していくべきか、スタンダードな「学部

制」として学問分野体系を明らかにするべきか、両大学内において千差万別の解釈・意見が

出される中で、次のとおり整理を行った。 

統合にあたっては、両大学に重なる学問分野の教育組織として、①工学、②理学、③経

済・経営学、④看護学、⑤栄養学が存在してきた。これらについては、大阪市立大学は、工

学に関しては①工学部、理学に関しては②理学部、経済・経営学に関しては③経済学及び商

学部、看護学に関しては④医学部 看護学科、栄養学に関しては⑤生活科学部 食品栄養科学

科の教育組織を擁する。他方、大阪府立大学は、工学に関しては①工学域（学域の下には、

工学教育に必要な体系性を分野ごとに確立した 3 つの学類「電気電子系学類」、「物質化学系

学類」、「機械系学類」、さらにその下に 9 つの課程を整備している）、理学に関しては②生命

環境科学域 理学類（理学類の下には分野ごとに体系性が確立されている数学、物理、化

学、生物の理学分野を 4 つの課程に整備している）、経済・経営学に関しては③現代システ

ム科学域マネジメント学類、看護学については④地域保健学域 看護学類、栄養学に関して

は⑤地域保健学域 総合リハビリテーション学類の中の栄養療法学専攻としてそれぞれ教育

組織を擁する。これらの分野については、入学から卒業までの教育課程が、専門分野を積み

上げていく体系性を重要視したものであることから、大阪市立大学の学問分野体系に沿った

「学部制」を承継することと、両大学の教育研究内容を組み合わせて、それぞれ、①工学

部、②理学部、③経済学部及び商学部、看護学については、学部組織としての運営が可能な

大規模な教育組織となることから医学部から分離し、④看護学部（看護学科）、栄養学につ

いては⑤生活科学部 食栄養学科にそれぞれ教育組織を整理した。 

同様に、専門分野の体系性を重視するものとして、大阪市立大学 文学部は新大学 文学部

に、大阪市立大学 法学部は新大学 法学部に、大阪市立大学 医学部 医学科は新大学 医学

部 医学科にそのまま移行することとし、大阪府立大学 生命環境科学域は、獣医学類、応用

生命科学類、緑地環境科学類、理学類の 4 学類をもって構成していたところを、理学類を理

学部として大阪市立大学 理学部と統合させて新大学 理学部としたものと同様に、専門性を

重視した教育を行うため、獣医学類を獣医学部に、応用生命科学類及び緑地環境科学類は農

学部（大阪府立大学の法人化以前は農学部として存立していた）に、それぞれ設置すること

とした。また、大阪府立大学 地域保健学域は、看護学類、総合リハビリテーション学類、

教育福祉学類の 3 学類をもって構成していたところを、看護学類は前述のとおり看護学部

に、総合リハビリテーション学類は、同 栄養療法学専攻を生活科学部 食栄養学科に整理し

たと同様に、同 理学療法学専攻及び作業療法学専攻を大阪市立大学の同種分野である医学

部に組み入れ、新大学 医学部 リハビリテーション学科とした。 

唯一の学域である現代システム科学域は、「学部制」が「学問分野志向」に沿った教育領

域とすることに対して、教育理念を「持続可能な社会を実現する人材を育てる」など「目的

志向」としており、前述のとおり、現代社会において学際的分野融合により課題を解決して

いく事は大学教育においても強く求められていることから、引き続き学問領域を超え文理融

合を進める「学域」による教育組織として設置し、これに、これまで地域保健学域に設置し

ていた教育福祉学類については、教育福祉が目的志向であり学際的な特徴ある学びを提供す
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るという点、現代システム科学域が掲げる教育理念「持続可能な社会を実現する人材を育て

る」に合致し、これまで様々な学域を超えた共同の関係にあったことから、改めて現代シス

テム科学域を構成する学類の 1 つとして組み入れた。 

現代システム科学域では、大阪府立大学において設置した際の方針であった経過選択型カ

リキュラムを発展的に承継するとともに、「持続可能な社会を実現する人材を育てる」とい

う教育理念を掲げ、そのために必要な学問分野を集結し、PBL プログラムや未来デザインコ

ースなど、学際性を活かした従来のカリキュラム構成に捉われない特色のある学びを取り入

れる。また、新大学における文理融合教育の推進モデルとなり、英語による授業設計の牽

引、入試改革を積極的に実施するなど、新大学が掲げる教育改革のパイオニアとして推進す

ることを期待し、さらに、改革マインドのある教員を広く採用してきた経緯から、現代シス

テム科学域と位置付けた。 

これらのことを「大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類」に

追記する。 
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（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－7 ページ～） 

〔２〕大学の特色（大学・大学院） 

１．大阪公立大学及び大阪公立大学大学院

に設置する教育研究組織 

新大学では、両大学の歴史と伝統を活か

しながらそのポテンシャルを最大限に発揮

するため、両大学の同種の分野を集約・承

継することを基本とした上で、学士課程

に、現代システム科学域、文学部、法学

部、経済学部、商学部、理学部、工学部、

農学部、獣医学部、医学部、看護学部及び

生活科学部の 1 学域・11 学部を置く。 

 学士課程では、「学部」とともに「学域」

を設置する。 

新大学の前身となる現在の大阪市立大学

及び大阪府立大学は、共に伝統ある公立大

学として長く有為な人材を輩出し、地域の

教育、産業、行政等の多方面に貢献してき

た。そのため、2 大学を統合した新大学に

おける教育組織を整備するにあたっては、

両大学がそれぞれ持つ教育の強みと特色を

承継するものであることや、組織名称につ

いても教育の志向性が表現されかつ継続性

の確保によって現存大学から社会的責任を

引き続き果たしていくことが組織名にも反

映されたものとなるように留意しながら時

間をかけて議論し、統合して 1 つの大学と

なる教育組織として相応しい組織整備を図

ったものである。 

2 つの大学は、学士課程教育における教

育組織体制が異なる。すなわち、大阪市立

大学は、商学部、経済学部、法学部、文学

部、理学部、工学部、医学部、生活科学の

8 学部で構成された、学問分野体系に沿っ

たスタンダードな「学部制」を維持して教

育組織が整備されてきた。他方、大阪府立

（5 ページ～） 

〔２〕大学の特色（大学・大学院） 

１．大阪公立大学及び大阪公立大学大学院

に設置する教育研究組織 

新大学では、両大学の歴史と伝統を活か

しながらそのポテンシャルを最大限に発揮

するため、両大学の同種の分野を集約・承

継することを基本とした上で、学士課程

に、現代システム科学域、文学部、法学

部、経済学部、商学部、理学部、工学部、

農学部、獣医学部、医学部、看護学部及び

生活科学部の 1 学域・11 学部を置く。 

学士課程では、「学部」とともに「学域」を

設置する。「現代システム科学域」は、大阪

府立大学で行ってきた学域制の教育を承継

し、様々な学問分野が連携することによっ

て、専門性の基盤を形成する広領域的な知

識と応用力を養成し、現代的で複雑な問題

に対応する解決能力などを育成する。現代

システム科学域では、SDGs に関する副専攻

や課題解決型の PBL（Project Based 

Learning）科目を開講し、学際的な学問分

野を横断的に学修できる環境を整え、様々

な専門性を持つ学生が融合・協同しながら

課題解決を行う能力を養うことを目指す。 

大学院には、現代システム科学研究科、文

学研究科、法学研究科、経済学研究科、経

営学研究科、都市経営研究科、情報学研究

科、理学研究科、工学研究科、農学研究

科、獣医学研究科、医学研究科、リハビリ

テーション学研究科、看護学研究科、生活

科学研究科の 15 研究科を置く。 
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大学は、現代社会の諸課題の解決に必要な

学際性を意識した教育が求められている等

の課題認識の下、それを実現するため、

2012 年に、学士課程教育についてそれまで

の 7 学部を４学域に再編した。この学域と

は、教育上の目的に応じて組織され、基礎

を共有する広い学問諸領域の括りである。

具体的には、それまでの７学部（工学部、

生命環境科学部、理学部、経済学部、人間

社会学部、看護学部、総合リハビリテーシ

ョン学部）を、「先端技術」「環境」「健康」

等の分野に重点化し、現代システム科学

域、工学域、生命環境科学域、地域保健学

域の 4 学域の教育組織に整備されてきた。

現代システム科学域は、経済学部、人間社

会学部及び工学部の一部を融合して、「情

報」、「環境」、「マネジメント」をベースと

した分野融合型の学域であり、文系理系の

垣根を超えた新たな領域として学域を設置

した。また、副専攻を全学に提供するなど

全学域の要としての役割を担っている。工

学域、生命環境科学域は、工学部、生命環

境科学部、理学部の学科を、工学域、生命

環境科学域の２つの学域の学類として大括

りに再編し、高度な専門能力とともに幅広

い知識、技能をもった実践力の高い人材育

成を行っている。地域保健学域は、看護学

部、総合リハビリテーション学部及び人間

社会学部の一部を融合し、健康・ヒューマ

ンケアを共通の教育目標とした学域として

設置した。 

現代社会において学際的分野融合により

課題を解決していくことは大学教育におい

ても強く求められているところであり（『第

三期教育振興基本計画』（平成 30 年 3 月 8

日 中央教育審議会）など）、他方、学士課

程教育における専門分野毎の基本から応用

知識の体系的理解も専門性を有する者を社

会に送り出す大学の責務、さらに、大学院
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教育でのさらに深い知識の修得への接続と

しても必要とされる。 

こうしたことから、教育組織の異なる 2

つの歴史ある大学の統合作業として、積極

的に幅広く学問分野をまとめる「学域制」

の教育組織を残していくべきか、スタンダ

ードな「学部制」として学問分野体系を明

らかにするべきか、両大学内において千差

万別の解釈・意見が出される中で、次のと

おり整理を行った。 

統合にあたっては、両大学に重なる学問

分野の教育組織として、①工学、②理学、

③経済・経営学、④看護学、⑤栄養学が存

在してきた。これらについては、大阪市立

大学は、工学に関しては①工学部、理学に

関しては②理学部、経済・経営学に関して

は③経済学及び商学部、看護学に関しては

④医学部 看護学科、栄養学に関しては⑤生

活科学部 食品栄養科学科の教育組織を擁す

る。他方、大阪府立大学は、工学に関して

は①工学域（学域の下には、工学教育に必

要な体系性を分野ごとに確立した 3 つの学

類「電気電子系学類」、「物質化学系学類」、

「機械系学類」、さらにその下に 9 つの課程

を整備している）、理学に関しては②生命環

境科学域 理学類（理学類の下には分野ごと

に体系性が確立されている数学、物理、化

学、生物の理学分野を 4 つの課程に整備し

ている）、経済・経営学に関しては③現代シ

ステム科学域マネジメント学類、看護学に

ついては④地域保健学域 看護学類、栄養学

に関しては⑤地域保健学域 総合リハビリテ

ーション学類の中の栄養療法学専攻として

それぞれ教育組織を擁する。これらの分野

については、入学から卒業までの教育課程

が、専門分野を積み上げていく体系性を重

要視したものであることから、大阪市立大

学の学問分野体系に沿った「学部制」を承

継することと、両大学の教育研究内容を組
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み合わせて、それぞれ、①工学部、②理学

部、③経済学部及び商学部、看護学につい

ては、学部組織としての運営が可能な大規

模な教育組織となることから医学部から分

離し、④看護学部（看護学科）、栄養学につ

いては⑤生活科学部 食栄養学科にそれぞれ

教育組織を整理した。 

同様に、専門分野の体系性を重視するも

のとして、大阪市立大学 文学部は新大学 

文学部に、大阪市立大学 法学部は新大学 

法学部に、大阪市立大学 医学部 医学科は

新大学 医学部 医学科にそのまま移行する

こととし、大阪府立大学 生命環境科学域

は、獣医学類、応用生命科学類、緑地環境

科学類、理学類の 4 学類をもって構成して

いたところを、理学類を理学部として大阪

市立大学 理学部と統合させて新大学 理学

部としたものと同様に、専門性を重視した

教育を行うため、獣医学類を獣医学部に、

応用生命科学類及び緑地環境科学類は農学

部（大阪府立大学の法人化以前は農学部と

して存立していた）に、それぞれ設置する

こととした。また、大阪府立大学 地域保健

学域は、看護学類、総合リハビリテーショ

ン学類、教育福祉学類の 3 学類をもって構

成していたところを、看護学類は前述のと

おり看護学部に、総合リハビリテーション

学類は、同 栄養療法学専攻を生活科学部 

食栄養学科に整理したと同様に、同 理学療

法学専攻及び作業療法学専攻を大阪市立大

学の同種分野である医学部に組み入れ、新

大学 医学部 リハビリテーション学科とし

た。 

唯一の学域である現代システム科学域

は、「学部制」が「学問分野志向」に沿った

教育領域とすることに対して、教育理念を

「持続可能な社会を作る人を育てる」など

「目的志向」としており、前述のとおり、

現代社会において学際的分野融合により課
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題を解決していく事は大学教育においても

強く求められていることから、引き続き学

問領域を超え文理融合を進める「学域」に

よる教育組織として設置し、これに、これ

まで地域保健学域に設置していた教育福祉

学類については、教育福祉が目的志向であ

り学際的な特徴ある学びを提供するという

点、現代システム科学域が掲げる教育理念

「持続可能な社会を実現する人材を育て

る」に合致し、これまで様々な学域を超え

た共同の関係にあったことから、改めて現

代システム科学域を構成する学類の 1 つと

して組み入れた。 

現代システム科学域では、大阪府立大学

において設置した際の方針であった経過選

択型カリキュラムを発展的に承継するとと

もに、「持続可能な社会を実現する人材を育

てる」という教育理念を掲げ、そのために

必要な学問分野を集結し、PBL プログラム

や未来デザインコースなど、学際性を活か

した従来のカリキュラム構成に捉われない

特色のある学びを取り入れる。また、新大

学における文理融合教育の推進モデルとな

り、英語による授業設計の牽引、入試改革

を積極的に実施するなど、新大学が掲げる

教育改革のパイオニアとして推進すること

を期待し、さらに、改革マインドのある教

員を広く採用してきた経緯から、現代シス

テム科学域と位置付けた。 

このような学域・学部を基礎とする大学

院として、下図「新大学の教育研究組織」

に示すとおり、現代システム科学研究科、

文学研究科、法学研究科、経済学研究科、

経営学研究科、都市経営研究科、情報学研

究科、理学研究科、工学研究科、農学研究

科、獣医学研究科、医学研究科、リハビリ

テーション学研究科、看護学研究科、生活

科学研究科の 15 研究科を置く。 
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（是正事項） 

 

（対応） 

 新大学の全ての教育研究組織（学域・学類、学部・学科・研究科・専攻等）について、カ

リキュラム・マップにより、養成する人材像、ディプロマ、カリキュラム及びアドミッショ

ンの 3 つのポリシー、教育課程、具体的に想定される進路・就職先などの対応関係を明確に

する。 

 カリキュラム・マップの作成にあたっては、直近で大学設置が認可された他大学のカリキ

ュラム・マップを参考とし、既存のカリキュラム・マップなどを流用して作成した。 

また、ディプロマ、カリキュラム及びアドミッションの 3 つのポリシーの対応関係につい

ては、学校教育法施行規則第 165 条の 2 第 2 を踏まえ、ディプロマ・ポリシーに対応するカ

リキュラム・ポリシー、カリキュラム・ポリシーに対応するディプロマ・ポリシー、アドミ

ッション・ポリシーに対応するカリキュラム・ポリシーをそれぞれのポリシーの項目ごとに

対応を表示することで対応関係を表した。さらに、履修上の体系性については、応用の授業

科目の基礎となる授業科目の対応関係が煩雑にならないよう配慮しつつ、できる限り表現し

た。 

なお、本学における授業科目名称は、その科目の性質を学生及び教職員が把握しやすく、

体系立てたカリキュラムの構築や円滑な履修指導に資することを目的として、次のとおり全

学的に統一している。 

 

・「○○論 1」「○○論 2」＝科目内容に順序性がある科目群について使用する。 

・「○○論 A」「○○論 B」＝科目内容に順序性がない科目群について使用する。 

 

作成したカリキュラム・マップは、各学部・学域・研究科の「設置の趣旨等を記載した書

類」の添付資料として追加もしくは更新する。 

 

各学部・学域・研究科の「設置の趣旨等を記載した書類」の添付資料を参照 

  

２．養成する人材像、ディプロマ、カリキュラム及びアドミッションの３つのポリシー、

教育課程、具体的に想定される就職先などの対応関係が不明確であるため、大学院を含め

カリキュラム・マップなどによりそれらの対応関係を明確にすること。なお、カリキュラ

ム・マップなどの作成に当たっては、履修上の体系性が分かるよう基礎や応用といった科

目間の対応関係を示すこと。 
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（改善事項） 

 

新大学として「都市シンクタンク機能」「技術インキュベーション機能」を強化し、４つ

の戦略領域（スマートシティ、パブリックヘルス／スマートエイジング、バイオエンジニア

リング）において、学域・学部・研究科がどのように貢献するのか明確にするため、以下の

記述を追加し、修正する。 

 

『都市シンクタンク』機能は、高度化・複雑化する大阪の多様な都市課題に対応し、大阪 

府・大阪市との連携の下、行政の政策ニーズと大学がもつ研究シーズとのマッチングを強化

することを通じ、これまでの研究で培われた高度な知見に基づく解決策の提示やパブリック

データの分析などのデータマネジメントにより、都市課題の解決、引いては大阪の公益に資

することを目指している。 

 

一方、『技術インキュベーション』機能は、大阪産業の競争力強化に資するため、大阪産 

業局や大阪産業技術研究所をはじめ大阪に集積する産業支援機関との連携の下、積極的に企

業ニーズを把握し、大学が有する技術シーズとのマッチングを図るなど技術移転を促進する

とともに、大学発ベンチャーなど自らのシーズを活かしてスタートアップを図る取組を支援

することを通じ、産学官連携を強力に推進することを目指している。 

 

これらの機能が十分に発揮されるよう、学域・学部や研究科に所属する教員は、４つの領 

域（スマートシティ、パブリックヘルス／スマートエイジング、バイオエンジニアリング、

データマネジメント）において、下表のとおり「４つの戦略領域における課題・取組例と貢

献する部局一覧」に掲げるものなど、個々の研究としてのみならず、学際的横断型の共同研

究チームやプロジェクトを構成するなどを通じてこれに参画し、それぞれの研究の深耕に取

組む。 

 

現代システム科学域のカリキュラムにおいては、『都市シンクタンク』機能については、 

PBL プログラムのテーマとして、様々な行政や企業等の課題を取り上げ、課題解決策の提言

や実証的な取組を行うこととしている。具体的には以下のような事例を想定している。 

 

〇 プラスチックごみを削減しスマートシティを実現するという行政ニーズに対しては、

「環境学」や「環境再生学」をテーマとする授業において、現代システム科学域環境社会

システム学類のシーズを活用し、学生とともに解決策を検討する。また、自社製品でヘル

スケア領域に参入したいという企業等のニーズや健康長寿のまちづくりなどのパブリック

３．大学全体の設置の趣旨において、「これまで両大学がそれぞれ取り組んできた成果を

基に、新たに『都市シンクタンク』・『技術インキュベーション』の２つの機能をより強

化」し、「スマートシティ」等の「４つの戦略領域を定めて、これを充実」させるとある

が、新大学の学域・学部や研究科がこの４つの戦略領域にどのように貢献することになる

のかについて、唯一設置される学域の関わりも含めて説明すること。 
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ヘルス・スマートエイジング領域における課題についても、「ヘルスケアシステム」をテ

ーマとする授業において、現代システム科学域知識情報システム学類のシーズを活かし

て、企業や行政に対して、地域住民のパーソナルヘルスレコードの導入・活用策、DX（デ

ジタルトランスフォーメーション）に関する提言や社会実装に向けた取組を行うなどを想

定している。 

 

〇 特定健康診断の受診率の向上という課題に対しては、知識情報システム学類など現代シ

ステム科学域が持つシーズをもとに、行政が持つビッグデータの分析などデータサイエン

ス、ヘルスケアに関する社会的課題、人間情報学など文理融合による研究を行政とも連携

しながら行うことで、パブリックヘルスに関する課題解決策を検討していく。 

 

〇 『技術インキュベーション』機能については、理学、工学研究科等を中心に、人工光合

成や次世代エネルギーなど最新のエネルギー関係技術から企業等との連携により、バイオ

サイエンス産業の革新につながるような成果を目指す。また、医学、獣医学がある高度研

究機関として感染症対策に資する研究拠点を目指している。さらに、現代システム科学研

究科を中心に、植物工場による機能野菜の生産、衛生管理を徹底した野生動物の食肉加工

技術、メタン発酵残渣を利用した養殖海藻の増殖技術などにより、食品産業の活性化をは

かる。 

 

 

都市シンクタンク機能及び技術インキュベーション機能のめざす方向
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４つの戦略領域における課題・取組例と貢献する部局一覧 

 

戦略領域 

都市シンクタンク 
機能 

技術インキュベーシ
ョン機能 貢献する 

学部・研究科等 
関連する 
戦略領域 

課題・取組例 課題・取組例 

スマート
シティ 

防災・減災の社会構築  

現代システム科学、
文学、経済学、情報
学、理学、工学、医
学、生活科学 

 

都市魅力の向上・創造  

現代システム科学、
文学、商学、都市経
営、工学、農学、生活
科学 

 

低炭素（再生可能エネ
ルギー・新エネルギ
ー）社会・資源循環シ
ステムの構築 

 
現代システム科学、
経済、商学、理学、工
学、農学 

 

都市緑地の保全・拡
大、大阪湾の環境保
全・再生 

 
現代システム科学、
文学、経済、商学、理
学、工学、農学 

 

パブリッ
クヘルス
／スマー
トエイジ
ング 

産官学連携の認知症
発症遅延ケアプラッ
トフォームの構築 

 

現代システム科学、
情報学、医学、リハ
ビリテーション学、
看護学、生活科学 

データマネジ
メント 

全世代 QOLの向上  

現代システム科学、
医学、リハビリテー
ション学、看護学、
生活科学 

 

バイオエ
ンジニア
リング  創薬科学の拠点 

情報学、理学、工学、
農学、医学、獣医学 

 

 
次世代エネルギーの
実現 
 

理学、工学、農学  

データマ
ネジメン
ト 

スマートホスピタル
を中心とする健康都
市の実現 

 
経済、商学、情報学、
医学、看護学、リハ
ビリテーション学、 

スマートシテ
ィ 

Society5.0（健康・医
療・介護系）の実装 

 
現代システム科学、
情報学、工学、医学、
看護学 

スマートシテ
ィ 

「新大学基本構想（令和 2 年 7 月、大阪府・大阪市、公立大学法人大阪）」から作成 
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（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－13 ページ～） 

２．大阪の発展を牽引する「知の拠点」 

（１）都市シンクタンク機能及び技術イン

キュベーション機能 

 

新大学では、前述の「新大学基本構想」

において新大学の特色として掲げているよ

うに、新大学の役割として 2 つの機能と 4

つの戦略領域を明確にし、部局の垣根を越

えて新大学のリソースを有効に活用しシナ

ジー効果を発揮できるように全学的に対応

することを目指している。 

『都市シンクタンク』機能は、高度化・

複雑化する大阪の多様な都市課題に対応

し、大阪府・大阪市との連携の下、行政の

政策ニーズと大学がもつ研究シーズとのマ

ッチングを強化することを通じ、これまで

の研究で培われた高度な知見に基づく解決

策の提示やパブリックデータの分析などの

データマネジメントにより、都市課題の解

決、引いては大阪の公益に資することを目

指している。 

一方、『技術インキュベーション』機能

は、大阪産業の競争力強化に資するため、

大阪産業局や大阪産業技術研究所をはじめ

大阪に集積する産業支援機関との連携の

下、積極的に企業ニーズを把握し、大学が

有する技術シーズとのマッチングを図るな

ど技術移転を促進するとともに、大学発ベ

ンチャーなど自らのシーズを活かしてスタ

ートアップを図る取組を支援することを通

じ、産学官連携を強力に推進することを目

指している。 

これらの機能が十分に発揮されるよう、

学域・学部や研究科に所属する教員は、4

つの領域（スマートシティ、パブリックヘ

（8 ページ～） 

２．大阪の発展を牽引する「知の拠点」 

（１）都市シンクタンク機能及び技術イン

キュベーション機能 

 

新大学では、前述の「新大学基本構想」

において新大学の特色として掲げているよ

うに、これまでの両大学の取り組み実績を

踏まえ、新大学の機能として「都市シンク

タンク機能」及び「技術インキュベーショ

ン機能」を具備して、大都市大阪の諸課題

や産業力の強化など大阪の発展に更に貢献

していくことを目指す。特に、既存の両大

学の強みである領域を戦略領域（「スマート

シティ」・「パブリックヘルス／スマートエ

イジング」・「バイオエンジニアリング」・

「データマネジメント」）と位置付け、重点

的に取り組んでいく。 

 

（後略） 
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ルス／スマートエイジング、バイオエンジ

ニアリング、データマネジメント）におい

て、下表のとおり「4 つの戦略領域におけ

る課題・取組例と貢献する部局一覧」に掲

げるものなど、個々の研究としてのみなら

ず、学際的横断型の共同研究チームやプロ

ジェクトを構成するなどを通じてこれに参

画し、それぞれの研究の深耕に取組む。 

現代システム科学域のカリキュラムにおい

ては、『都市シンクタンク』機能について

は、PBL プログラムのテーマとして、様々

な行政や企業等の課題を取り上げ、課題解

決策の提言や実証的な取組を行うこととし

ている。具体的には以下のような事例を想

定している。 

プラスチックごみを削減しスマートシテ

ィを実現するという行政ニーズに対して

は、「環境学」や「環境再生学」をテーマと

する授業において、現代システム科学域環

境社会システム学類のシーズを活用し、学

生とともに解決策を検討する。また、自社

製品でヘルスケア領域に参入したいという

企業等のニーズや健康長寿のまちづくりな

どのパブリックヘルス・スマートエイジン

グ領域における課題についても、「ヘルスケ

アシステム」をテーマとする授業におい

て、現代システム科学域知識情報システム

学類のシーズを活かして、企業や行政に対

して、地域住民のパーソナルヘルスレコー

ドの導入・活用策、DX（デジタルトランス

フォーメーション）に関する提言や社会実

装に向けた取組を行うなどを想定してい

る。 

特定健康診断の受診率の向上という課題

に対しては、知識情報システム学類など現

代システム科学域が持つシーズをもとに、

行政が持つビッグデータの分析などデータ

サイエンス、ヘルスケアに関する社会的課

題、人間情報学など文理融合による研究を
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行政とも連携しながら行うことで、パブリ

ックヘルスに関する課題解決策を検討して

いく。 

『技術インキュベーション』機能につい

ては、理学、工学研究科等を中心に、人工

光合成や次世代エネルギーなど最新のエネ

ルギー関係技術から企業等との連携によ

り、バイオサイエンス産業の革新につなが

るような成果を目指す。また、医学、獣医

学がある高度研究機関として感染症対策に

資する研究拠点を目指している。さらに、

現代システム科学研究科を中心に、植物工

場による機能野菜の生産、衛生管理を徹底

した野生動物の食肉加工技術、メタン発酵

残渣を利用した養殖海藻の増殖技術などに

より、食品産業の活性化をはかる。 

 
都市シンクタンク機能及び技術インキュベーション
機能のめざす方向 

 
 

4つの戦略領域における課題・取組例と貢献する部局

一覧 
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（是正事項） 

 

（対応） 

ご指摘のとおり、「基本計画書」の「新設学部等の目的」の項目について、各学部及び研

究科等でどのような人材を育成するのかについて、その内容について見直した。 

 以下の新旧対照表のとおり、現代システム科学域、現代社会システム科学研究科の修正事

例を示し、その他の修正については、補正申請書の基本計画書のとおり青字修正した。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学 基本計画書 

４．基本計画書に記載されている「新設学部等の目的」の記載内容が、養成する人材が持

つべき資質・能力それ自体の説明になっているため、各学部等の教育研究上の目的とし

て、どのような人材を養成しようするのかを記載すること。その際、学部等によって記載

内容の詳細に大きな差があるので、適切に見直すこと。なお、現代システム科学域につい

ては、学域の設置の必要性である「サステイナビリティ」や「SDGs」に言及されていない

ので明記すること。 

新 旧 

（基本計画書－1 ページ） 
 
別記様式第 2 号(その１の１) 

基 本 計 画 書 

基  本  計  画 

事項 記 入 欄 

計画の

区分 
大学の設置 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

設置者 

ｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝｵｵｻｶ 

公立大学法人大阪 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

大学の

名称 

ｵｵｵｻｶｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸ 

大阪公立大学（University of Osaka） 

（略） 

新設学

部等の

目的 

＜現代システム科学域＞ 

【知識情報システム学類】 

 現代システム科学域 知識情報システム学

類では、現代社会が抱える多様な問題や、

社会の変容に伴い今後発生し得る課題を解

決し、持続可能な社会を実現する際に必要

となる、SDGｓの知識や領域横断的なシステ

ム的思考力を身に付けさせる。さらに、現

代社会を支え発展させるための基盤となっ

ている情報システムを主体的にデザインす

るために、急速に進歩し続ける情報技術や

データサイエンスに関する知識、さらにそ

れらをさまざまな分野に応用する能力を修

得させることで、持続可能な社会の実現に

主体的に貢献できる人材を養成することを

目的とする。 

 

 

 

（1 ページ） 
 
別記様式第 2 号(その１の１) 

基 本 計 画 書 

基  本  計  画 

事項 記 入 欄 

計画の

区分 
大学の設置 

ﾌﾘｶﾞﾅ

設置者 

ｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝｵｵｻｶ 

公立大学法人大阪 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

大学の

名称 

ｵｵｵｻｶｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸ 

大阪公立大学（University of Osaka） 

（略） 

新設学

部等の

目的 

＜現代システム科学域＞ 

【知識情報システム学類】 

（知識・技能） 

(1)（多面的視点）自然科学、社会科学、人

間科学に関する統合的知識・技能を持つと

ともに、知識情報システム学に関する専門

知識を身につけ、現実社会の事象を多面的

に捉えることができる。 

(2)（データ活用力）情報通信技術を積極的

に取り入れ、データサイエンスの知識・技

能を用いて、事象を分析・説明することが

できる。 

(3)（コミュニケーション能力）複数の言語

の知識・技能を活用して、多様な人々とコ

ミュニケーションすることができる。 

（思考力・判断力・表現力） 

(4)（領域横断的応用力）情報学、社会科

学、知識科学、生産科学、医療保健学な

ど、複数領域の知識を横断的に用いて、現
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【環境社会システム学類】 

現代システム科学域 環境社会システム学

類では、現代社会が抱える多様な問題を認

識し、持続可能な社会を実現するために必

要となる SDGs の知識を身につけるととも

に、気候変動対策や生態系保全、資源・エ

ネルギーの持続的利用などの自然環境に関

する課題、自然環境と調和し、多様な人々

が共生する社会をつくるために必要な政策

科学や哲学・社会思想などの共生システム

に関する課題、自文化や異文化の理解し、

社会の成り立ちそのものを探求するために

必要な社会環境に関する課題に対して、領

域横断的応用力とシステム的思力を発揮

し、課題解決を図ることによって、持続可

能な社会の実現に貢献できる人材を養成す

ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育福祉学類】 

 現代システム科学域 教育福祉学類では、

現代社会のさまざまな問題に対してサステ

イナブルな社会の実現に向けて、SDGｓの知

識や課題解決の手法を学修するとともに、

サステイナブルな社会を実現するために、

SDGs に関する知識と具体的な課題への取り

代システムに内在する課題の解決を目指す

ことができる。 

(5)（システム的思考力）現象を多様な要素

の相互作用として捉えることによって、現

代システムの本質を深く探求することがで

きる。 

(6)（表現力）現代システムの目指すべき方

向性とそれを実現するための方策を適切な

表現法を用いて説明することができる。 

（サステイナビリティ志向性） 

(7)（倫理観）情報通信技術が人間社会なら

びに環境に及ぼす影響を理解し、現代社会

システムの一員としての高い倫理観を有し

ている。 

(8)（サステイナブル志向）サステイナブル

な社会の実現を他者と協働して目指す態度

を身につけている。 

 

【環境社会システム学類】 

（知識・技能） 

(1)（多面的視点）自然科学、社会科学、人

間科学に関する統合的知識・技能を持つと

ともに、環境社会システム学に関する専門

知識を身につけ、現実社会の事象を多面的

に捉えることができる。 

(2)（データ活用力）データサイエンスの知

識・技能を用いて、事象を分析・説明する

ことができる。 

(3)（コミュニケーション能力）複数の言語

の知識・技能を活用して、多様な人々とコ

ミュニケーションすることができる。 

（思考力・判断力・表現力） 

(4)（領域横断的応用力）環境学、政策科

学、社会科学、人文科学など、複数領域の

知識を横断的に用いて、現代システムに内

在する課題の解決を目指すことができる。 

(5)（システム的思考力）現象を多様な要素

の相互作用として捉えることによって、現

代システムの本質を深く探求することがで

きる。 

(6)（表現力）現代システムの目指すべき方

向性とそれを実現するための方策を適切な

表現法を用いて説明することができる。 

（サステイナビリティ志向性） 

(7)（倫理観）自然と人との共生ならびに人

と人との共生の重要性を理解し、現代社会

システムの一員としての高い倫理観を有し

ている。 

(8)（サステイナブル志向）サステイナブル

な社会の実現を他者と協働して目指す態度

を身につけている。 

 

【教育福祉学類】 

（知識・技能） 

(1)（多面的視点）自然科学、社会科学、人

間科学に関する統合的知識・技能を持つと

ともに、教育福祉学に関する専門知識を身 

につけ、現実社会の事象を多面的に捉える

ことができる。 
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組み手法を学修し、今日の国際社会の諸問

題を深く理解するとともに、複合的な視野

から社会の仕組みをよりよいものに変革し

ていくことのできる力をもち、地域社会か

ら国際社会までの広範な領域で活躍できる

人材を養成することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【心理学類】 

現代システム科学域 心理学類では、現代

社会が抱える多様な問題や、社会の変容に

伴い今後発生し得る課題を解決し、持続可

能な社会を実現する際に必要となる、SDGｓ

の知識や領域横断的なシステム的思考力を

身に付けさせる。さらに、現代社会に生き

る人々が他者や社会、文化との相互作用の

中で抱える心の問題を解決するために、心

理学及び心理学関連分野の専門的知識・能

力を習得させることで、「誰一人として取り

残さない」ための活動を持続可能なものに

するために必要な心理環境を構築し、持続

可能な社会の実現に主体的に貢献できる人

材を養成することを目的とする。 

 

（後略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)（データ活用力）データサイエンスの知

識・技能を用いて、事象を分析・説明する

ことができる。 

(3)（コミュニケーション能力）複数の言語

の知識・技能を活用して、多様な人々とコ

ミュニケーションすることができる。 

（思考力・判断力・表現力） 

(4)（領域横断的応用力）社会福祉学、保育

学、教育学など、複数領域の知識を横断的

に用いて、現代システムに内在する課題の

解決を目指すことができる。 

(5)（システム的思考力）現象を多様な要素

の相互作用として捉えることによって、現

代システムの本質を深く探求することがで

きる。 

(6)（表現力）現代システムの目指すべき方

向性とそれを実現するための方策を適切な

表現法を用いて説明することができる。 

（サステイナビリティ志向性） 

(7)（倫理観）人権的支援、教育的支援、社

会福祉的支援の重要性を理解し、現代社会

システムの一員としての高い倫理観を有し

ている。 

(8)（サステイナブル志向）サステイナブル

な社会の実現を他者と協働して目指す態度

を身につけている。 

 

【心理学類】 

（知識・技能） 

(1)（多面的視点）自然科学、社会科学、人

間科学に関する統合的知識・技能を持つと

ともに、心理学に関する専門知識を身につ

け、現実社会の事象を多面的に捉えること

ができる。 

(2)（データ活用力）データサイエンスの知

識・技能を用いて、事象を分析・説明する

ことができる。 

(3)（コミュニケーション能力）複数の言語

の知識・技能を活用して、多様な人々とコ

ミュニケーションすることができる。 

（思考力・判断力・表現力） 

(4)（領域横断的応用力）心理学、臨床心理

学、建築環境工学、情報工学など、複数領

域の知識を横断的に用いて、現代システム

に内在する課題の解決を目指すことができ

る。 

(5)（システム的思考力）現象を多様な要素

の相互作用として捉えることによって、現

代システムの本質を深く探求することがで

きる。 

(6)（表現力）現代システムの目指すべき方

向性とそれを実現するための方策を適切な

表現法を用いて説明することができる。 

（サステイナビリティ志向性） 

(7)（倫理観）人と社会の相互作用の中で生

じる心の問題を解決することの重要性を理

解し、現代社会システムの一員としての高

い倫理観を有している。 
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※「現代システム科学域」以外の修正内容は、基本計画書の青字修正のとおり。 

 

大阪公立大学大学院 基本計画書 

 

 

 

 

 

 
 

(8)（サステイナブル志向）サステイナブル

な社会の実現を他者と協働して目指す態度

を身につけている。 

 

（後略） 

 

 
 

新 旧 

（基本計画書－1 ページ） 
 

別記様式第 2 号(その１の１) 

基 本 計 画 書 

基  本  計  画 

事項 記 入 欄 

計画の

区分 
大学院の設置 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

設置者 

ｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝｵｵｻｶ 

公立大学法人大阪 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

大学の

名称 

ｵｵｵｻｶｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾀﾞｲｶﾞｸｲﾝ 

大阪公立大学大学院 

（University of Osaka,Graduate School） 

（略） 

新設学

部等の

目的 

＜現代システム科学研究科＞ 

【現代システム科学専攻（博士前期課程）】 

 現代システム科学研究科 現代システム科

学専攻（博士前期課程）は、環境学、言語

文化学、人間科学、社会福祉学、臨床心理

学、認知行動科学の各専門領域における教

育研究を深化させるとともに、持続可能な

社会の実現を目指して領域横断的な学問的

交流・協働を促進することにより、従来の

学術領域の枠組みにとらわれない発想にも

とづく教育研究を推進し、自らの専門領域

における高度な研究を遂行する能力と、他

領域の研究を理解し協働する力を兼ね備

え、実社会における問題に適切かつ効果的

な解決策を提供することで持続可能な社会

の実現に貢献する人材を養成することを目

的とする。 

 

 

 

【現代システム科学専攻(博士後期課程)】 

 現代システム科学研究科 現代システム科

学専攻（博士後期課程）は、環境学、言語

文化学、人間科学、社会福祉学、心理学の

各専門領域における教育研究を深化させる

とともに、持続可能な社会の実現を目指し

て領域横断的な学問的交流・協働を促進す

ることにより、従来の学術領域の枠組みに

とらわれない発想にもとづく教育研究を推

進し、自らの専門領域に関する先端的な知

識、高度な研究を自律的に遂行することが

（1 ページ） 
 
別記様式第 2 号(その１の１) 

基 本 計 画 書 

基  本  計  画 

事項 記 入 欄 

計画の

区分 
大学院の設置 

ﾌﾘｶﾞﾅ

設置者 

ｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝｵｵｻｶ 

公立大学法人大阪 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

大学の

名称 

ｵｵｵｻｶｺｳﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾀﾞｲｶﾞｸｲﾝ 

大阪公立大学大学院 

（University of Osaka,Graduate School） 

（略） 

新設学

部等の

目的 

＜現代システム科学研究科＞ 

【現代システム科学専攻（博士前期課程）】 

自らの専門領域における高度な研究を遂

行する能力と、他領域の研究を理解し協働

する力を兼ね備え、実社会における問題に

適切かつ効果的な解決策を提供することで

持続可能な社会の実現に貢献する人材を育

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現代システム科学専攻(博士後期課程)】 

自らの専門領域に関する先端的な知識、

高度な研究を自律的に遂行することができ

る分析力・思考力、研究者としての高い倫

理観、研究成果を継続的に世界に向けて発

信していく能力を培う。 
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※「現代システム科学研究科」以外の修正内容は、基本計画書の青字修正のとおり。 

  

できる分析力・思考力、研究者としての高

い倫理観、研究成果を継続的に世界に向け

て発信していく能力を有し、高度な研究を

通して持続可能な社会の実現に貢献する人

材を養成することを目的とする。 

 

（後略） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（後略） 
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（是正事項） 

 

（対応） 

ご指摘の点を踏まえ、「国際基幹教育機構」の名称と役割についての説明を以下のとおり

補足する。 

あわせて、設置認可申請書類のうち、「大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等

を記載した書類」に以下の新旧対照表のとおり追記する。 

 

１）名称を「国際」とした事由 

「国際基幹教育機構」は、大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した

書類」の 6 ページに記載のとおり、「大学及び各キャンパスの国際化のための教育を推進す

るため、各学部等と協力して、学士課程及び大学院課程の全学生を対象にグローバル教育を

実施し、国際的素養を研鑽する」ことを目的に設置することとしている。当該機構の役割と

しては、具体的には学士課程の「基幹教育科目」と大学院の「共通教育科目」の提供の他、

当該機構がグローバルに活躍できる人材育成に向けての教育を正課・正課外を通じて、学士

課程のみならず大学院課程や留学生の学修支援など全学の国際化の推進を幅広く実施・対応

していくことから、「国際」を冠する組織とした。 
 
２）国際基幹教育機構の役割（追加説明） 
① CEFR B1 レベルを目指す英語教育 

新大学は大阪府、大阪市、公立大学法人大阪の三者で合意した「新大学基本構想」に基づ

いて計画しており、この基本構想の中で英語教育については、「卒業までに CEFR B1 以上を

目指す」と定めている。全学生が４技能の全てにおいて CEFR B1 以上を達成することに向け

て、新大学では「国際基幹教育機構」の下で英語教育のカリキュラムを全面的に見直してい

る。また、全学生の習熟度を日常的に把握するためのツールとして「英語ポートフォリオ」

の導入を計画しており、授業と連動させて活用する。この英語ポートフォリオは、学生が定

期的に CEFRの「Can Do List」の各レベルを把握して自身の学修のチェックを行うと共に、

国際基幹教育機構の英語グループの所属教員などがその状況を把握して授業での指導上の改

善や学生へのアドバイスなどにも活用する。 

なお、学士課程全体の必修科目である「University English 1A～3B」以外に正課・正課

外で行う英語教育については、当該機構の下に設置する「国際教育センター（仮称）」（後

述）が掌握し、必要な教育プログラムを開発・実施する。 

 

５. 「国際基幹教育機構」の役割は、「外国語の運用能力を含めた国際的なコミュニケー

ション能力、幅広い視野に立つ自主的、総合的な判断力と問題発見・解決能力を養い、継

続的、発展的な学修を支えるためのコアを形成することを目指す」などとされているが、

当該機構が担うのは「基幹教育科目」であり、その内容も国際を特に重視した内容とまで

は言えず、当該機構に「国際」が冠されている妥当性が不明確であるため、妥当性を明確

にするか、必要に応じて修正すること。 
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② 初修外国語の必修化 
新大学では、「新大学基本構想」において新大学が目指すものとして「国際力の強化」を

掲げ、複言語・複文化の理念の下、必修の英語に加え、選択必修の外国語としてドイツ語、

フランス語、中国語、ロシア語、朝鮮語のいずれかの単位修得を卒業要件として義務付ける

形としている。このため、初修外国語（第２外国語）を全学で必修とし、この調整に関して

も国際基幹教育機構が対応することとしている。これまで既存の大阪府立大学では、初修外

国語（第２外国語）は一部を除いて選択科目であった。また、大阪市立大学では必修として

いたが、新大学では、これまでのクラス人数よりも受講者数を減らして原則 25 名以下の少

人数クラス（英語と同様）とし、能動的な学修を積極的に推進する環境を整えることとし

た。その他、当該機構及び国際教育センター（仮称）において第２外国語文化圏の海外留学

のプログラムの開発・実施なども担当する。 
 
③ 国際教育センター（仮称）の留学生支援 
国際基幹教育機構の下に、「国際教育センター（仮称）」を設置し、正課・正課外の教育プ

ログラムの開発・実施の他、留学生の学修支援を推進する計画としている。国際化の推進に

は留学生支援も大きな柱であり、そのためには留学生向けの日本語教育の充実が必要である

が、新大学では両大学の取り組みをさらに全学的に強化する必要性があった。同センターで

は、留学生向けの日本語教育での専任教員を確保するとともに、日本人学生と留学生の交流

の場の提供、イベントの開催、日本人学生の語学留学プログラムの提供（正課、正課外と

も）、正課外での語学学修支援（TOEIC 講座等の語学検定試験支援など）、海外の大学と双方

の学生が参加する教育プログラムの相互提供及び学部等の国際教育活動に対する支援などを

実施する。 

 特に、アントレプレナーシップ、リーダーシップ等の海外研修及び海外ボランティアプロ

グラムの企画・実施などについては、同じく機構に設置する高度人材育成推進センター（仮

称）等と連携して実施する。 
 
④ 高度人材育成推進センター（仮称）による国際的活動支援 
 国際基幹教育機構の下に「高度人材育成推進センター（仮称）」を設置し、アントレプレ

ナーシップ教育、イノベーション教育等を全学的に実施する計画としている。特に既存の両

大学で取り組んできた大学院リーディングプログラムや大学院生の人材育成プログラムの運

営母体としても機能させる。 

高度人材育成推進センター（仮称）は、その前身である大阪府立大学の高度人材育成セン

ターの実績として、これまで、数多くの欧米・アジア地域の大学等と連携し、博士課程教育

リーディングプログラムの学生などを対象に、3 ヶ月以上の長期研究留学やインターンシッ

プ機会の提供（38 大学へ 40 名の学生派遣）、連携大学教員招聘による集中講義やワークシ

ョップの実施（延べ 27 名のゲストプロフェッサーの招聘）を行ってきた。高度人材育成セ

ンターでは、各部局の指導教員とセンター所属の専門のメンターが学生を支援する仕組みを

構築しており、新大学でもこれを継承する。加えて、「グローバルアントレプレナー育成プ

ログラム」による、学士課程及び大学院課程学生の短期海外派遣プログラムの実施（過去 7
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年間で 92 名の学生を派遣）や、外国人学生短期受け入れプログラムとして日本人学生がバ

ディとなる協働プログラム等の実績を基に新大学でも引き続き実施する。過去 5 年間に各種

プログラム実施で協働した海外の大学（8 拠点）のうち、特に、アメリカのニューメキシコ

大学やエンブリーリドル航空大学、カンボジアの王立プノンペン大学、台湾の台南大学等と

は、双方の大学執行部レベルで合意形成がなされ、新大学でもさらに協働を強化している関

係構築が整っている。 

以上のように、新大学で設置する「国際基幹教育機構」は、これまでの両大学の取り組み

を継承しつつも、双方の優れた点を組み合わせ、且つ、両大学の教員が加わり強化されるこ

とで、全学の学生、大学院生及び研究者の国際的な教育研究の実施や国際的な活動の支援を

実施する。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

〔２〕大学の特色（大学・大学院） 

１．大阪公立大学及び大阪公立大学大学院

に設置する教育研究組織 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－10 ページ～） 

 

また、学士課程における「基幹教育科

目」、大学院における「大学院共通教育科

目」の企画・運営に責任を持ち、大学全体

の国際化の推進に向けた教育プログラムの

企画・実施及び学修支援を行う組織として

「国際基幹教育機構」を設置する。 

各学域・学部・研究科などの教育研究組織

の主な特色は、次のとおりである。 

 

（１）国際基幹教育機構 

新大学では、社会の高度化・複雑化に対

応した高度な専門教育を支える質の高い基

礎・教養教育の展開や、教育内容・方法の

改善を全学的に推進するなどの課題に対応

する。大学及び各キャンパスの国際化のた

めの教育を推進するため、各学部等と協力

して、学士課程及び大学院課程の全学生を

対象にグローバル教育を実施し、国際的素

養を研鑽する。 

これらの目的を遂行する基幹教育の企

画・運営組織として、また、グローバルに

活躍できる人材育成に向けての教育を正

課・正課外を通じて学士課程のみならず大

学院課程や留学生の学修支援など全学の国

〔２〕大学の特色（大学・大学院） 

１．大阪公立大学及び大阪公立大学大学院

に設置する教育研究組織 

 

（中略） 

 

（5 ページ～） 

 

また、学士課程における「基幹教育科

目」、大学院における「大学院共通教育科

目」の企画・運営に責任を持つ組織として

「国際基幹教育機構」を設置する。 

各学域・学部・研究科などの教育研究組織

の主な特色は、次のとおりである。 

 

 

 

（１）国際基幹教育機構 

新大学では、社会の高度化・複雑化に対

応した高度な専門教育を支える質の高い基

礎・教養教育の展開や、教育内容・方法の

改善を全学的に推進するなどの課題に対応

する。大学及び各キャンパスの国際化のた

めの教育を推進するため、各学部等と協力

して、学士課程及び大学院課程の全学生を

対象にグローバル教育を実施し、国際的素

養を研鑽する。 

これらの目的を遂行する基幹教育の企画・

運営組織として、新たに「国際基幹教育機

構」を設置する。 
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際化の推進を目的として、新たに「国際基

幹教育機構」を設置する。 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－18 ページ～） 

 

（３）国際力の強化 

両大学のそれぞれの強みを活かし、海外

の大学等と連携して研究を推進するなど高

度な研究力を基盤とした国際力の強化を目

指す。 

 

【高度な研究力を基盤とした国際力の強

化】 

〇 海外協定大学等との連携による国際共同

研究の推進と支援、研究環境を充実させ

る。 

 

【国際基幹教育機構による教育の推進】 

○ 新大学の英語教育では、全学生が卒業

までに４技能の全てにおいて CEFR B1 以上

を目標とした英語教育のカリキュラムを実

施する。 

 

〇 全学生の習熟度を日常的に把握するた

めに「英語ポートフォリオ」を導入し、学

生は各自学修レベルを把握すると共に、教

員は授業での改善や学生指導に活用する。 

 

○ 新大学では、複言語・複文化の理念の

下、必修の英語に加え、選択必修の外国語

としてドイツ語、フランス語、中国語、ロ

シア語、朝鮮語のいずれかの単位修得を卒

業要件とする。 

 

○ 機構内に設置する「国際教育センター

（仮称）」では、留学生向けの日本語教育を

充実させ、日本人学生と留学生の交流の場

の提供、イベントの開催の他、正課・正課

外の語学留学プログラム、正課外の語学学

修支援（TOEIC 講座等の語学検定試験支援

など）、海外の大学と連携した教育プログラ

ムの実施や各部局の国際教育活動の支援を

実施する。 

 

○ 機構の下に設置する「高度人材育成推

進センター（仮称）」では、アントレプレナ

ーシップ教育、イノベーション教育、大学

院リーディングプログラムを企画・実施

 

 

 

（中略） 

 

（11 ページ～） 

 

（３）国際力の強化 

両大学のそれぞれの強みを活かし、海外

の大学等と連携して研究を推進するなど高

度な研究力を基盤とした国際力の強化を目

指す。 

 

【高度な研究力を基盤とした国際力の強

化】 

〇 海外協定大学等との連携による国際共同

研究の推進と支援、研究環境を充実させ

る。 
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し、海外の提携大学や研究機関と連携した

長期研究留学、海外インターンシップ、短

期派遣留学、教員招聘による集中講義やワ

ークショップの実施など全学の学生及び研

究者の国際的活動の支援を推進する。 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－26 ページ～） 

４．教育支援機能 

新大学では、上述の基幹教育科目のカリ

キュラムの設計と科目の提供に加え、大学

全体の国際化の推進に資する教育プログラ

ムや各部局の国際化を推進する活動を支援

するため、「国際基幹教育機構」を設置す

る。 

また、当該機構の下に、各部局の教育支

援機関として、① 「教職センター」、② 

「高度人材育成推進センター」、③ 「高等

教育研究開発センター」及び ④ 「国際教

育センター」を設置する（いずれも仮

称）。 

なお、その他、国際基幹教育機構内に全学

の高大接続研究・入試改善に関する部門を

設置する。 

 

（後略） 

 

 

 

 

   
 

 

（中略） 
 
（18 ページ～） 

４．教育支援機能 

新大学に設置する「国際基幹教育機構」

内に、各部局の教育支援機関として、① 

「教職センター」、② 「高度人材育成推進

センター」、③ 「高等教育研究開発センタ

ー」及び ④ 「国際教育センター」を設置

する（いずれも仮称）。 

なお、その他、国際基幹教育機構内に全

学の高大接続研究・入試改善に関する部門

を設置する。 

 

（後略） 
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（是正事項） 

 

（対応） 

ご指摘の点を踏まえ、森之宮キャンパスの整備と全学共通科目の開講計画に伴い、複数の

キャンパスで履修することになる場合の計画について、説明が不足していた点について、下

記のとおり補足し、設置認可申請書類のうち「大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣

旨等を記載した書類」に以下の新旧対照表のとおり説明を追加する。 

 

「大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類」の項目「〔15〕2 

以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画（大学・大学院）」（35 ページ～）に

記載のとおり、教育は、配当年次の配慮やコース単位のカリキュラムの設定などにより、基

本的に学年単位で 1 つの校地で行われ、学生や教員の 2 校地の移動負担が最小限となるよう

に考慮した時間割編成とすることとしている。 

具体的な取り組みは次のとおりである。 

 

１）時間割編成における工夫 

・学生にキャンパスの移動による過度の負担がかからないよう、時間割を編成する。例え

ば、移動が必要な科目を後期の特定の曜日に集めるなどの工夫を行う。 

・教員の担当授業が同一日で複数キャンパスの実施にならないよう、時間割を調整する。 

・基幹教育科目のうち、教職課程等の複数の学部等が履修する科目については、全ての学部

等が、森之宮キャンパスで学修する期間中に卒業に必要な単位数を修得できるよう時間割

上の配慮をするが、必要に応じて他キャンパスでも開講する。 
 

２）履修上の工夫 

・ 全学共通科目である「基幹教育」のうち、森之宮キャンパスで学修する期間中に卒業に

必要な授業科目を修得できなかった学生が専門教育の拠点キャンパスへ移動後に当該科目

を履修する場合や、他のキャンパスの授業科目を自由科目として履修する場合は、学生が

授業実施キャンパスに移動して履修することを原則とするが、履修希望者の人数など履修

登録状況に応じて、教員が学生の所在するキャンパスに移動して授業を行うことや、メデ

ィアを利用して遠隔授業を実施するなど、学生の履修に配慮するものとする。 

 

３）授業形態における工夫 

・ 平常時は面接による授業の実施を原則とするが、大学設置基準第 25 条第 2 項及び本学 

６. 完成年度以降は、全学共通科目である「基幹教育」を森之宮キャンパスにおいて開講

する計画であるが、例えば、基幹教育の必修科目の単位を修得できなかった学生など、２

年次以降の専門科目が別キャンパスでの履修となった場合に、移動時間の影響により、そ

れぞれのキャンパスでの履修が適切に行うことができるのか懸念されるため、時間割の工

夫や履修上、そしてオンライン授業の活用などの配慮を説明すること。 
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の学則の規定に基づき、多様なメディアを高度に利用した遠隔授業を実施できることとす

ることから、カリキュラムの改善等により、多様なメディアを利用した授業が必要となっ

た場合は、文部科学省の告示の要件等に基づき、実施するものとする。遠隔授業はその場

で当該授業を行う教員が他キャンパスの学生からの設問解答、質疑応答による指導を行

い、双方向性を担保する。また、遠隔で授業を受ける教室に、ティーチング・アシスタン

ト等を配置し、学生の主体的な活動を保障する。授業前後に授業支援システム（LMS）等

により、担当教員が質問への回答、指導できるよう体制も整えるなど、遠隔授業による授

業の質を担保する。 

・ 専門教育のカリキュラム等の状況により、森之宮キャンパスなど他のキャンパスに学生

が移動することが難しい場合には、修得できなかった必修科目を履修する場合に備え、録

画などによるオンデマンドでの履修体制を確立する。なお、オンデマンドで受講した学生

に対して双方向性を担保するため、授業前後に授業支援システム（LMS）等により、担当

教員が質問への回答、指導できるよう体制も整えるなど、遠隔授業による授業の質を担保

する。 
  

４）その他 

・ 学生に対しては、森之宮キャンパスのほか、各キャンパスに図書館（室）、自修スペー 

ス等を整備し、学生の授業時間外学修を各キャンパスで適切に行えるようにする。さら

に、保健管理施設、学生相談室、履修相談、健康管理の体制を各キャンパスで整備するほ

か、学生がどこでも情報にアクセスできるように学生向けポータルサイトを開設する。 

・森之宮キャンパスには、授業の準備に共同で使える教員控室を準備する。 

・学生の移動に関しては、バスによる移動、交通費の補助等の支援を計画している。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

〔15〕２以上の校地において教育研究を行

う場合の具体的計画（大学・大学院） 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－47～49 ページ） 

教育は、配当年次の配慮やコース単位の

カリキュラムの設定などにより、基本的に

学年単位で 1 つの校地で行われ、学生や教

員の 2 校地の移動負担が最小限となるよう

に考慮した時間割編成とすることとしてい

る。具体的な取り組みは次のとおりであ

る。 

〔15〕２以上の校地において教育研究を行

う場合の具体的計画（大学・大学院） 

 

（中略） 

 

（36 ページ～） 

教育は、配当年次の配慮やコース単位の

カリキュラムの設定などにより、基本的に

学年単位で１つの校地で行われ、学生や教

員の２校地の移動負担が最小限となるよう

に考慮した時間割編成とする。 

新大学のカリキュラムと時間割編成(案)

は、各部局の専用施設を中心に完成年度及
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（１）時間割編成における工夫 

まず、学生にキャンパスの移動による過

度の負担がかからないよう、時間割を編成

する。例えば、移動が必要な科目を後期の

特定の曜日に集めるなどの工夫を行う。 

また、教員の担当授業が同一日で複数キ

ャンパスの実施にならないよう、時間割を

調整する。 

なお、基幹教育科目のうち、教職課程等

の複数の学部等が履修する科目について

は、全ての学部等が、森之宮キャンパスで

学修する期間中に卒業に必要な単位数を修

得できるよう時間割上の配慮をするが、必

要に応じて他キャンパスでも開講する。 

 

（２）履修上の工夫 

全学共通科目である「基幹教育」のう

ち、森之宮キャンパスで学修する期間中に

卒業に必要な授業科目を修得できなかった

学生が専門教育の拠点キャンパスへ移動後

に当該科目を履修する場合や、他のキャン

パスの授業科目を自由科目として履修する

場合は、学生が授業実施キャンパスに移動

して履修することを原則とするが、履修希

望者の人数など履修登録状況に応じて、教

員が学生の所在するキャンパスに移動して

授業を行うことや、メディアを利用して遠

隔授業を実施するなど、学生の履修に配慮

するものとする。 

 

（３）授業形態における工夫 

平常時は面接による授業の実施を原則と

するが、大学設置基準第 25 条第 2項及び本

学の学則の規定に基づき、多様なメディア

を高度に利用した遠隔授業を実施できるこ

ととすることから、カリキュラムの改善等

により、多様なメディアを利用した授業が

必要となった場合は、文部科学省の告示の

び完成年度以降の整備計画を含めて検討・

検証を行っている。 
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要件等に基づき、実施するものとする。遠

隔授業はその場で当該授業を行う教員が他

キャンパスの学生からの設問解答、質疑応

答による指導を行い、双方向性を担保す

る。また、遠隔で授業を受ける教室に、テ

ィーチング・アシスタント等を配置し、学

生の主体的な活動を保障する。授業前後に

授業支援システム（LMS）等により、担当教

員が質問への回答、指導できるよう体制も

整えるなど、遠隔授業による授業の質を担

保する。 

専門教育のカリキュラム等の状況によ

り、森之宮キャンパスなど他のキャンパス

に学生が移動することが難しい場合には、

修得できなかった必修科目を履修する場合

に備え、録画などによるオンデマンドでの

履修体制を確立する。なお、オンデマンド

で受講した学生に対して双方向性を担保す

るため、授業前後に授業支援システム

（LMS）等により、担当教員が質問への回

答、指導できるよう体制も整えるなど、遠

隔授業による授業の質を担保する。 
 

（４）その他 

学生に対しては、森之宮キャンパスのほ

か、各キャンパスに図書館（室）、自修スペ

ース等を整備し、学生の授業時間外学修を

各キャンパスで適切に行えるようにする。

さらに、保健管理施設、学生相談室、履修

相談、健康管理の体制を各キャンパスで整

備するほか、学生がどこでも情報にアクセ

スできるように学生向けポータルサイトを

開設する。 

森之宮キャンパスには、授業の準備に共

同で使える教員控室を準備する。 

なお、学生の移動に関しては、バスによ

る移動、交通費の補助等の支援を計画して

いる。 
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上記のような対応を踏まえ、新大学のカ

リキュラムと時間割編成(案)は、各部局の

専用施設を中心に完成年度及び完成年度以

降の整備計画を含めて検討・検証を行って

いる。学域・学類、学部・学科及び研究

科・専攻の時間割編成の資料は巻末の参考

資料【資料７】に添付したとおりである。 

各部局における必要な施設や設備、大学

院生の研究室の所属の取扱いや大学院生が

研究を行う場所については、それぞれの設

置の趣旨で付記する。 

新大学のカリキュラムと時間割編成(案)

は、各部局の専用施設を中心に完成年度及

び完成年度以降の整備計画を含めて検討・

検証を行っている。学域・学類、学部・学

科及び研究科・専攻の時間割編成の資料は

巻末の参考資料【資料５】に添付したとお

りである。 

その他の具体的な整備計画等の特記事項

については、それぞれの設置の趣旨で付記

する。 
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（是正事項）経済学研究科、情報学研究科、理学研究科、工学研究科、看護学研究科、 

生活科学研究科 

 

（対応） 

 新大学において、2 つのキャンパスに分かれて教育研究を行うこととなる研究科は、経済

学研究科、情報学研究科、理学研究科、工学研究科、看護学研究科、生活科学研究科であ

る。これらの研究科における大学院生の研究室の所属の取扱いについては、指導教員が配置

されるキャンパスに各大学院生が配置されることとし、当該キャンパスにて科目の履修及び

研究活動を行うこととする。 

 また、研究科の各キャンパスにおける教員配置は、大学院設置基準第 8 条第 6 項に準じて

おり、このことは、各研究科の「設置の趣旨等を記載した書類」の添付資料「2 以上の校地

において教育研究を行う場合のそれぞれの校地ごとの教員配置」により明確にする。 

 また、教育研究を行う施設・設備は、大学院設置基準第 22 条の 2に準じていることは、

本審査意見の対象となる各研究科の「設置の趣旨等を記載した書類」の 2 以上の校地におい

て教育研究を行う場合に記載しているが、対象となる研究科について見直しを行い、適宜追

記を行った。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

７. 大学院のキャンパスについて、例えば、「情報学研究科キャンパスの遷移」の資料に

おいて、開設から完成年度における「教育実施場所」が示されているが、どの年度におい

ても、２つのキャンパスに分かれて教育を行う旨の内容となっており、大学院生の研究室

の所属の取扱いや、大学院生が研究を行う場所、研究指導を受ける教員のキャンパスなど

が不明確である。このため、２つのキャンパスに分かれて教育研究を行うこととなる研究

科がある場合は、大学院生が、各キャンパスで支障なく研究活動を行うことができるのか

を、各キャンパスにおける教員配置を示して明確にすること。 

新 旧 

〔15〕２以上の校地において教育研究を行

う場合の具体的計画（大学・大学院）  

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－47 ページ～） 

 新大学では、既存の施設・設備の活用を

前提に、新たなキャンパスと新校舎の建築

及び既存施設の改修を計画している。全て

の校地には、各学域・学部・研究科の専任

教員を配置しており、教育研究に必要な講

義室、研究室、演習室、大学院生が研究を

〔15〕２以上の校地において教育研究を行

う場合の具体的計画（大学・大学院）  

 

（中略） 

 

（36 ページ～） 

 新大学では、既存の施設・設備の活用を

前提に、新たなキャンパスと新校舎の建築

及び既存施設の改修を計画している。全て

の校地には、各学域・学部・研究科の専任

教員を配置しており、必要な講義室・実験

室・実習室などが整備され、時間割編成や

教育上にも支障のない体制とする。 
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経済学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

行う場所などが整備され、時間割編成や教

育上にも支障のない体制とする。 

新大学において、2 つのキャンパスに分

かれて教育研究を行う研究科（経済学研究

科、情報学研究科、理学研究科、工学研究

科、看護学研究科、生活科学研究科）につ

いては、大学院設置基準第 8 条第 6 項に準

じて教員を配置することとしている。各研

究科における教員の具体的な配置は、それ

ぞれの設置の趣旨で付記するとともに、「2

以上の校地において教育研究を行う場合の

それぞれの校地ごとの教員の配置」で示

す。また、教育研究に必要となる講義室、

研究室、演習室、大学院生が研究を行う場

所については、大学院設置基準第 22 条の 2

に準じて教育研究に支障のないよう必要な

施設や設備を備えることとしている。 

 

（後略） 

 

 

（後略） 

 

 

 

 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－26 ページ） 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合の具体的計画 

（中略） 

杉本キャンパスの専任教員は博士前期・

後期課程ともに 30 名、中百舌鳥キャンパス

の専任教員は博士前期課程 14 名、博士後期

課程では 13 名の専任教員を配置する。（参

考：資料 13「2 以上の校地において教育研

究を行う場合のそれぞれの校地ごとの教員

の勤務状況」） 

教育研究は、2 つのキャンパスで実施す

ることとするが、各研究指導教員及び研究

室の所属は、出願時に研究テーマを記載し

た書類の提出を求め、口述試験で研究テー

マを確認し、それらに基づき入学時に所属

（26 ページ） 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合の具体的計画 

（中略） 

杉本キャンパスの専任教員は博士前期・

後期課程ともに 30 名、中百舌鳥キャンパス

の専任教員は博士前期課程 14 名、博士後期

課程では 13 名の専任教員を配置する。それ

ぞれのキャンパスの教育研究は、当該キャ

ンパスで実施することとし、他キャンパス

の学生は遠隔授業で実施することとしてお

り、学生および教員の移動に関する負担は

ない。 
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情報学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

決定され、大学院生の配置されるキャンパ

スは指導教員が所属するキャンパスとし、

当該キャンパスにて科目の履修及び研究活

動を行うことができるように教科科目及び

研究スペースの確保がなされる。両キャン

パスにおける大学院生が研究を行う場所の

確保状況については、教育研究上に問題な

く確保できており、その詳細については、

「８．施設、設備等の整備計画 イ．校舎

等施設の設備計画」に記載のとおりであ

る。また、他キャンパスの授業科目の受講

を希望する場合には、配置されたキャンパ

スから遠隔授業により受講できるようにす

ることとしており、学生および教員の移動

に関する負担はない。  

これらの体制によって学生の研究活動に

支障はない。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－53 ページ） 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合の具体的計画 

（中略） 

情報学研究科においては、教員が所属す

る研究室に応じて杉本キャンパスまたは中

百舌鳥キャンパスで教育研究を実施する。

授業については、基本的には対面により実

施するため、授業を実施する他のキャンパ

スに所属する学生が当該授業を履修する場

合には、学生が授業を実施するキャンパス

に移動して履修できるよう、時間割を配慮

する。また、学生の教育研究の時間を十分

に確保するため、大学設置基準第 25 条第２

項及び平成 13 年文部科学省告示第 51 号

（大学設置基準第二十五条第二項の規定に

基づく大学が履修させることができる授業

（46 ページ） 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合の具体的計画 

（中略） 

情報学研究科においては、教員が所属す

る研究室に応じて杉本キャンパスまたは中

百舌鳥キャンパスで教育研究を実施する。

授業については、基本的には対面により実

施するため、授業を実施する他のキャンパ

スに所属する学生が当該授業を履修する場

合には、学生が授業を実施するキャンパス

に移動して履修できるよう、時間割を配慮

する。また、学生の教育研究の時間を十分

に確保するため、大学設置基準第 25 条第２

項及び平成 13 年文部科学省告示第 51 号

（大学設置基準第二十五条第二項の規定に

基づく大学が履修させることができる授業
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等）に基づき、他キャンパスの履修希望者

に対し遠隔授業を実施する。 

同時双方向の遠隔授業システムを採用

し、その場で当該授業を行う教員が他キャ

ンパスの学生からの設問解答、質疑応答に

よる指導を行う。また、遠隔で授業を受け

る教室に、ティーチング・アシスタント等

を配置する。授業終了後には、インターネ

ット等の利用により、設問解答、添削指導

等を併せて行う。以上により、遠隔授業に

よる授業の質を保証する。 

いずれのキャンパスも十分な収容定員を

確保し、杉本キャンパスは 12 名、中百舌鳥

キャンパスには 37 名の専任教員を配置す

る。 

各キャンパスの教員配置の内訳は、助教

を除き、杉本キャンパスにおいて基幹情報

学専攻の教授 3 名及び准教授 2 名、学際情

報学専攻の教授 3 名及び准教授 3 名を配置

し、中百舌鳥キャンパスにおいては、基幹

情報学専攻の教授 8 名及び准教授 7 名、学

際情報学専攻の教授 11 名及び准教授 9 名を

配置し、十分な研究指導を行うことができ

る。（参考：資料７「2 以上の校地において

教育研究を行う場合のそれぞれの校地ごと

の教員配置」） 

また、大学院生の研究室の所属の取り扱

いについては、出願時に研究指導を希望す

る教員（研究室）を記載し、その希望に基

づき入学時に所属の研究室を決定する。大

学院生の配置されるキャンパスは、指導教

員の所属するキャンパスとし、科目の履修

及び研究活動を行うことができるように場

所を十分に確保している。なお、両キャン

パスにおける大学院生が研究を行う場所の

確保状況及び施設、設備については、「８．

施設、設備等の整備計画 イ．校舎等施設

の設備計画」に記載のとおりである。 

等）に基づき、他キャンパスの履修希望者

に対し遠隔授業を実施する。 

同時双方向の遠隔授業システムを採用

し、その場で当該授業を行う教員が他キャ

ンパスの学生からの設問解答、質疑応答に

よる指導を行う。また、遠隔で授業を受け

る教室に、ティーチング・アシスタント等

を配置する。授業終了後には、インターネ

ット等の利用により、設問解答、添削指導

等を併せて行う。以上により、遠隔授業に

よる授業の質を保証する。 

いずれのキャンパスも十分な収容定員を

確保し、杉本キャンパスは 12 名、中百舌鳥

キャンパスには 37 名の専任教員を配置す

る。 

また、それぞれのキャンパスに図書館、

自習スペース、保健管理施設を整備するほ

か、学生相談室、履修相談、健康管理、厚

生補導の体制を整備する。 

なお、2027年度（令和 9 年度）には、森

之宮キャンパス及び中百舌鳥キャンパスで

授業科目の履修及び研究活動を行うことに

なるが、2026 年度までと同様に遠隔授業シ

ステムを併用することで、学生及び教員の

キャンパス移動の負担を軽減する。 

キャンパス移動後に単位未修得の授業科目

を履修する者、他キャンパスの授業科目を

自由科目として履修を希望する者に対して

は、基本的には面接により授業を実施する

ため、学生が授業実施キャンパスに移動す

ることを原則とするが、履修希望者の人数

や履修登録状況に応じて、教員が学生の所

属するキャンパスに移動して授業を行うこ

とや、メディアを利用して授業を実施する

など、学生の履修に配慮する。 
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理学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

また、それぞれのキャンパスに図書館、

自習スペース、保健管理施設を整備するほ

か、学生相談室、履修相談、健康管理、厚

生補導の体制を整備する。 

なお、2027年度（令和 9 年度）には、森

之宮キャンパス及び中百舌鳥キャンパスで

授業科目の履修及び研究活動を行うことに

なるが、2026 年度までと同様に遠隔授業シ

ステムを併用することで、学生及び教員の

キャンパス移動の負担を軽減する。 

キャンパス移動後に単位未修得の授業科

目を履修する者、他キャンパスの授業科目

を自由科目として履修を希望する者に対し

ては、基本的には面接により授業を実施す

るため、学生が授業実施キャンパスに移動

することを原則とするが、履修希望者の人

数や履修登録状況に応じて、教員が学生の

所属するキャンパスに移動して授業を行う

ことや、メディアを利用して授業を実施す

るなど、学生の履修に配慮する。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－64 ページ～） 

１３ ２以上の校地において教育研究を行

う場合の具体的計画 

生物化学専攻以外は、杉本キャンパス・

中百舌鳥キャンパスの 2 校地において教育

研究を行う。数学専攻、物理学専攻、化学

専攻、生物学専攻、地球学専攻について

は、学生及び教員が原則として 2 校地間を

移動する必要のない教育課程を編成してお

り、教育研究に不具合は生じない。 

なお、生物化学専攻は中百舌鳥キャンパ

スのみで教育研究を行う。 

大学院生の研究室配属は、出願時に希望

する指導教員（研究室）を記載させ、その

希望に基づき入学後速やかに決定する。 

（63 ページ～） 

１３ ２以上の校地において教育研究を行

う場合の具体的計画 

生物化学専攻以外は、杉本キャンパス・

中百舌鳥キャンパスの２校地において教育

研究を行うが、学生及び教員が原則として

2 校地間を移動する必要のない教育課程を

編成しており、教育研究に不具合は生じな

い。生物化学専攻は中百舌鳥キャンパスの

みで教育研究を行う。 

また、他キャンパスの授業科目を履修希

望する者に対しては、基本的には面接によ

り授業を実施するため、学生が授業実施キ

ャンパスに移動することを原則とするが、

履修希望者の人数や履修登録状況に応じ
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工学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

各大学院生が配置されるキャンパスは、指

導教員が配置されるキャンパスとし、当該

キャンパスにて科目の履修及び研究活動を

行うこととする。各専攻における教員の配

置は、「５ 教員組織の編成の考え方及び特

色 ア 教員組織編成の考え方」に記載のと

おりであり、また、各専攻におけるキャン

パス毎の教員配置は別添資料 6「2 以上の校

地において教育研究を行う場合のそれぞれ

の校地ごとの教員配置」に記載のとおりで

ある。 

また、両キャンパスにおける大学院生が

研究を行う場所の確保状況については教育

研究上に問題なく確保できており、その詳

細については、「８ 施設、設備等の整備計

画 イ 校舎等施設の整備計画」のとおりで

ある。これらのことから、大学院生が、配

置されたキャンパスで支障なく研究活動を

行うことができると言える。 

さらに、他キャンパスの授業科目を履修

希望する者に対しては、基本的には対面に

より授業を実施するため、学生が授業実施

キャンパスに移動することを原則とする

が、履修希望者の人数や履修登録状況に応

じて、教員が学生の所属するキャンパスに

移動して授業を行うことや、メディアを利

用しての授業実施など、適宜学生の履修に

配慮するものとする。 

 

て、教員が学生の所属するキャンパスに移

動して授業を行うことや、メディアを利用

しての授業実施など、適宜学生の履修に配

慮するものとする。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－140 ページ～） 

１３ 2 以上の校地において教育研究を行

う場合 

大阪公立大学大学院では、既存の大阪市

立大学大学院と大阪府立大学大学院の同種

分野で集約化を行う研究科・専攻について

は、同一キャンパスで教育研究を行う必要

（138 ページ～） 

１３ 2 以上の校地において教育研究を行

う場合 

大阪公立大学では、2025 年度（令和 7 

年度）に「森之宮キャンパス」を開設し、

全学共通教育としての基幹教育を実施す

る。また、一部の学部等が森之宮キャンパ
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があることから、新学舎の建設及既存学舎

の改修工事等を実施し、順次、キャンパス

の集約化を進める。 

工学研究科は、大学院の完成年度時点

（博士前期課程は 2023年度、博士後期課程

は 2024 年度）においては、キャンパス整備

の関係で中百舌鳥・杉本の両キャンパスを

活用する。都市系専攻は杉本キャンパス

で、航空宇宙海洋系専攻、量子放射線系専

攻は中百舌鳥キャンパスで、機械系専攻、

電子物理系専攻、電気電子系専攻、物質化

学生命系専攻は杉本及び中百舌鳥キャンパ

スでそれぞれ履修する。いずれのキャンパ

スも十分な収容定員を確保し、適切な専任

教員を配置する。  

各キャンパスには定員以上の学生が教育

研究できるだけの十分な施設・設備を備え

ている。その詳細については「８．施設、

整備等の整備計画 イ．校舎等施設の整備計

画」のとおりである。 

別添資料７「2 以上の校地において教育研

究を行う場合のそれぞれの校地ごとの教員の

勤務状況」のとおり、中百舌鳥キャンパスに集

約するまでの一定期間、2 以上の校地で教

育研究を行うことになる機械系専攻、電子

物理系専攻、電気電子系専攻、物質化学生

命系専攻の４専攻について、大学院生の研

究室配属は、出願時に希望する指導教員

（研究室）を記載させ、その希望に基づき

入学後速やかに決定する。各大学院生が配

置されるキャンパスは、指導教員が配置される

キャンパスとし、当該キャンパスにて科目の履

修及び研究活動を行うこととする。そのため、原

則として、学生及び教員共に 2 以上の校地を

移動することはなく、１つのキャンパスにおいて

科目の履修及び研究活動が行える体制をとる。 

また、万一、移動等が伴う場合にも、移動が

必要のない遠隔授業の実施を取り入れるなど

の対応をとる。どうしても移動が必要な場合など

スに移転する。さらに、大阪市立大学と大

阪府立大学の同種分野で集約化を行う学部

については、同一キャンパスで教育を行う

必要があることから、キャンパスの集約化

を進める。 

工学研究科は、大学院の完成年度時点

（博士前期課程は 2023 年度、博士後期課

程は 2024年度）においては、キャンパス

整備の関係で中百舌鳥・杉本の両キャンパ

スを活用する。都市系専攻は杉本キャンパ

スで、航空宇宙海洋系専攻、量子放射線系

専攻は中百舌鳥キャンパスで、機械系専

攻、電子物理系専攻、電気電子系専攻、物

質化学生命系専攻は杉本及び中百舌鳥キャ

ンパスでそれぞれ履修する。いずれのキャ

ンパスも十分な収容定員を確保し、適切な

専任教員を配置する。 

 

（中略） 
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は、各専攻の状況に応じて、移動時間などの負

担を軽減できるような時間割上の配慮や調整を

行う。これらの対応により、学生及び教員の

教育研究において支障がでないように十分

対応する。各専攻の対応は以下のとおりで

ある。 

 

【別添資料７ ２以上の校地において教育

研究を行う場合のそれぞれの校地ごとの教

員配置】 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－142 ページ～） 

機械系専攻 

工学研究科機械系専攻においては、中百

舌鳥キャンパスに集約する 2023 年度末まで

の間、学生が所属する研究グループ及び指

導教員の配置に応じて杉本キャンパスと中

百舌鳥キャンパスに分かれて教育研究を実

施する。  

当該専攻の杉本キャンパスの収容定員は

82 名、中百舌鳥キャンパスの収容定員は

114 名である。 

専任教員の配置については、杉本キャン

パスには 15 名（うち教授 7 名、准教授 6

名）、中百舌鳥キャンパスには 21 名（うち

教授 9 名、准教授 8 名）を配置する。 

学生が研究を行う場所は、指導教員の所

在するキャンパスとなる。指導教員は、入

学者選抜の評価と出願書類や面接審査時の

希望に基づき、合格発表後に所属研究室を

決定する。授業については、学生は指導教

員の所在するキャンパスで実施される授業

を主に履修する。基本的に１つのキャンパ

スで学びを完結することになるが、万一、

他キャンパスの授業を履修する場合には適

切な配慮を行う。授業は、基本的には対面

により実施するため、授業を実施する他の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（139 ページ～） 

機械系専攻  

工学研究科機械系専攻においては、教員

が所属する研究室に応じて杉本キャンパス

又は中百舌鳥キャンパスで教育研究を実施

する。当該専攻の杉本キャンパスの収容定

員は 82 名、中百舌鳥キャンパスの収容定員

は 114 名である。いずれのキャンパスも十

分な収容定員を確保する。 

杉本キャンパスには 15 名、中百舌鳥キャ

ンパスには 21 名の専任教員を配置する。そ

れぞれのキャンパスの教育研究は、教員が

所属する研究室に応じて杉本キャンパスと

中百舌鳥キャンパスで分かれて実施する。

授業については、基本的には対面により実

施するため、授業を実施する他のキャンパ

スに所属する学生が当該授業を履修する場

合には、学生が授業を実施するキャンパス

に移動して履修できるよう、時間割を配慮

する。また、学生の教育研究の時間を十分

に確保するため、他キャンパスの履修希望

者に対し、希望に応じて遠隔授業を実施す

る。 

 

（中略） 
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キャンパスに所属する学生が当該授業を履

修する場合には、学生が授業を実施するキ

ャンパスに移動して履修できるよう、時間

割を配慮する。また、学生の教育研究の時

間を十分に確保するため、他キャンパスの

履修希望者に対し、希望に応じて遠隔授業

を実施する。これらの対応により、学生は

各キャンパスで支障なく授業を履修し、教

員から研究指導を受け、研究活動を行うこ

とができる。 

  

（設置趣旨（本文）－142 ページ～） 
電子物理系専攻 

工学研究科電子物理系専攻においては、

中百舌鳥キャンパスに集約する 2023 年度末

までの間、学生が所属する研究グループ及

び指導教員の配置に応じて杉本キャンパス

と中百舌鳥キャンパスに分かれて教育研究

を実施する。  

当該専攻の杉本キャンパスの収容定員は

64 名、中百舌鳥キャンパスの収容定員は

120 名である。 

当該専攻は、コース別の履修制度を設け

ている。電子物性コースは中百舌鳥キャン

パス、電子材料コースは杉本キャンパスが

教育研究の主なキャンパスとなる。 

このため専任教員の配置については、杉

本キャンパスでは電子材料コースに所属す

る 16 名（うち教授 6 名、准教授 7 名）、中

百舌鳥キャンパスでは電子物性コースに所

属する 30 名（うち教授 10 名、准教授 16

名）を配置する。 

大学院生の研究室の配属については、出

願時に希望する指導教員を記載させ、その

希望に基づき、合格発表後に所属研究室を

決定する。学生はそれぞれのコースに対応

したキャンパスの研究室に配属され、所属

のコース及び研究室に応じたキャンパスで

実施される授業を主に履修する。基本的に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（140 ページ～） 
電子物理系専攻 
 工学研究科電子物理系専攻においては、

教員が所属する研究室に応じて杉本キャン

パス又は中百舌鳥キャンパスで教育研究を

実施する。当該専攻の杉本キャンパスの収

容定員は 64 名、中百舌鳥キャンパスの収容

定員は 120 名である。いずれのキャンパス 

も十分な収容定員を確保する。 

杉本キャンパスの専任教員は 16 名、中百

舌鳥キャンパスの専任教員は 30 名の専任教

員を配置する。それぞれのキャンパスの教

育研究は、教員が所属する研究室に応じて

杉本キャンパスと中百舌鳥キャンパスで分

かれて実施する。授業については、基本的

には対面により実施するため、授業を実施

する他のキャンパスに所属する学生が当該

授業を履修する場合には、学生が授業を実

施するキャンパスに移動して履修できるよ

う、時間割を配慮する。また、学生の教育

研究の時間を十分に確保するため、他キャ

ンパスの履修希望者に対し、希望に応じて

遠隔授業を実施する。 
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１つのキャンパスで学びを完結することに

なるが、万一、他キャンパスの授業を履修

する場合には適切な配慮を行う。授業は、

基本的には対面により実施するため、授業

を実施する他のキャンパスに所属する学生

が当該授業を履修する場合には、学生が授

業を実施するキャンパスに移動して履修で

きるよう、時間割を配慮する。  

また、学生の教育研究の時間を十分に確

保するため、他キャンパスの履修希望者に

対し、希望に応じて遠隔授業を実施する。 

これらの対応により、学生は各キャンパス

で支障なく授業を履修し、教員から研究指

導を受け、研究活動を行うことができる。 

 

（設置趣旨（本文）－143 ページ～） 

電気電子系専攻 
工学研究科電気電子系専攻においては、

中百舌鳥キャンパスに集約する 2023 年度末

までの間、大学院生が所属する研究グルー

プ及び指導教員の配置に応じて杉本キャン

パスと中百舌鳥キャンパスに分かれて教育

研究を実施する。 

当該専攻の杉本キャンパスの収容定員は

26 名、中百舌鳥キャンパスの収容定員は 79

名である。いずれのキャンパスも十分な収

容定員を確保する。 

専任教員の配置については、杉本キャン

パスには 6 名（うち教授 2 名、准教授 3

名）、中百舌鳥キャンパスには 18 名（うち

教授 7 名、准教授 7 名）を配置する。 

大学院生の研究室の配属については、出

願時に希望する指導教員を記載させ、その

希望に基づき、合格発表後に所属研究室を

決定する。学生はそれぞれの分野に対応し

たキャンパスの研究室に配属され、所属の

分野及び研究室に応じたキャンパスで実施

される授業を主に履修する。基本的に１つ

のキャンパスで学びを完結することになる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（140 ページ～） 
電気電子系専攻 

工学研究科電気電子系専攻においては、

教員が所属する研究室に応じて杉本キャン

パス又は中百舌鳥キャンパスで教育研究を

実施する。当該専攻の杉本キャンパスの収

容定員は 26 名、中百舌鳥キャンパスの収

容定員は 79 名である。いずれのキャンパ

スも十分な収容定員を確保する。  

杉本キャンパスの専任教員は 6 名、中百

舌鳥キャンパスの専任教員は 18 名の専任教

員を配置する。それぞれのキャンパスの教

育研究は、教員が所属する研究室に応じて

杉本キャンパスと中百舌鳥キャンパスで分

かれて実施する。授業については、基本的

には対面により実施するため、授業を実施

する他のキャンパスに所属する学生が当該

授業を履修する場合には、学生が授業を実

施するキャンパスに移動して履修できるよ

う、時間割を配慮する。また、学生の教育

研究の時間を十分に確保するため、他キャ

ンパスの履修希望者に対し、希望に応じて

遠隔授業を実施する。 
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が、万一、他キャンパスの授業を履修する

場合には適切な配慮を行う。授業は、基本

的には対面により実施するため、授業を実

施する他のキャンパスに所属する学生が当

該授業を履修する場合には、学生が授業を

実施するキャンパスに移動して履修できる

よう、時間割を配慮する。  

また、学生の教育研究の時間を十分に確

保するため、他キャンパスの履修希望者に

対し、希望に応じて遠隔授業を実施する。 

これらの対応により、学生は各キャンパス

で支障なく授業を履修し、教員から研究指

導を受け、研究活動を行うことができる。 

  

（設置趣旨（本文）－144 ページ～） 
物質化学生命系専攻 

工学研究科物質化学生命系専攻において

は、中百舌鳥キャンパスに集約する 2026 年

度末までの間、大学院生が所属する研究グ

ループ及び指導教員の配置に応じて杉本キ

ャンパスと中百舌鳥キャンパスに分かれて

教育研究を実施する。 

当該専攻の杉本キャンパスの収容定員は

84 名、中百舌鳥キャンパスの収容定員は

263 名である。 

当該専攻は、分野別の履修制度を設けて

おり、応用化学分野、化学工学分野及びマ

テリアル工学分野の学生は中百舌鳥キャン

パスで、化学バイオ工学分野の学生は杉本

キャンパスで教育研究を行い、学生及び教

員が２校地間を移動する必要のない教育課

程を編成する。 

専任教員の配置については、杉本キャン

パスには 19 名（うち教授 12 名、准教授 5

名）、中百舌鳥キャンパスには 62 名（うち

教授 22 名、准教授 28 名）を配置する。 

大学院生の研究室の配属については、出願

時に希望する指導教員を記載させ、その希

望に基づき、合格発表後に所属研究室を決

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（140 ページ～） 
物質化学生命系専攻 

工学研究科物質化学生命系専攻において

は、教員が所属する研究室に応じて杉本キ

ャンパス又は中百舌鳥キャンパスで教育研

究を実施する。当該専攻の杉本キャンパス

の収容定員は 84 名、中百舌鳥キャンパスの

収容定員は 263 名である。いずれのキャン

パスも十分な収容定員を確保する。 

杉本キャンパスの専任教員は 19 名、中百

舌鳥キャンパスの専任教員は 63 名の専任教

員を配置する。それぞれのキャンパスの教

育研究は、教員が所属する研究室に応じて

杉本キャンパスと中百舌鳥キャンパスで分

かれて実施する。授業については、基本的

には対面により実施するため、授業を実施

する他のキャンパスに所属する学生が当該

授業を履修する場合には、学生が授業を実

施するキャンパスに移動して履修できるよ

う、時間割を配慮する。また、学生の教育

研究の時間を十分に確保するため、他キャ

ンパスの履修希望者に対し、希望に応じて

遠隔授業を実施する。 

 

（後略） 
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定する。学生はそれぞれの分野に対応した

キャンパスの研究室に配属され、所属の分

野及び研究室に応じたキャンパスで実施さ

れる授業を主に履修する。基本的に１つの

キャンパスで学びを完結することになる

が、万一、他キャンパスの授業を履修する

場合には適切な配慮を行う。授業は、基本

的には対面により実施するため、授業を実

施する他のキャンパスに所属する学生が当

該授業を履修する場合には、学生が授業を

実施するキャンパスに移動して履修できる

よう、時間割を配慮する。  

また、学生の教育研究の時間を十分に確

保するため、他キャンパスの履修希望者に

対し、希望に応じて遠隔授業を実施する。 

これらの対応により、学生は各キャンパス

で支障なく授業を履修し、教員から研究指

導を受け、研究活動を行うことができる。 

 

（後略） 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－46 ページ） 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合 

（中略） 

本研究科においては、研究指導教員の教

育研究拠点であるキャンパスにて学生は教

育研究を実施する。そのため、先進ケア科

学領域の学生は阿倍野キャンパス、実践看

護科学領域の学生は羽曳野キャンパスに所

属する。 

本研究科の阿倍野キャンパスの収容定員

は 42 名、羽曳野キャンパスの収容定員は

88 名である。いずれのキャンパスでも学生

の研究活動に必要な自習室、情報処理室、

実験室を整備し、教育活動に必要な講義

室、演習室などのスペースを確保してお

（45 ページ～） 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合 

（中略） 

本研究科においては、阿倍野キャンパ

ス、羽曳野キャンパス、2 校地で教育する

ため、教員が所属する研究室に応じて各キ

ャンパスで教育研究を実施する。本研究科

の阿倍野キャンパスの収容定員は 42 名、羽

曳野キャンパスの収容定員は 88 名である。

いずれのキャンパスでも研究活動が行える

自習室、実験室、教育のための講義室、演

習室などのスペースを確保し、必要に応じ

て各キャンパスを活用して、教育研究活動

の環境を整備する。キャンパス移動後に単

位未修得の授業科目を履修する者、他キャ
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り、指導教員と同じキャンパスにてタイム

リーに必要な指導が受けられる体制を構築

する。 

両キャンパスにおける大学院生が使用する

研究室の確保状況については、８．施設、

設備等の整備計画 イ．校舎等施設の設備

計画に記載のとおりである。 

他キャンパスの授業科目の履修を希望す

る者に対しては、基本的には対面授業を実

施するため、学生が授業実施キャンパスに

移動することを原則とするが、履修希望者

の人数や履修登録状況に応じて、教員が学

生の所属するキャンパスに移動して授業を

行うことや、オンライン授業またはオンラ

イン・対面併用型授業を実施するなど、学

生の履修に配慮するものとする。 

阿倍野キャンパスには 22 名、羽曳野キャ

ンパスには 43 名の専任教員を配置してい

る。（参考：資料 12「2 以上の校地において

教育研究を行う場合のそれぞれの校地ごと

の教員の勤務状況」） 

それぞれのキャンパスの教育研究は原

則、キャンパスを移動することなく当該キ

ャンパスで実施することとしており、学生

および教員の移動に関する負担は少ない。 

学士課程同様に、それぞれのキャンパスに

図書館、自習スペース、保健管理施設を整

備しているほか、学生相談室、履修相談、

健康管理、厚生補導の体制を整備する。 

なお、2025年度には、阿倍野キャンパス

に集約することから、本研究科の全ての学

生が阿倍野キャンパスで授業科目の履修お

よび研究活動を行うことになる。（参考：資

料 11「看護学研究科キャンパスの遷移」） 

 

ンパスの授業科目を自由科目として履修を

希望する者に対しては、基本的には面接に

より授業を実施するため、学生が授業実施

キャンパスに移動することを原則とする

が、履修希望者の人数や履修登録状況に応

じて、教員が学生の所属するキャンパスに

移動して授業を行うことや、メディアを利

用して授業を実施するなど、学生の履修に

配慮するものとする。 

阿倍野キャンパスには 22 名、羽曳野キャ

ンパスには 43 名の専任教員を配置してい

る。それぞれのキャンパスの教育研究は原

則、キャンパスを移動することなく当該キ

ャンパスで実施することとしており、学生

および教員の移動に関する負担は少ない。 

学士課程同様に、それぞれのキャンパス

に図書館、自習スペース、保健管理施設を

整備しているほか、学生相談室、履修相

談、健康管理、厚生補導の体制を整備す

る。 

 なお、2025 年度には、阿倍野キャンパス

に集約することから、本研究科の全ての学

生が阿倍野キャンパスで授業科目の履修お

よび研究活動を行うことになる。（参考：資

料 11「看護学研究科キャンパスの遷移」） 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－49 ページ） （48 ページ～） 
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13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合 

（中略） 

新キャンパス完成（2025 年度）までの

2022 年度、2023 年度、2024 年度において

２校地での教育研究となるが、それぞれに

独立した教員体制と施設を有しており、杉

本キャンパスは 42 名、羽曳野キャンパス

は 14 名の専任教員を配置する。（参考：資

料６「２以上の校地において教育研究を行

う場合のそれぞれの校地ごとの教員配置」） 

大学院生は、指導教員の所属するキャン

パスの研究室に所属するので、大学院生が

研究を行う場所、研究指導を受ける教員は

十分に確保されている。研究室の所属決定

は、出願時に希望する指導教員（研究室）

を記載し、その希望に基づき入学時に所属

決定する。 

また、両キャンパスにおける大学院生が

使用する研究室の確保状況については教育

研究上に問題なく確保できており、その詳

細については８．施設、設備等の整備計画 

イ．校舎等施設の設備計画のとおりであ

る。 

 それぞれのキャンパスの教育研究は、キ

ャンパスを移動することなく当該キャンパ

スで実施することとし、他キャンパスの学

生は遠隔授業で実施することとしており、

学生及び教員の教育研究上の支障及び移動

に関する負担はない。 

 学士課程同様に、それぞれのキャンパス

に図書館、自習スペース、保健管理施設を

整備するほか、学生相談室、履修相談、健

康管理、厚生補導の体制を整備する。 

 なお、2025 年度（令和 7 年度）には、

生活科学研究科生活科学専攻食栄養学コー

スの全ての学生が森之宮キャンパスで授業

科目の履修及び研究活動を行うことにな

る。 

13 2 以上の校地において教育研究を行う

場合 

（中略） 

杉本キャンパスは 42 名、羽曳野キャン

パスは 14 名の専任教員を配置する。それ

ぞれのキャンパスの教育研究は、キャンパ

スを移動することなく当該キャンパスで実

施することとし、他キャンパスの学生は遠

隔授業で実施することとしており、学生及

び教員の移動に関する負担はない。 

 学士課程同様に、それぞれのキャンパス

に図書館、自習スペース、保健管理施設を

整備するほか、学生相談室、履修相談、健

康管理、厚生補導の体制を整備する。 

なお、2025 年度（令和 7 年度）には、生

活科学研究科生活科学専攻食栄養学コース

の全ての学生が森之宮キャンパスで授業科

目の履修及び研究活動を行うことになる。 
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（是正事項）現代システム科学域、情報学研究科 

 

（対応） 

シラバスの作成にあたっては、大阪市立大学、大阪府立大学で公表している各授業科目の

シラバスをベースにするとともに、新たに新大学統一のシラバス記載項目の記載基準を定

め、「出席点」に関する記載をしないよう作成したところではあるが、審査意見に基づき、

現代システム科学域及び情報学研究科のシラバスを改めて検証した結果、以下の「出席」に

係る表現が見受けられたため、修正又は削除した。 

 

８. シラバスについて、いわゆる出席点を評価の対象にしている科目があるが、学修成果

を評価するものとしては不適切であると考えられるため、シラバス全体を検証の上、適切

に修正すること。 

 

「出席」が成績評価の方法

に間接的に影響する場合 

例） 

・成績評価は、試験と課題とする。出席が〇〇に満たないもの

は、試験を受けることができない。 

 

 

「出席」が成績評価を行う

最低条件としている場合 

例） 

①欠席が〇〇回以上（出席が〇〇に満たない）ものについて

は、評価をしません 

②出席（欠席）〇〇以上（以内）を評価対象の基準とします。 

 

 

「出席」が成績評価に影響

する場合 

例） 

①欠席の回数が、〇〇回以上となった時点で不可（不合格）と

なります。 

②出席が〇〇に満たない場合は、単位修得することができな

い。 

③成績が C(合格)となるための目安としては、〇〇割の出席と

レポート提出が必要です。 

④欠席が〇〇回以上になったものは、来年度再履修とする。 

 

 

「出席」が成績評価の方法

とされている場合 

例） 

①成績の評価方法は、授業の取り組み姿勢と試験による判断と

する。授業の取り組み姿勢は、基本的には出席で評価する。 

②成績評価には、出席・取り組み状況・発表に関する評価を用

いる。 

 

「平常点」を評価対象とし

ている場合 

例） 

・演習と課題と平常点により総合的に評価する。 

 

 

51



 

・修正したシラバスは、以下のとおり。 

 

【現代システム科学域】 

知識情報システム学類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境社会システム学類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育福祉学類 

授業科目名 

情報セキュリティ 

知識情報システム学演習 3 

知識情報システム学演習 4 

生産システム科学 

生産科学 

情報検索システム論 

SDGs 演習（生産システム科学） 

授業科目名 

環境哲学・倫理学 

社会学 

地域・都市環境学 

公衆衛生学 

食品安全論 

景観計画学 

防災・安全科学 

環境共生科学演習 1 

環境共生科学演習 2 

環境共生科学演習 3 

文化の社会学 

環境哲学と現代社会 

日本の歴史環境 

授業科目名 

社会福祉原論 

ソーシャルワーク概論 

社会学 

コラボレーション論 

社会調査論 
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心理学類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

教育福祉の諸問題 A（貧困と社会） 

教育福祉の諸問題 B（性と人権） 

教育福祉と健康 

障害者福祉論 

社会福祉運営論 

地域福祉論 A 

地域福祉論 B 

医療福祉論 

高齢者福祉論 

セルフヘルプ・グループ論 

共生の思想と歴史 

教育福祉フィールドワーク 1 

教育福祉フィールドワーク 2 

教育福祉フィールドワーク 3 

ソーシャルワーク論 B 

コミュニティとソーシャルワーク 

相談援助演習 

社会福祉実習 1 

社会福祉実習指導 1 

社会福祉実習 2 

社会福祉実習指導 2 

生涯スポーツ指導 

SDGs 演習（コラボレーション） 

授業科目名 

産業・組織心理学 

社会・集団・家族心理学 

心理検査法（心理的アセスメント） 

感情・人格心理学 

心理学基礎実験 

心理学特殊実験 1 

心理学特殊実験 2 

心理演習 1 

心理演習 2 
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【情報学研究科】 

基幹情報学専攻（博士前期課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学際情報学専攻（博士前期課程）  

 

 

 

 

 

 

 基幹情報学専攻（博士後期課程） 

 

 

 

 

 学際情報学専攻（博士後期課程） 

 

 

  

授業科目名 

プログラミング演習（機械学習演習） 

先端ソフトフェア環境構築実践 

基幹情報学セミナー 

社会情報学 

ヒューマンコンピュータインタラクション 

言語情報学 

画像情報学 

情報プラットフォーム構成論 

ネットワークシステム設計論 

授業科目名 

情報検索システム特論 

生産科学特論 

生産システム科学特論 

授業科目名 

該当なし 

授業科目名 

該当なし 
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（改善事項） 

 

（対応） 

新大学における「自由科目」の設定は、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引」

（※）に基づいて、卒業要件単位数には含めない科目としている。 

なお、他学部履修については、学生の履修意欲に配慮し、学部等・研究科等の協議により

受け入れを決定することになる。 

 

（※）「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引」P.72 

「自由科目」・・・単位認定できるが卒業要件に算入しない科目。 

 

 

 

  

９. 他学部の科目の履修とされている「自由科目」について、卒業要件単位数に含めない

科目として設定されているのかどうかを説明すること。 
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（改善事項）現代システム科学域、文学部、生活科学部 

 

（対応） 

 入学者選抜において、「国際バカロレア」を設定している現代システム科学域、文学部、

生活科学部について、定員設定の考え方や学生確保の見通しをこれまでの大阪市立大学・大

阪府立大学の前身となる学域・学部の実績を含め、説明する。 

また、定員設定については、国際バカロレア入試を国の補助金により調査している大学、

複数の国際バカロレア認定校へのヒアリング及びアンケート調査及びこれまでの受入れ実績

を踏まえて決定した経緯を説明する。 

なお、上記ヒアリング及びアンケート調査の結果については、別添の資料１「国際バカロレ

ア認定校へのヒアリング、アンケート調査の結果まとめ」のとおりである。 

 

＜現代システム科学域＞ 

 現代システム科学域では、2022年度入試より国際バカロレア特別選抜を導入する。本入

試は、一般的に他大学で実施されているような、国際バカロレア資格取得者または取得見込

みの者だけではなく、国際バカロレア認定校において 2 年間のディプロマ・プログラム及び

CAS (Creativity, Activity, Service)を修了した者または修了見込みの者についても出願

を受け入れる。これは、国際バカロレアのディプロマ・プログラムが目指す「探求心をもっ

て主体的に学び、信念をもって物事に挑戦し、世界的に活躍する人材を育成する」という教

育理念が、本学域のアドミッション・ポリシーとして求めている「思考力・判断力・表現

力」や「社会の諸問題への関心」を持つ学生像と一致していること、さらに本学域に導入す

る課題解決型の PBL (Project-Based-Learning)プログラムや未来デザインコース(FDC)での

学習が、国際バカロレアのディプロマ・プログラムを修了した学生にとって、その能力を発

揮するにふさわしい場となると考えたためであり、バカロレア教育を受けた学生の一定数の

入学受け入れは、入学後の他の学生への刺激・影響も考慮すれば、現代システム科学域によ

る学びをより深く享受し合えるものとして、強く受入れの意志を示すべきであると判断して

いる。 

国際バカロレア資格を取得するためには、EE (Extended Essay)と TOK (Theory of 

Knowledge)によって決まるボーナスポイントが必要であるが、国際バカロレア志願者の約

30%（2018年で 29.77%）がボーナスポイントで 0 点となっており、国際バカロレア資格取得

を前提とした国内の大学入試への出願資格がないのが現状である。本学域では、国際バカロ

レア資格を取得するに至らなかった場合でも、2 年間のディプロマ・プログラムでの学習と

CAS を修了した学生には、本学域での学習を遂行する能力があると判断し、上記のような受

験資格を設定した。 

定員設定及び定員数 5 名を妥当とするに当たっては、①文部科学省の大学教育再生加速プ

ログラム（AP）補助金により「国際バカロレア入試調査研究」を実施し自らも国際バカロレ

ア入試の推進に努めている岡山大学への取材調査、②複数のバカロレア校への訪問及び

10. 学域や学部の入学者選抜において、「国際バカロレア」が設定されているが、定員設

定の考え方や学生確保の見通しについて、これまでの実績を含め、説明すること。 
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ZOOM 会議による調査、③バカロレア校へのアンケート、④大阪府立大学現代システム科学

域におけるバカロレア校からの学生（当該学生は、国際バカロレア入試ではなく学校推薦、

一般入試により入学した学生）へのこれまでの指導実績の許容力を考慮し、入学定員及び受

験資格に関する検討を重ね結論に至った。 

 

具体的には、次のような経緯によって決定したものである。 

 

（１）定員設定の根拠 

① 岡山大学における国内外のバカロレア校調査によると、多くの大学が特別選抜による国

際バカロレア入試について、募集人員を「若干名」とし、実際には 1 名程度、或いは採用

ゼロもあり、バカロレア校側としては、明確な受験指導が難しい。はっきりと入学定員を

示す或いは若干名というのが確実に複数名を採用するものであることを示さず友好的

（「IB フレンドリー」）でないという不満があり、バカロレア校からの国公立大学の国際

バカロレア入試の欠点であると指摘されている事実をアドバイスされた。 

 

② 取材をしたバカロレア校からの意見によると、私立大学を中心に確実に多人数のバカロ

レア校からの学生の受入れが進んできてはいるが、国公立大学ではいまだ多くの大学が

IB ディプロマ資格含む複数要件からの採用若しくは IB ディプロマ資格のみの場合には若

干名採用としており、海外の大学であれば入学に十分なスコアと判断される生徒でも、不

採用となるなど合格者が読めないとの意見であった。 

 

③ 入学定員を設定することについての、特記すべきバカロレア校へのアンケートでは次の

ような意見を聴取した。 

 

・ 入学受入れの意志を感じる。バカロレア生は、地方の公立高校で、海外の大学に進学希

望をする生徒は少なく、多くの生徒は国内大学への進学を希望していることから、国際バ

カロレアの教育理念や DP の魅力、DP を受講することの意義を十分理解していても、進学

に不安を感じている方は多い。 

・ 今後、地方の公立高校がバカロレアの認定を目指す点において、新大学が試みようとし

ていることは、一筋の光のようで大変ありがたい思い。 

・ 国際バカロレアの教育をしっかり受けていても評価してくれる日本の大学が少ないの

で、このような形で機会を提供してくれるのは非常に良い。 

・ 国際バカロレアのディプロマを目指す生徒多数が国内の国立・公立大学への進学志向を

持っているが、国際バカロレアの学びで修得した知見や技能を評価して入学を許可しても

らえる制度がある大学が少ないのが現状。5 名の枠がある特別選抜の設定は、ディプロマ

を持つ生徒の進路保障において非常に良い。 

以上の点から、現代システム科学域における国際バカロレア入試計画に際し、少なくとも

不特定数の募集では、バカロレア教育を実施した学校からの受入れ意思についての信頼は得

られないとし定員数の設定は必須であると判断した。 
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（２）5 名の定員設定を妥当とした根拠 

① 岡山大学によれば、バカロレア校調査の結果を踏まえ、岡山大学における各学部のバカ

ロレア入試入学定員は、「若干名」から入学定員枠の設定へと改革が続いているという。

またこれにより、バカロレア校からの信頼が増し、生徒からの問い合わせも多くなってい

るという。他方、学部により対応はまちまちであり、医学部医学科５名、医学部保健学科

3 名、教育学部 3 名、文学部・法学部・経済学部・歯学部・薬学部創薬科学科・農学部で

2 名、その他若干名としており、依然慎重に受け入れを取り扱う学部もあるが、将来目標

である全学生の入学定員の５％（120 人）に向けて課題を解決し努力しているという事で

ある。取材では、医学部医学科の国際バカロレア指導教員及び学生にインタビューを行っ

たが、医学部医学科の入学定員の計画は慎重に扱うとしつつも、入学定員 114 人に対して

1 学年 10%程度の 10 人のバカロレア生の在籍が、よりクリティカルなクラス経営を可能に

するのではないかという、極めて興味深い発言を得た。 

 

② 取材をしたいくつかのバカロレア校からの説明によると、バカロレア校の学生のクラス

学生数は、現状 10～12人が多く、この人数の中で IB ディプロマプログラムの教育を受け

てきたところから、大学におけるグループ分け教育が行われているとすれば、バカロレア

生がよりパフォーマンスを発揮して他の学生への刺激ともなるのであれば、こうした少人

数クラスに 1 人ずつ国際バカロレアの教育を受けた学生が入ることで良い刺激になること

が期待できるのではないかという提言を受け、学域募集 60 名のうち 5 名がバカロレア校

からの学生であることも、生徒たちに対しての説明が行いやすいという評価であった。 

 

③ 入学定員を 5 人と設定することについての、バカロレア校へのアンケートの内容は、

（１）に述べたとおりであり、バカロレア校からの理解が得られている。なお、入学希望

見込みを 確認すると、近畿地区のバカロレア校だけで、入学定員 5 名に対して 20 名程

度の受験希望は出るであろうとバカロレア校からの取材で確認できた。 

 

④ 現在、大阪府立大学現代システム科学域には、例年コンスタントに、IB ディプロマを

計画、実施に移した高等学校から学生が入学している（2012 年～2020 年において、平均

1.9 名）。なお、当該学生は、国際バカロレア入試ではなく学校推薦、一般入試により入

学したものであり、フルディプロマではないが、何らかの形で国際バカロレアの教育を受

けて現代システム科学域に入学している。現代システム科学域の教育は、テーマ、課題ご

とに少人数授業やゼミが実施されており、バカロレア校からの学生の学修態度や授業参加

の状況は各教員が把握しており、一定の高い評価を示している。現在は、例年 2 名ないし

3 名の入学者がコンスタントに入学しているが、改めて、IB ディプロマプログラムの教育

を受けた学生の受入れを計画した場合に、これまでの指導実績の許容力を考慮すれば、毎

年 5 名の学生を指導することに関しては、支障がないという学域内の関係教員の合意を得

ている。 

国際バカロレア入試により入学した学域単位入学生は、2 年次から各学類に所属するこ

ととなるが、いずれの学類においてもバカロレア生を受け入れ、活躍してもらいたいとい
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う意向がある。学生は各自の意思で学類を選択するため偏りが生じるのは必然であるとし

ても、できるだけバカロレア生が在籍しない学類を生じさせないためには、国際バカロレ

ア入試の第一歩として、少なくとも 5 名は入学させたいと考えている。 

 

（新旧対照表） 

現代システム科学域 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

１ 入学者選抜の概要 

 
（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－59 ページ～） 

エ 多様な学生の受入 

本学域は、設置目的からして文理の区別

なく融合領域での学びを目指しており、非

常に多様な学生を受け入れるべく、さまざ

まな選抜を行う。まず、一般前期では、150

名を学類単位で、20 名を学域単位で募集

し、環境社会システム学類は英・国型、

理・数型、心理学類は英・国型、理・数型

で選抜を行う。また学域単位は英・数型、

英・国型、英・小論型、理・数型で選抜を

行う。一般後期では、学域単位のみで 35 名

募集する。さらに、学校推薦型以外にも、

総合型、社会人 （家事従事者を含む、社会

で自立した経験を 4 年以上有する者）、外国

人留学生、帰国生徒、国際バカロレア、ユ

ネスコスクール、SSH（スーパー・サイエン

ス・ハイスクール）など多様な特別選抜を

実施する。 

現代システム科学域では、2022 年度入試

より国際バカロレア特別選抜を導入する。

本入試は、一般的に他大学で実施されてい

るような、国際バカロレア資格取得者また

は取得見込みの者だけではなく、国際バカ

ロレア認定校において 2 年間のディプロ

マ・プログラム及び CAS (Creativity, 

Activity, Service)を修了した者または修

了見込みの者についても出願を受け入れ

１ 入学者選抜の概要 

 
（中略） 

 

（37 ページ～） 

ウ 多様な学生の受入 

本学域は、設置目的からして文理の区別

なく融合領域での学びを目指しており、非

常に多様な学生を受け入れるべく、さまざ

まな選抜を行う。まず、一般前期では、150

名を学類単位で、20 名を学域単位で募集

し、環境社会システム学類は英・国型、

理・数型、心理学類は英・国型、理・数型

で選抜を行う。また学域単位は英・数型、

英・国型、英・小論型、理・数型で選抜を

行う。一般後期では、学域単位のみで 35 名

募集する。さらに、学校推薦型以外にも、

総合型、社会人 （家事従事者を含む、社会

で自立した経験を 4 年以上有する者）、外国

人留学生、帰国生徒、国際バカロレア、ユ

ネスコスクール、SSH（スーパー・サイエン

ス・ハイスクール）など多様な特別選抜を

実施する。 

（後略） 
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る。これは、国際バカロレアのディプロ

マ・プログラムが目指す「探求心をもって

主体的に学び、信念をもって物事に挑戦

し、世界的に活躍する人材を育成する」と

いう教育理念が、本学域のアドミッショ

ン・ポリシーとして求めている「思考力・

判断力・表現力」や「社会の諸問題への関

心」を持つ学生像と一致していること、さ

らに本学域に導入する課題解決型の PBL 

(Project-Based-Learning)プログラムや未

来デザインコース(FDC)での学習が、国際バ

カロレアのディプロマ・プログラムを修了

した学生にとって、その能力を発揮するに

ふさわしい場となると考えたためであり、

バカロレア教育を受けた学生の一定数の入

学受け入れは、入学後の他の学生への刺

激・影響も考慮すれば、現代システム科学

域による学びをより深く享受し合えるもの

として、強く受入れの意志を示すべきであ

ると判断している。 

国際バカロレア資格を取得するために

は、EE (Extended Essay)と TOK (Theory 

of Knowledge)によって決まるボーナスポイ

ントが必要であるが、国際バカロレア志願

者の約 30%（2018 年で 29.77%）がボーナス

ポイントで 0 点となっており、国際バカロ

レア資格取得を前提とした国内の大学入試

への出願資格がないのが現状である。本学

域では、国際バカロレア資格を取得するに

至らなかった場合でも、2 年間のディプロ

マ・プログラムでの学習と CAS を修了した

学生には、本学域での学習を遂行する能力

があると判断し、上記のような受験資格を

設定した。 

定員設定及び定員数 5 名を妥当とするに

当たっては、①文部科学省の大学教育再生

加速プログラム（AP）補助金により「国際

バカロレア入試調査研究」を実施し自らも

国際バカロレア入試の推進に努めている岡
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山大学への取材調査、②複数のバカロレア

校への訪問及び ZOOM 会議による調査、③バ

カロレア校へのアンケート、④大阪府立大

学現代システム科学域におけるバカロレア

校からの学生（当該学生は、国際バカロレ

ア入試ではなく学校推薦、一般入試により

入学した学生）へのこれまでの指導実績の

許容力を考慮し、入学定員及び受験資格に

関する検討を重ね結論に至った。 

 

具体的には、次のような経緯によって決

定したものである。 

 

（１）定員設定の根拠 

① 岡山大学における国内外のバカロレア

校調査によると、多くの大学が特別選抜

による国際バカロレア入試について、募

集人員を「若干名」とし、実際には 1 名

程度、或いは採用ゼロもあり、バカロレ

ア校側としては、明確な受験指導が難し

い。はっきりと入学定員を示す或いは若

干名というのが確実に複数名を採用する

ものであることを示さず友好的（「IB フ

レンドリー」）でないという不満があり、

バカロレア校からの国公立大学の国際バ

カロレア入試の欠点であると指摘されて

いる事実をアドバイスされた。 

 

② 取材をしたバカロレア校からの意見に

よると、私立大学を中心に確実に多人数

のバカロレア校からの学生の受入れが進

んできてはいるが、国公立大学ではいま

だ多くの大学が IB ディプロマ資格含む複

数要件からの採用若しくは IB ディプロマ

資格のみの場合には若干名採用としてお

り、海外の大学であれば入学に十分なス

コアと判断される生徒でも、不採用とな

るなど合格者が読めないとの意見であっ

た。 
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③ 入学定員を設定することについての、

特記すべきバカロレア校へのアンケート

では次のような意見を聴取した。 

 

・ 入学受入れの意志を感じる。バカロレア

生は、地方の公立高校で、海外の大学に

進学希望をする生徒は少なく、多くの生

徒は国内大学への進学を希望しているこ

とから、国際バカロレアの教育理念や DP

の魅力、DP を受講することの意義を十分

理解していても、進学に不安を感じてい

る方は多い。 

・ 今後、地方の公立高校がバカロレアの認

定を目指す点において、新大学が試みよ

うとしていることは、一筋の光のようで

大変ありがたい思い。 

・ 国際バカロレアの教育をしっかり受けて

いても評価してくれる日本の大学が少な

いので、このような形で機会を提供して

くれるのは非常に良い。 

・ 国際バカロレアのディプロマを目指す生

徒多数が国内の国立・公立大学への進学

志向を持っているが、国際バカロレアの

学びで修得した知見や技能を評価して入

学を許可してもらえる制度がある大学が

少ないのが現状。5 名の枠がある特別選

抜の設定は、ディプロマを持つ生徒の進

路保障において非常に良い。 

 

以上の点から、現代システム科学域にお

ける国際バカロレア入試計画に際し、少な

くとも不特定数の募集では、バカロレア教

育を実施した学校からの受入れ意思につい

ての信頼は得られないとし定員数の設定は

必須であると判断した。 

 

（２）5 名の定員設定を妥当とした根拠 
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① 岡山大学によれば、バカロレア校調査

の結果を踏まえ、岡山大学における各学

部のバカロレア入試入学定員は、「若干

名」から入学定員枠の設定へと改革が続

いているという。またこれにより、バカ

ロレア校からの信頼が増し、生徒からの

問い合わせも多くなっているという。他

方、学部により対応はまちまちであり、

医学部医学科５名、医学部保健学科 3

名、教育学部 3 名、文学部・法学部・経

済学部・歯学部・薬学部創薬科学科・農

学部で 2 名、その他若干名としており、

依然慎重に受け入れを取り扱う学部もあ

るが、将来目標である全学生の入学定員

の５％（120 人）に向けて課題を解決し

努力しているという事である。取材で

は、医学部医学科の国際バカロレア指導

教員及び学生にインタビューを行った

が、医学部医学科の入学定員の計画は慎

重に扱うとしつつも、入学定員 114 人に

対して 1 学年 10%程度の 10 人のバカロレ

ア生の在籍が、よりクリティカルなクラ

ス経営を可能にするのではないかとい

う、極めて興味深い発言を得た。 

 

② 取材をしたいくつかのバカロレア校か

らの説明によると、バカロレア校の学生

のクラス学生数は、現状 10～12 人が多

く、この人数の中で IB ディプロマプログ

ラムの教育を受けてきたところから、大

学におけるグループ分け教育が行われて

いるとすれば、バカロレア生がよりパフ

ォーマンスを発揮して他の学生への刺激

ともなるのであれば、こうした少人数ク

ラスに 1 人ずつ国際バカロレアの教育を

受けた学生が入ることで良い刺激になる

ことが期待できるのではないかという提

言を受け、学域募集 60 名のうち 5 名がバ

カロレア校からの学生であることも、生
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徒たちに対しての説明が行いやすいとい

う評価であった。 

 

③ 入学定員を 5 人と設定することについ

ての、バカロレア校へのアンケートの内

容は、（１）に述べたとおりであり、バカ

ロレア校からの理解が得られている。な

お、入学希望見込みを 確認すると、近

畿地区のバカロレア校だけで、入学定員

5 名に対して 20 名程度の受験希望は出る

であろうとバカロレア校からの取材で確

認できた。 

 

④ 現在、大阪府立大学現代システム科学

域には、例年コンスタントに、IB ディプ

ロマプログラムを計画、実施に移した高

等学校から学生が入学している（2012 年

～2020 年において、平均 1.9 名）。な

お、当該学生は、国際バカロレア入試で

はなく学校推薦、一般入試により入学し

たものであり、フルディプロマではない

が、何らかの形で国際バカロレア教育を

受けて現代システム科学域に入学してい

る。現代システム科学域の教育は、テー

マ、課題ごとに少人数授業やゼミが実施

されており、バカロレア校からの学生の

学修態度や授業参加の状況は各教員が把

握しており、一定の高い評価を示してい

る。現在は、例年 2 名ないし 3 名の入学

者がコンスタントに入学しているが、改

めて、IB ディプロマプログラムの教育を

受けた学生の受入れを計画した場合に、

これまでの指導実績の許容力を考慮すれ

ば、毎年 5 名の学生を指導することに関

しては、支障がないという学域内の関係

教員の合意を得ている。 

  

国際バカロレア入試により入学した学域

単位入学生は、2 年次から各学類に所属す

64



 

＜文学部＞ 

国際バカロレア特別選抜の入試は、前期日程に先立つ 11 月に実施することから、定員を

定めた相対評価ではなく、適性を絶対評価で確認して入学許可の是非を検討するため、定員

は「若干名」とした。また、大阪市立大学文学部では、国際バカロレア課程をもつ持つ高校

に、教職員が定期的に訪問して入試説明会を実施してきた結果、以下のとおり着実に実績を

上げている。 

 

 【文学部・国際バカロレア特別選抜の入試の状況】 

年度 受験者数 合格者数 入学者数 

2021 年度 ４ ２ １ 

2020 年度 ２ １ １ 

2019 年度 １ １ １ 

 

実際に、対象校の生徒が当該説明会に出席して本学を志望し、入学するという流れができ

つつある。 

これらのことから、文学部における国際バカロレア特別選抜の定員を開学時において「若

干名」としていることは妥当と考えているが、他方、バカロレア校側からの要請や今後のさ

らなる定着性に応じて、入学定員についての検討の考えは有している。 

 

（新旧対照表） 

文学部 設置の趣旨等を記載した書類 

ることとなるが、いずれの学類においても

バカロレア生を受け入れ、活躍してもらい

たいという意向がある。学生は各自の意思

で学類を選択するため偏りが生じるのは必

然であるとしても、できるだけバカロレア

生が在籍しない学類を生じさせないために

は、国際バカロレア入試の第一歩として、

少なくとも 5 名は入学させたいと考えてい

る。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－45 ページ～） 

イ 入学者選抜の方法と体制 

 文学部では、以下の一般選抜（前期日

程・後期日程）と特別選抜（国際バカロレ

ア・帰国生徒・私費外国人留学生）に区分

して入学者選抜を実施し、学修成果や能

（43 ページ～） 

イ 入学者選抜の方法と体制 

 文学部では、以下の一般選抜（前期日

程・後期日程）と特別選抜（国際バカロレ

ア・帰国生徒・私費外国人留学生）に区分

して入学者選抜を実施し、学修成果や能
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力・適性を、以下のような教科科目等で評

価する。また、３年次編入学については、

編入学・学士入学（３年次）選抜、外国人

留学生学士入学（３年次） 選抜を別途行

う。 

一般選抜の定員は、前期日程 125 名、後

期日程 30 名とし、特別選抜の定員は、帰国

生徒特別選抜は 5 名、国際バカロレア特別

選抜・私費外国人留学生特別選抜は、若干

名とする。  

11 月に実施する国際バカロレア特別選抜

については、定員を定めた相対評価ではな

く、受験生の適性を絶対評価で確認して入

学許可の是非を検討するため、定員は「若

干名」としている。 

 また、大阪市立大学文学部における、こ

こ数年の国際バカロレア特別選抜の実績は

以下のとおりであり、着実に実績を上げて

いる。 

 

【文学部・国際バカロレア特別選抜の入試

の状況】 

年度 受験者数 合格者数 入学者数 

2021 年度 ４ ２ １ 

2020 年度 ２ １ １ 

2019 年度 １ １ １ 

 

 さらに、大阪市立大学文学部では、国際

バカロレア課程を持つ高校に、教職員が定

期的に訪問して入試説明会を実施してき

た。実際に、この説明会に出席した生徒

が、大阪市立大学文学部を志望し、入学す

るという流れができつつある。この傾向を

継承することにより、文学部における国際

バカロレア特別選抜の学生確保が着実にな

ると考える。 

それを実現するには、十分な検証時間が

必要であるため、開学時の定員設定は若干

名としていることは妥当と考えているが、

力・適性を、以下のような教科科目等で評

価する。また、３年次編入学については、

編入学・学士入学（３年次）選抜、外国人

留学生学士入学（３年次） 選抜を別途行

う。 

 一般選抜の定員は、前期日程 125 名、後

期日程 30 名とし、特別選抜の定員は、帰国

生徒特別選抜は 5 名、国際バカロレア特別

選抜・私費外国人留学生特別選抜は、若干

名とする。 
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＜生活科学部＞ 

国際バカロレア特別選抜の入試では、定員を定めた相対評価ではなく、適性を絶対評価で

確認して判定を行うことや、大阪市立大学生活科学部におけるこれまでの実績を考慮して、

開学時の定員を「若干名」としていることは妥当と考えているが、他方、バカロレア校側か

らの要請や今後のさらなる定着性に応じて、入学定員についての検討の考えは有している。 

 

（新旧対照表） 

「生活科学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

他方、バカロレア校側からの要請や今後の

さらなる定着性に応じて、入学定員につい

ての検討の考えは有している。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－32 ページ～） 

国際バカロレア特別選抜（募集人員各学

科若干名）：国際バカロレア事務局から国際

バカロレア資格証書を授与された者もしく

は授与される見込みの者を対象に実施す

る。 

 私費外国人留学生特別選抜（募集人員各

学科若干名）：外国人留学生を対象に、日本

留学試験と個別学力検査等による評価を実

施する。 

 国際バカロレア特別選抜における定員は

食栄養学科、居住環境学科、人間福祉学科

とも若干名とし、それぞれの一般選抜募集

人員の内数とする。定員を定めた相対評価

ではなく、小論文と口述試験において受験

生の適性を絶対評価で確認して判定を行う

ため、定員は「若干名」としている。入学

後のカリキュラムは、それまでに一定水準

以上の基礎学力を身につけていることを前

提に展開されており、卒業時の成績等にお

いて、すべての学生が同等の水準に達して

いることが不可欠である。それを実現する

には、十分な検証時間が必要であるため、

当面の間、定員設定は若干名とする。本学

部における教育目標の達成との両立を図り

（28 ページ～） 

国際バカロレア特別選抜（募集人員各学

科若干名）：国際バカロレア事務局から国際

バカロレア資格証書を授与された者もしく

は授与される見込みの者に、筆頭試験（小

論文）と口述試験及び出願書類の内容によ

る評価を実施する。 

 私費外国人留学生特別選抜（募集人員各

学科若干名）：外国人留学生を対象に、日本

留学試験と個別学力検査等による評価を実

施する。 

 国際バカロレア特別選抜、私費外国人留

学生特別選抜の定員は、一般選抜募集人員

の内数とする。 
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ながら、入試の多様化は慎重に進めてい

く。 

 絶対評価により志願者の能力を図り選抜

するため、専門教育の基盤となる科目を指

定科目とし、食栄養学科は 物理（ＨＬ）、

化学（ＨＬ）、生物（ＨＬ）から１科目、居

住環境学科は、物理（ＨＬ）、数学（ＨＬ）

から１科目、人間福祉学科は英語（ＨＬ）

としている。また、個別学力検査等の科目

として、小論文および口述試験を設定し、

入学後の論文作成能力およびコミュニケー

ション力を評価することとしている。合否

判定は、個別学力検査等の成績及び出願書

類の内容を総合して行う。 

 生活科学部では、バカロレア特別選抜を

学校推薦型推薦入試とともに、アドミッシ

ョンポリシーで示す多様な学生を選抜する

枠組みと位置づけている。特にバカロレア

特別選抜は海外での経験あるいは将来国際

的な舞台での活動を希望する学生を確保す

るための選抜方式として設定することとし

た。生活科学部では、国際経済や国際開発

などのテーマとするグローバル経済論や国

際開発学の科目も設定しており、多様な学

生間のダイナミクスに期待している。 

 大阪市立大学生活科学部におけるこれま

での受験者は 1 名であり、合格者はいない

が、今後、国際バカロレア資格取得者の増

加にともなって、本学志望者および合格者

が増えることを想定しており、新大学にお

いても、受け入れるための体制は整えてい

る。 

 今後は、国内においては学校推薦型推薦

入試と合わせてバカロレアの課程を持つ高

校等に対して広報活動を行い、学生確保を

進めることとしている。また、英文 HP 等を

充実させることによって国際的な経験をも

つ学生へのアピールを海外に向けても行っ

ていく。 
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 このようなことから、開学時の定員を

「若干名」としていることは妥当と考えて

いるが、他方、バカロレア校側からの要請

や今後のさらなる定着性に応じて、入学定

員についての検討の考えは有している。 
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（是正事項）全学、現代システム科学域 環境社会システム学類 

 

（対応） 

ご指摘を受けて、教員組織に関して、以下のとおり補足説明し、あわせて設置認可申請書

類のうち「大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類」に以下の新

旧対照表のとおり説明を追加する。 

 

（１）新大学における採用や昇格に係る方針や手続等 

① 人事計画策定会議の設置及び方針・計画の策定 

新大学では、これまで大阪市立大学及び大阪府立大学において実施してきた人事制度を基

に、新大学として教育研究の一層の推進を図ることを目的とした人事制度を整備している。 

新大学における人事制度は、公立大学法人大阪の理事長を議長として、「人事計画策定会

議」を設置し、構成員に副理事長（現在の大阪市立大学長及び大阪府立大学長）、理事長が

指名する役員、法人事務局長等からなる構成員により会議を開催し、法人の中期計画及び戦

略に沿って、新大学における教職員の人事の方針・計画に関する重要事項を審議する体制を

整えている。（別添【資料２】：「公立大学法人大阪 人事計画策定会議規程」） 

この人事計画策定会議では、既に開学に向けた準備期間から運用しており、新大学開学後

を想定した制度として適用している。当該会議では、新大学の人事に関して、各部局とのヒ

アリングを実施して聴取した意見・要望等を踏まえ、新大学全体の戦略に基づき各部局の教

育研究を維持・発展させていくために必要な教員人事の方針や計画を策定するとともに、必

要に応じて柔軟な対応を取ることとしており、適切に運営されている。 

具体的な計画の策定においては、各教育研究組織における退職者の補充、各専門分野の必

要性、職階、年齢構成などのバランスの他、中長期的な視点での若手教員の採用や育成、外

国人や女性研究者の積極的な獲得など各部局の課題と対策を踏まえたものとすることとして

おり、各部局は、この計画に基づき自己都合退職の補充を含め計画的に教員人事を進めるこ

とになる。 

11. 教員組織について、以下の点を説明し、必要に応じて修正すること。 

（１）既設の２つの大学が統合し新大学を設置する計画となっているが、両大学から教員

が移行する教育研究組織もあるため、新大学となった以降も後任補充が円滑に行われるの

かについて、採用や昇格に係る方針や手続等を示し、明確にすること。 

（２）教育研究組織によっては、助教等の職位の若手が少ないため、将来にわたって継続

的に教員組織を維持していけるのかを明確にすること。 

（３）いわゆる一般教養科目である「基幹教育」を担当する教員を含め、担当授業科目数

が過剰な者が見受けられるため、当該教員の研究や教育の質が担保されるのか明確にする

か、必要に応じて修正すること。 

（４）学際的な教育研究を行う現代システム科学域環境社会システム学類については、教

員の流動性が高いことが想定されることから、基盤となる政策科学や社会科学など、ディ

プロマ・ポリシーを踏まえた分野の教員について、若手も含め継続的に確保するための方

針を明確にすること。 
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なお、新大学においては、これまでの二つの大学が有した学生規模の確保及び教育研究体

制の維持が重要であるとして、設立団体である大阪府・大阪市との協議において、両大学の

統合後も現在の教員規模の運営が可能となる運営費交付金と教員定数が維持されることが決

まっており、今後も大阪府と大阪市との協議に基づき決定されることになっている。 

 

② 教員人事の採用・昇格に係る手続 

具体的な教員人事の採用・昇任に係る手続は、法人の教員の人事に関する規程に定めると

おり、人事計画策定会議の下に設置する人事委員会において、前述の人事計画策定会議が定

めた教員人事の方針を踏まえて、各部局からの発議（部局長からの申出）による採用・昇任

に関する事案について、公正を期して適正な選考及び審査を行う。（別添【資料３】：「公立

大学法人大阪 教員の人事に関する規程」） 

選考及び審査の基準は教育研究審議会の審議を経て、学長が定め、具体的な候補者の選考

及び審査は、主に専門分野の研究者による審査会の意見を踏まえ、人事委員会において行

う。 

学長は、人事委員会の選考結果の報告に基づき、理事長に対して採用又は昇任の予定者に

ついて申出を行い、理事長は申出に基づき最終的な採否を決定する。 

このように、新大学の人事制度は、これまでの大阪市立大学と大阪府立大学の制度を踏ま

えた内容で法人制度として統一しており、適切に運用できる体制を整えている。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－27 ページ～） 

〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

（大学・大学院）  

１．教員組織 

各学域・学部・研究科の教育研究を円滑

に推進するために、十分な研究業績と教育

経験を持つ専任教員を適切に配置する。専

任教員は必修科目や選択必修科目などの基

幹科目を担当する。兼担・兼任教員は各教

育研究組織における開講科目の特性を踏ま

え必要に応じて適正な人員を配置する。 

 

（１）新大学における採用や昇格に係る方

針や手続等 

① 人事計画策定会議の設置及び方針・計画

の策定 

新大学では、これまで大阪市立大学及び

大阪府立大学において実施してきた人事制

度を基に、新大学として教育研究の一層の

（20 ページ～） 

〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

（大学・大学院）  

各学域・学部・研究科の教育研究を円滑

に推進するために、十分な研究業績と教育

経験を持つ専任教員を適切に配置する。専

任教員は必修科目や選択必修科目などの基

幹科目を担当する。兼担・兼任教員は各教

育研究組織における開講科目の特性を踏ま

え必要に応じて適正な人員を配置する。 

 

 

71



推進を図ることを目的とした人事制度を整

備している。 

新大学における人事制度は、公立大学法

人大阪の理事長を議長として「人事計画策

定会議」（【資料２】：「公立大学法人大阪 人

事計画策定会議規程」）を設置し、構成員に

副理事長（現在の大阪市立大学長及び大阪

府立大学長）、理事長が指名する役員、法人

事務局長等からなる構成員により会議を開

催し、法人の中期計画及び戦略に沿って、

新大学における教職員の人事の方針・計画

に関する重要事項を審議する体制を整えて

いる。 

この人事計画策定会議では、既に開学に

向けた準備期間から運用しており、新大学

開学後を想定した制度として適用してい

る。当該会議では、新大学の人事に関し

て、各部局とのヒアリングを実施して聴取

した意見・要望等を踏まえ、新大学全体の

戦略に基づき各部局の教育研究を維持・発

展させていくために必要な教員人事の方針

や計画を策定するとともに、必要に応じて

柔軟な対応を取ることとしており、適切に

運営されている。   

具体的な計画の策定においては、各教育

研究組織における退職者の補充、各専門分

野の必要性、職階、年齢構成などのバラン

スの他、中長期的な視点での若手教員の採

用や育成、外国人や女性研究者の積極的な

獲得など各部局の課題と対策を踏まえたも

のとすることとしており、各部局は、この

計画に基づき自己都合退職の補充を含め計

画的に教員人事を進めることになる。 

なお、新大学においては、これまでの二

つの大学が有した学生規模の確保及び教育

研究体制の維持が重要であるとして、設立

団体である大阪府・大阪市との協議におい

て、両大学の統合後も現在の教員規模の運

営が可能となる運営費交付金と教員定数が
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（２）助教等の若手教員の継続的な採用計画と教育組織の維持に関する方策 

 新大学の教員構成は、既存の大阪市立大学と大阪府立大学の教育研究組織を引き継ぐこと

を前提に、必要な教員組織を検討してきた。 

このため、既存の大阪市立大学及び大阪府立大学における助教等については、文系では学

科目制が基本となっていることもあり、教授、准教授を中心とした体制となっている。新大

学の当初の教員構成においても、法学部、経済学部、商学部、文学部等の文系学部において

は、講師以上の教員組織を基本としているものの、完成年度後の定年退職や自己都合退職の

欠員については、計画的に補充することを前提として、前述の人事委員会の方針等を踏ま

維持されることが決まっており、今後も大

阪府と大阪市との協議に基づき決定される

ことになっている。 

 

② 教員人事の採用・昇格に係る手続 

具体的な教員人事の採用・昇任に係る手

続は、「公立大学法人大阪 教員の人事に関

する規程」（【資料３】に定めるとおり、人

事計画策定会議の下に設置する人事委員会

において、前述の人事計画策定会議が定め

た教員人事の方針を踏まえて、各部局から

の発議（部局長からの申出）による採用・

昇任に関する事案について、公正を期して

適正な選考及び審査を行う。 

選考及び審査の基準は教育研究審議会の

審議を経て、学長が定め、具体的な候補者

の選考及び審査は、主に専門分野の研究者

による審査会の意見を踏まえ、人事委員会

において行う。 

学長は、人事委員会の選考結果の報告に

基づき、理事長に対して採用又は昇任の予

定者について申出を行い、理事長は申出に

基づき最終的な採否を決定する。 

このように、新大学の人事制度は、これ

までの大阪市立大学と大阪府立大学の制度

を踏まえた内容で法人制度として統一して

おり、適切に運用できる体制を整えてい

る。 
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え、年齢構成等のバランスを考慮して、組織の若返りやダイバーシティの推進を考慮した教

員採用に努めることにしている。 

一方、理系分野における助教のポストは、これまでもテニュアトラックや卓越研究員の活

用などにより優秀な若手教員の確保を図ってきた。新大学においても、テニュアトラック制

度を継承するとともに、理系分野においても退職者補充等の人事において組織の若返りやダ

イバーシティの推進を考慮した教員採用に努めることにしている。 

これらの体制整備により、新大学の各部局の教育研究組織については、将来にわたって継続

的に教員組織を維持していくことが可能となっている。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

（大学・大学院）  

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）－28 ページ～） 

 

（２）助教等の若手教員の継続的な採用計

画と教育組織の維持に関する方策 

 新大学の教員構成は、既存の大阪市立大

学と大阪府立大学の教育研究組織を引き継

ぐことを前提に、必要な教員組織を検討し

てきた。 

このため、既存の大阪市立大学及び大阪

府立大学における助教等については、文系

では教授、准教授を中心とした体制となっ

ている。新大学の当初の教員構成において

も、法学部、経済学部、商学部、文学部等

の文系学部においては、講師以上の教員組

織を基本としているものの、完成年度後の

定年退職や自己都合退職の欠員について

は、計画的に補充することを前提として、

前述の人事委員会の方針等を踏まえ、年齢

構成等のバランスを考慮して、組織の若返

りやダイバーシティの推進を考慮した教員

採用に努めることにしている。 

一方、理系分野における助教のポスト

は、これまでもテニュアトラックや卓越研

究員の活用などにより優秀な若手教員の確

保を図ってきた。新大学においても、テニ

ュアトラック制度を継承するとともに、理

系分野においても退職者補充等の人事にお

いて組織の若返りやダイバーシティの推進

〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

（大学・大学院）  

（中略） 
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を考慮した教員採用に努めることにしてい

る。 

これらの体制整備により、新大学の各部

局の教育研究組織については、将来にわた

って継続的に教員組織を維持していくこと

が可能となっている。 

 

（３）新大学の教員の定年 

公立大学法人大阪における教員の定年

は、「公立大学法人大阪教職員就業規則」

【資料４】第 28 条に定めるとおり満 65 歳

であり、定年による退職の日は、定年に達

した日以後における最初の 3 月 31日と定め

ている。 

新大学においては、既存の両大学の教育

カリキュラムとの併存や各学域・学部・研

究科の特性等から同一分野の後任を直ちに

確保することが困難である場合などに限

り、理事長が特に必要と認める場合には、

「定年退職する教員を特例として新大学で

勤務する教員として雇用する場合の取り扱

いについて」【資料５】及び「新大学設置に

かかる新大学で勤務する特任教員として雇

用する場合の特例について」【資料６】に基

づき、就業規則に定める定年を超えて任用

する。 

各学部等の年齢構成については、偏りな

く計画的な人事を進められるように、前述

の人事計画策定会議及び全学の人事委員会

で検討・調整する。  

新大学の完成年度の末日における教員組

織の年齢構成についての詳細は、それぞれ

の設置の趣旨において記載する。 

 

（４）人事上のその他の取り組み 

なお、女性研究者支援及び次世代育成支

援に関して、これまで両大学では、テニュ

アトラック制度、女性研究者（大学院生・

留学生を含む）支援制度（女性教員採用に

係るインセンティブ制度、研究支援員の配

置、女性研修者同士のネットワーク形成）

及び学内保育施設の整備などに取り組んで

きた。新大学においても女性研究者の活躍

促進、ダイバーシティ研究環境の整備及び

職場環境の改善並びにワーク・ライフバラ

ンスに配慮した両立支援策の充実に向けて

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

公立大学法人大阪における教員の定年

は、「公立大学法人大阪教職員就業規則」

【資料２】第 28 条に定めるとおり満 65 歳

であり、定年による退職の日は、定年に達

した日以後における最初の 3 月 31日と定め

ている。 

新大学においては、既存の両大学の教育

カリキュラムとの併存や各学域・学部・研

究科の特性等から同一分野の後任を直ちに

確保することが困難である場合などに限

り、理事長が特に必要と認める場合には、

「定年退職する教員を特例として新大学で

勤務する教員として雇用する場合の取り扱

いについて」【資料３】及び「新大学設置に

かかる新大学で勤務する特任教員として雇

用する場合の特例について」【資料４】に基

づき、就業規則に定める定年を超えて任用

する。 

各学部等の年齢構成については、偏りな

く計画的な人事を進められるように全学の

人事委員会で検討・調整する。  

新大学の完成年度の末日における教員組織

の年齢構成についての詳細は、それぞれの

設置の趣旨において記載する。 

 

 

 

なお、女性研究者支援及び次世代育成支

援に関して、これまで両大学では、テニュ

アトラック制度、女性研究者（大学院生・

留学生を含む）支援制度（女性教員採用に

係るインセンティブ制度、研究支援員の配

置、女性研修者同士のネットワーク形成）

及び学内保育施設の整備などに取り組んで

きた。新大学においても女性研究者の活躍

促進、ダイバーシティ研究環境の整備及び

職場環境の改善並びにワーク・ライフバラ

ンスに配慮した両立支援策の充実に向けて

取り組む。 
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（３）各教員の担当授業科目数の調整と研究時間の確保等に関する方策 

① 基本的な考え方と対応 

新大学における、教員の担当授業科目数の設定については、大阪市立大学及び大阪府立大

学（以下、「両大学」という。）の運用を新大学でも継続することから、両大学のこれまでの

実績に基づき行っている。 

具体的には、両大学では、まず前提として、週に 1 日以上は授業や会議等がない日を設定

し、研究に専念する時間を十分に確保できるような時間割及び会議日程を策定している。 

個々の教員の担当科目及びコマ数は、当該授業科目が開講される年度の前年度に調整す 

る。特に、過去の授業における実施実績、各部局での委員会や入試業務への関与の有無、学

内外でのプロジェクトや委員会への参画などの状況を考慮し、時間割等のカリキュラム編成

とあわせて担当教員を設定している。 

 

現状の両大学の教員一人当たりの平均年間授業科目数は以下のとおりとなっている。 

 

 

新大学においても教員一人あたりの年間の担当授業科目数は、各部局の所属長、教務委員

及び事務局等において把握し、担当過多とならないように事前に調整して割り当てることと

する。 

設置認可申請書類の作成においても、このプロセスを踏襲して担当教員を設定しており完

成年度の担当教員については、不確定要素が多く変更が考えられることから、開学から完成

年度までに授業科目を担当する可能性がある全ての担当教員を記載していた。 

このため、実際には開学から完成年度までに当該授業科目を担当しないこともある教員も

記載しており、ご指摘のとおり、担当授業科目数が過剰な教員が設置認可申請書類上で見受

けられる形となっている。ご意見を踏まえて、開学から完成年度までの担当教員を設定し、

担当しない教員は当該授業科目を削除した。 

この結果、基幹教育科目に携わる予定であった全ての専任教員（国際基幹教育機構の「教

員の氏名等（別記様式第 3 号（その 2 の 1））」における兼担教員）の担当授業科目数平均

は、約 8.3 科目から約 1.9 科目となった。また、開学から完成年度までに当該授業科目を担

当する専任教員は 1,364 名から 629 名となった。各学域、学部、研究科においては、前述の

基幹教育科目の担当分も含め、大阪市立大学、大阪府立大学の教員一人当たりの平均年間授

業科目数と概ね同じ状態となった。なお、基幹教育科目において最大で 10 科目（14 単位）

担当する教員がいるが、国際基幹教育機構に所属する専ら教育を担う教員である。 

新大学における、教員の担当授業科目数の設定については、「大阪公立大学・大阪公立大

学大学院設置の趣旨等を記載した書類」に追記し、開学から完成年度までの担当教員を設定

大学 
教員一人当たりの 

学部等の平均年間授業
科目数 

教員一人当たりの 
大学院の平均年間授業

科目数 

教員一人当たりの 
平均年間授業科目数 

大阪市立大学 9.3 5.5 14.8 

大阪府立大学 9.9 5.1 15.0 
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した結果（別添【資料４-１】、【資料４-２】）については、教育課程等の概要や教員名簿等

に反映させる。 

【資料４-１】：「全学（共通）審査意見№11（3）に関連する変更（教員名簿）」 

【資料４-２】：「全学（共通）審査意見№11（3）に関連する変更（教育課程等の概要）」 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

（大学・大学院） 

１．教員組織 

（前述の新旧対照表の修正のとおり） 

 

（設置趣旨（本文）－30 ページ～） 

２．担当授業科目の設定 

新大学における、教員の担当授業科目数

の設定については、大阪市立大学及び大阪

府立大学（以下、「両大学」という。）の運

用を新大学でも継続することから、両大学

のこれまでの実績に基づき行っている。 

具体的には、両大学では、まず前提とし

て、週に 1 日以上は授業や会議等がない日

を設定し、研究に専念する時間を十分に確

保できるような時間割及び会議日程を策定

している。 

個々の教員の担当科目及びコマ数は、当

該授業科目が開講される年度の前年度に調

整する。特に、過去の授業における実施実

績、各部局での委員会や入試業務への関与

の有無、学内外でのプロジェクトや委員会

への参画などの状況を考慮し、時間割等の

カリキュラム編成とあわせて担当教員を設

定している。 

現状の両大学の教員一人当たりの平均年

間授業科目数は以下のとおりとなってい

る。 

 

 

 

〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

（大学・大学院） 
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（４）現代システム科学域環境社会システム学類の教員確保の方針等 

（対応） 

 環境社会システム学類のディプロマ・ポリシーでは、「自然システムの持続可能性を理解

するために必要となる自然環境学、社会システムそのものの成り立ちや変化を理解するため

に必要となる社会環境学、環境と調和した社会システムを構築するために必要となる環境共

生学の観点から、領域横断的応用力とシステム的思考力を発揮し、課題解決を図ることによ

って、持続可能な社会の実現に貢献できる人材を養成する」としている。これに対応する教

員組織として、地球環境学、陸域・海洋生態学、食糧生産学、都市環境学などの自然環境学

を専門分野とする教員グループ、言語文化学、歴史・地理学、文化人類学、社会学などの社

会環境学を専門分野とする教員グループ、経済学、経営学、法学、政策学、環境哲学・倫理

学などの環境共生学を専門分野とする教員グループ、から成る組織を編成する。2022 年の

新大学開学時点では、自然環境学を専門分野とする教員グループ 13 名、社会環境学を専門

分野とする教員グループ 12 名、環境共生学を専門分野とする教員グループ 10 名（別途指摘

があった審査意見により配置換えを予定する経済学分野の教員を含む）で構成されており、

それぞれの分野で必要とされる学習内容を教育できる体制を整えている。毎年度、学域長が

法人本部に向こう 3 年間の人事計画を提出することとなっており、その中で上記の 3 分野ご

とに、補充の優先順位が高い専門分野から適正な職階・年齢で補充を行うこと、将来の学問

分野の進展を見据えた新規獲得も行うことなどを示し、法人が許可した枠内で適正年齢の新

規採用教員人事を速やかに行う方針としている。 

 

大学 

教員一人
当たりの 
学部等の
平均年間
授業科目

数 

教員一人
当たりの 
大学院の
平均年間
授業科目

数 

教員一人
当たりの 
平均年間
授業科目

数 

大阪市

立大学 

9.3 5.5 14.8 

大阪府

立大学 

9.9 5.1 15.0 

 

新大学においても教員一人あたりの年間

の担当授業科目数は、各部局の所属長、教

務委員及び事務局等において把握し、担当

過多とならないように事前に調整して割り

当てることとする。また、今後は引き続き

近年の国の働き方改革の方針等を遵守し、

労働環境と教育研究環境の両面から改善を

図るように取り組む。 
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（新旧対照表） 

現代システム科学域 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

ア 教員組織編成の考え方 
 本学域のカリキュラムを担う教員は、本

学域の専任教員、学内の兼担教員、非常勤

の兼任教員である。学域共通科目や演習科

目などコアとなる科目は基本的に本学域の

専任教員である教授、准教授等の教員が担

当し、周辺的な科目を兼担教員と兼任教員

が担当する。 
  

（略） 
 

［環境社会システム学類］ 
環境社会システム学類においては、大

気・海洋循環、水・食糧・エネルギー、生

態系、都市環境などの自然システムに関す

る課題、ガバナンス、異・多文化共生など

の社会システムに関する課題、哲学・倫

理、自・異文化理解などの人間システムに

関する課題に焦点を当て、自然科学、人

文・社会科学、人間科学を基盤学問分野と

して、自然システムの持続可能性を理解す

るために必要となる地球環境学、生態学、

環境計画学、食糧生産学などの自然環境

学、社会システムそのものの成り立ちや変

化を理解するために必要となる歴史学、言

語学、文化人類学、地理学、社会学などの

社会環境学、環境と調和した社会システム

を構築するために必要となる経済学、経営

学、法学、政策学、環境哲学・倫理学など

の環境共生学の観点から、自然システムの

持続可能性を理解領域横断的応用力とシス

テム的思考力を発揮し、課題解決を図るこ

とによって、持続可能な社会の実現に貢献

できる人材を養成することとしている。 
したがって、地球環境学、陸域・海洋生態

学、食糧生産学、都市環境学などの自然環

ア 教員組織編成の考え方 
 本学域のカリキュラムを担う教員は、本

学域の専任教員、学内の兼担教員、非常勤

の兼任教員である。学域共通科目や演習科

目などコアとなる科目は基本的に本学域の

専任教員である教授、准教授等の教員が担

当し、周辺的な科目を兼担教員と兼任教員

が担当する。 
 

（略） 
 
［環境社会システム学類］ 
自然環境そのものや環境と調和した国家

や都市・まちづくりに必要な社会制度の問

題、多様な人々が共生する社会をつくるた

めに必要な社会環境の問題、人そのものの

存在価値や人と人のつながりを探求する人

間環境の問題を分析し、解決する能力を養

成することを目的とすることから、自然環

境、動物・衛生、都市計画・防災、食糧生

産などの自然科学系の学問分野を専門とす

る教員とともに、政策科学、言語、文化、

社会・宗教・歴史、倫理・哲学、多文化共

生、文化人類・地理などの社会科学系の学

問分野を専門とする教員を配置する。 
 

（略） 
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境学を専門分野とする教員グループ、言語

文化学、歴史・地理学、文化人類学、社会

学などの社会環境学を専門分野とする教員

グループ、経済学、経営学、法学、政策

学、環境哲学・倫理学などの環境共生学を

専門分野とする教員グループ、から成る教

員組織編成とする。2022 年の新大学開学時

点で、自然環境学を専門分野とする教員グ

ループ 13 名、社会環境学を専門分野とす

る教員グループ 12 名、環境共生学を専門

分野とする教員グループ 10 名（別途指摘

があった審査意見により配置換えを予定す

る経済学分野の教員を含む）で構成されて

おり、それぞれの分野で必要とされる学習

内容を教育できる体制を整えている。 
 

（略） 
 

ウ 専任教員の年齢構成 

 本学域の完成年度における専任教員の構

成は以下のとおりである。長期にわたって

の質の高い教育研究水準の維持と教育研究

の活性化ができる年齢構成となっている。

今後も継続して、教育研究水準の維持向上

及び教育研究の活性化に支障がないよう、

40 歳未満の教員の採用を含めて、計画的に

採用を進める予定としている。 

 また、毎年度、学域長が向こう 3 年間の

人事計画を策定しており、補充の優先順位

が高い専門分野から適正な職階・年齢で補

充を行うこと、将来の学問分野の進展を見

据えた新規獲得も行うことなど、法人が許

可した枠内で適正年齢の新規採用教員人事

を速やかに行う方針としている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウ 専任教員の年齢構成 

 本学域の完成年度における専任教員の構

成は以下のとおりである。長期にわたって

の質の高い教育研究水準の維持と教育研究

の活性化ができる年齢構成となっている。

今後も継続して、教育研究水準の維持向上

及び教育研究の活性化に支障がないよう、

40 歳未満の教員の採用を含めて、計画的に

採用を進める予定としている。 
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（改善事項）文学部言語文化学科、文化構想学科、獣医学部獣医学科 

 

（対応） 

 文学部及び獣医学部における、若手教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にした

上で、教育研究に継続性があることを「設置の趣旨等を記載した書類」に追記する。 

 

＜文学部 言語文化学科、文化構想学科＞ 

文学部の人事方針として、完成年度後の令和 8 年度から 30 代 10％、40 代 35％、50 代

35％、60 代 20％を目標とする。また、文学部言語文化学科及び文化構想学科において、完

成年度末に定年退職する教員の後任人事について、いずれも若手の准教授の採用を予定して

いる。教員の採用にあたっては、全国公募にて実施する。これまでの大阪市立大学文学部に

おける教員採用の実績として、ひとつの公募に対して、ほとんどの場合、数十倍の応募があ

り、優秀な教員が獲得できている。これらのことから、新大学の文学部では上記の人事方針

に則り、将来にわたって継続的に教員組織を維持する体制を確立している。 

以上について、「設置の趣旨等を記載した書類」に追記した。 

 

（新旧対照表） 

文学部 設置の趣旨等を記載した書類 

12. 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、若手

教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。（文学部言語文化学科・文化

構想学科、獣医学部獣医学科） 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－29 ページ～） 

ウ 専任教員の年齢構成 

 

（中略） 

 

令和 7 年 3 月 31 日に定年となる人間行動

学科の 1 名の教授については、特例を定め

た規程により、有期雇用として完成年度ま

で留任する。それは、その教授が担当する

後期博士課程の教育・研究水準を保つため

に必須であり、また、学士課程を教授とし

て牽引する必要があるためである。学部完

成年度の令和 7 年度中に後任人事を起こ

し、令和 8 年度以降の教育・研究体制を維

持する計画である。令和 7 年 3 月 31 日に定

年となる文化構想学科の 1 名の教授につい

ては、特例を定めた規程により、有期雇用

（28 ページ～） 

ウ 専任教員の年齢構成 

 

（中略） 

 

令和 7 年 3 月 31 日に定年となる人間行動

学科の 1 名の教授については、特例を定め

た規程により、有期雇用として完成年度ま

で留任する。それは、その教授が担当する

後期博士課程の教育・研究水準を保つため

に必須であり、また、学士課程を教授とし

て牽引する必要があるためである。学部完

成年度の令和 7 年度中に後任人事を起こ

し、令和 8 年度以降の教育・研究体制を維

持する計画である。令和 7 年 3 月 31 日に定

年となる文化構想学科の 1 名の教授につい

ては、特例を定めた規程により、有期雇用
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として完成年度まで留任する。それは、そ

の教授が担当する後期博士課程の教育・研

究水準を保つために必須であり、また、学

士課程を教授として牽引する必要があるた

めである。学部完成年度の令和 7 年度中に

後任人事を起こし、令和 8 年度以降の教

育・研究体制を維持する計画である。 

※資料１ 定年退職する教員を特例として

新大学で勤務する教員として雇用する場合

の取り扱いについて 

 完成年度後の令和 8 年度からの文学部に

おける人事方針として、30 代 10％、40 代

35％、50 代 35％、60 代 20％を目標とす

る。定年退職する教員を特例として完成年

度まで有期雇用する教員は、完成年度末の

令和 8 年 3 月末に全員退職する予定であ

る。そのための後任人事を令和 7 年度中に

行う。特に、言語文化学科及び文化構想学

科は各 3 名が退職となるが、後任はいずれ

も若い准教授の採用を予定している。 

 教員の採用にあたっては、全国公募にて

実施する。これまでの大阪市立大学文学部

における教員採用の実績として、ひとつの

公募に対して、ほとんどの場合、数十倍の

応募があり、優秀な教員が獲得できてい

る。これらのことから、新大学の文学部で

は上記の人事方針に則り、将来にわたって

継続的に教員組織を維持する体制を確立し

ている。 

 なお、本学部の完成年度における専任教

員の構成は以下のとおりである。各学科に

40 歳代の准教授を配置し、教育、研究の次

世代への継承も支障なく継続できる教員構

成となっている。 

 

として完成年度まで留任する。 それは、そ

の教授が担当する後期博士課程の教育・研

究水準を保つために必須であり、また、学

士課程を教授として牽引する必要があるた

めである。学部完成年度の令和 7 年度中に

後任人事を起こし、令和 8 年度以降の教

育・研究体制を維持する計画である。 

※資料１ 定年退職する教員を特例として

新大学で勤務する教員として雇用する場合

の取り扱いについて 

 なお、本学部の完成年度における専任教

員の構成は以下のとおりである。各学科に

40 歳代の准教授を配置し、教育、研究の次

世代への継承も支障なく継続できる教員構

成となっている。 
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＜獣医学部獣医学科＞ 

本学部では、新たに採用人事を行う際には特段の事情がない限り 30 歳台～40 歳台の若手

教員を優先採用する方針を立て、候補者の年齢を重要な判断基準の 1 つとすることとする。  

今後、年齢構成を是正するための取り組みとして、教育の充実を目的とした昇任・採用人

事を進め、また、年次を追うごとに専任教員が退職年齢に達した場合においては、それを補

うための人事選考を行う。その際は、上記の方針に基づき若手教員を積極的に登用する。 

 この方針の下に、新大学獣医学部の設置にあたり、必要とされる教員の採用を計画し、30

歳代を 3 名採用するところである。教員の職階と年齢は以下のとおりである。 

 

・牛臨床担当（教授）  1 名 ： 50 歳代 

・馬臨床担当（准教授） 1 名 ： 30 歳代 

・病理学担当（助教）  1 名 ： 30 歳代 

・国際防疫学担当（助教）1 名 ： 30 歳代 

 

また、新規採用時には、上述のとおり可能な限り若手教員を優先する方針を固めており、

昇任人事を進めた場合には、結果として下位職階が空席となるため、これの補充のために若

手教員の新規採用人事が検討される。 

以上の状況について、「設置の趣旨等を記載した書類」に追記した。 

 

（新旧対照表） 

獣医学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－13 ページ～） 

５―ウ 専任教員の年齢構成 

 完成年度における専任教員の年齢構成に

ついては下表のとおりである。専門性の高

い獣医学教育を、十分な知識と技術を有

し、教育手法に長けた教員によって教授す

ることが、この配置の主な理由である。こ

れにより、本学部における多様な学術的分

野における教育研究水準を維持、向上し得

る体制になっている。 

 本学部が完成年度を迎える令和 9 年度

（2027 年度）には、40 歳代、50 歳代、60

歳代の教員がほぼバランスよく配置（10 名

〜16 名）されているが、今後は年齢構成の

高齢化を見据えた対応が必要であり、以降

の教員採用計画では若手教員の積極的な登

用を予定している。 

（12 ページ～） 

５―ウ 専任教員の年齢構成 

 完成年度における専任教員の年齢構成に

ついては下表のとおりである。専門性の高

い獣医学教育を、十分な知識と技術を有

し、教育手法に長けた教員によって教授す

ることが、この配置の主な理由である。こ

れにより、本学部における多様な学術的分

野における教育研究水準を維持、向上し得

る体制になっている。 

 本学部が完成年度を迎える令和 9 年度

（2027 年度）には、40 歳代、50 歳代、60

歳代の教員がほぼバランスよく配置（10 名

〜16 名）される。ただし、60 歳代のうち

10 名の教員が完成年度までに 65 歳に達す

るが、そのうち、7 名は定年後の継続雇用

を予定しており、その規程については資料
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教育研究を継続的に行うためには若手教

員が必要不可欠であるという考えの下、本

学部では、新たに採用人事を行う際には特

段の事情がない限り 30 歳台～40 歳台の若

手教員を優先採用する方針を立て、候補者

の年齢を重要な判断基準の 1 つとすること

とする。今後、年齢構成を是正するための

取り組みとして、教育の充実を目的とした

昇任・採用人事を進め、また、年次を追う

ごとに専任教員が退職年齢に達した場合に

おいては、それを補うための人事選考を行

う。その際は、上記の方針に基づき若手教

員を積極的に登用する。 

なお、完成年度までに定年に達する専任

教員 9 名のうち、7 名は定年後の継続雇用

を予定しており、その規程については資料

６に示す。これら教員を継続雇用する理由

は、それぞれが当該学問分野において高い

専門性を有することに加え、長年にわたる

教育研究経験を有し、その経験を補える人

材はすぐに見つけることが困難であるため

である。しかしながら、これら人材を継続

雇用することにも限界があり、また長期に

わたり一定の教育の質を担保するために

も、助教から准教授クラスの教員へのファ

カルティ・デベロップメント活動を行いな

がら上位への職階への昇任に努めるととも

に、上記に記載の採用人事の方針により、

新しい人材の新規採用を計画する。これに

はモデル・コア・カリキュラムの科目分野

ごと、あるいは研究グループごとに、専任

教員の職階構成を確認しながら、昇任人事

と、助教クラスの採用人事を組み合わせる

ことで対応する予定である。 

これらの採用人事における取り組みによ

り、長期にわたり各分野の高い専門性と教

育の質を担保することができる。 

 

６に示す。これら教員を継続雇用する理由

は、それぞれが当該学問分野において高い

専門性を有することに加え、長年にわたる

教育研究経験を有し、その経験を補える人

材はすぐに見つけることが困難であるため

である。しかしながら、これら人材を継続

雇用することにも限界があり、また長期に

わたり一定の教育の質を担保するために

も、助教から准教授クラスの教員へのファ

カルティ・デベロップメント活動を行いな

がら上位への職階への昇任に努めるととも

に、新しい人材の新規採用を計画する。こ

れにはモデル・コア・カリキュラムの科目

分野ごと、あるいは研究グループごとに、

専任教員の職階構成を確認しながら、昇任

人事と、助教クラスの採用人事を組み合わ

せることで対応する予定である。 
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（改善事項）全学 

 

（対応） 

新大学で整備予定の「森之宮キャンパス」においては、他キャンパス同様、メディアを利

用した効果的な授業の実施ができるよう環境整備を行う予定であることから、以下の説明を

追記する。 

 

・新大学で整備予定の「森之宮キャンパス」においては、他キャンパス同様、メディアを 

利用した効果的な授業の実施ができるよう環境整備を行う予定である。 

・具体的には、授業支援システム（LMS）を構築し、動画等の教材や課題の提示、レポート 

等の提出を実現するほか、双方向会議アプリケーションによるリアルタイム授業の提供、

コミュニケーションツールを活用した質疑等を行う環境を整備し、教員と学生間のコミュ

ニケーションが円滑にできるようにする予定である。 

・また、基幹教育科目については、他キャンパスにおいて専門教育を受けている学生への 

便宜のため、必要があればメディアを利用した授業を行うこともあるため、授業に支障が

ないよう十分な通信環境を整備する計画である。（SINET接続は 10Ｇbps×２本、他キャン

パスとの接続も同等程度を予定。） 

・なお、新大学においては、BYOD方式により、学生個人所有のノートパソコンの必携化を 

行うこととしており、既存キャンパスと同様に「森之宮キャンパス」においても、授業の

実施や学生の自習に支障のないよう無線 LAN のアクセスポイントを整備する計画である。 

・無線 LAN アクセスポイントの整備方針としては、主に基幹教育に使用する教室は、教室 

定員に応じてアクセスポイントを重点的に設置し、さらに図書館・食堂など学生が共同で

利用する施設を中心にキャンパス全体で無線 LAN を利用できるように整備する予定であ

る。 

・BYOD 方式の導入にあたって、ノートパソコンの機能について、大学生協との連携により 

教育研究に必要な標準の要件を定め入試ガイド等に明示することで受験生に告知し、入学

準備に支障のないように計画している。 

・学生は在籍期間中に限り、包括ライセンス契約に基づき、オフィスソフト及びウイルス対

策ソフト等を自身の端末で利用できるほか、トラブル等への対応としてヘルプデスク等の

設置、セットアップのレクチャー動画配信、セットアップ講習会の開催、代替機の貸し出

しなど、大学生協との連携により学生に対する支援を行う計画である。 

 

13. 完成年度に整備される予定の「森之宮キャンパス」において「初年次等の基幹教育を

行う」とあるが、例えば、いわゆるメディア授業を行う場合に、教員や学生間の適切なコ

ミュニケーションを取ることが可能なインタラクティブな通信環境が整備されるのか説明

すること。 
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（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－49 ページ～） 

〔17〕多様なメディアを高度に利用して、

授業を教室以外の場所で履修させる場合の

具体的計画（大学・大学院） 

新大学では、多様なメディアを高度に利

用し、双方向に行うことができる遠隔授業

について、大学設置基準第 25 条第２項に

即して、学則に「多様なメディアを高度に

利用して、当該授業を行う教室等以外の場

所で履修させることができる。」と定めてお

り、各学域・学部・研究科の特色に応じて

必要な教育を展開する。カリキュラムの改

善等により、多様なメディアを利用した授

業が必要となった場合は、文部科学省告示

の要件に基づき実施する。 

新大学で整備予定の「森之宮キャンパ

ス」においては、他キャンパス同様、メデ

ィアを利用した効果的な授業の実施ができ

るよう環境整備を行う予定である。具体的

には、授業支援システム（LMS）を構築し、

動画等の教材や課題の提示、レポート等の

提出を実現するほか、双方向会議アプリケ

ーションによるリアルタイム授業の提供、

コミュニケーションツールを活用した質疑

等を行う環境を整備し、教員と学生間のコ

ミュニケーションが円滑にできるようにす

る予定である。 

また、基幹教育科目については、他キャ

ンパスにおいて専門教育を受けている学生

への便宜のため、必要があればメディアを

利用した授業を行うこともあるため、授業

に支障がないよう十分な通信環境を整備す

る計画である。（SINET接続は 10Ｇbps×２

本、他キャンパスとの接続も同等程度を予

定。） 

（37 ページ～） 

〔17〕多様なメディアを高度に利用して、

授業を教室以外の場所で履修させる場合の

具体的計画（大学・大学院） 

新大学では、多様なメディアを高度に利

用し、双方向に行うことができる遠隔授業

について、大学設置基準第 25 条第２項に

即して、学則に「多様なメディアを高度に

利用して、当該授業を行う教室等以外の場

所で履修させることができる。」と定めてお

り、各学域・学部・研究科の特色に応じて

必要な教育を展開する。カリキュラムの改

善等により、多様なメディアを利用した授

業が必要となった場合は、文部科学省告示

の要件に基づき実施する。 
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なお、新大学においては、BYOD 方式によ

り、学生個人所有のノートパソコンの必携

化を行うこととしており、既存キャンパス

と同様に「森之宮キャンパス」において

も、授業の実施や学生の自習に支障のない

よう無線 LAN のアクセスポイントを整備す

る計画である。 

無線 LAN アクセスポイントの整備方針と

しては、主に基幹教育に使用する教室は、

教室定員に応じてアクセスポイントを重点

的に設置し、さらに図書館・食堂など学生

が共同で利用する施設を中心にキャンパス

全体で無線 LAN を利用できるように整備す

る予定である。 

BYOD 方式の導入にあたって、ノートパソ

コンの機能について、大学生協との連携に

より教育研究に必要な標準の要件を定め入

試ガイド等に明示することで受験生に告知

し、入学準備に支障のないように計画して

いる。学生は在籍期間中に限り、包括ライ

センス契約に基づき、オフィスソフト及び

ウイルス対策ソフト等を自身の端末で利用

できるほか、トラブル等への対応としてヘ

ルプデスク等の設置、セットアップのレク

チャー動画配信、セットアップ講習会の開

催、代替機の貸し出しなど、大学生協との

連携により学生に対する支援を行う計画で

ある。 
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（改善事項） 

 

（対応） 

｢大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨等を記載した書類｣の〔7〕施設、設備

等の整備計画（大学・大学院）（P.29）に記載のとおり、各キャンパスの図書館施設では、

教育研究に支障がないよう十分な図書を配置する予定だが、森之宮キャンパス及び各キャン

パスのライブラリーに関して、以下のとおり整備計画を補足・説明する。 

 

（１）新キャンパスの図書館機能について 

（森之宮キャンパス・森之宮ライブラリーの整備計画） 

 2025 年 4月から新たに利用開始する「森之宮キャンパス」は、全学の１年次生が基幹教

育を学修するとともに、文学部、医学部リハビリテーション学科及び生活科学部食栄養学科

のメインキャンパスとなる。この森之宮キャンパスに整備する図書館機能「森之宮ライブラ

リー」には、約 6,200㎡のスペースに、開架書架約 9 万冊、閉架書架約 15 万冊を収容でき

る機能を有する施設として整備する。 

森之宮ライブラリーの図書等は、新規購入及び既存キャンパスからの移設を計画してい

る。学生用図書は、杉本ライブラリー、中百舌鳥ライブラリーから、専門図書は杉本ライブ

ラリー、中百舌鳥ライブラリー及び羽曳野ライブラリーから必要なものを移転する。 同ラ

イブラリーには、2025年 4 月の利用開始までに、教養書、基幹教育用図書、参考図書（約 5

万冊）、各専門分野に関する図書（約 6 万冊）及び学術雑誌等（約 300 種）を整備する。 

特に、森之宮キャンパスをメインキャンパスとしない学域・学部等の１年次生は、専門分

野を学修するキャンパスが異なるため、森之宮キャンパスで学修する初年次の期間において

も、各分野の基礎的な専門図書を森之宮ライブラリーに配架するほか、電子ブックなどの電

子リソースの充実を図る。加えて、語学や各種実習に必要な映像資料なども整備する。 

さらに、キャンパス間の資料取り寄せサービス体制を強化するとともに、学生及び教員の 

教育研究に必要な資料を十分に有するものとして整備する。 

 

（２）その他、移動等を伴うキャンパスの図書等の整備について 

（阿倍野キャンパス・杉本キャンパス・中百舌鳥キャンパス） 

2024 年度から 2027 年度にかけて計画している各キャンパスの整備とキャンパス移転計画

に合わせて、必要な図書の移動も遺漏なく実施する。 

  

理学部においては、杉本キャンパスでの新棟と既存校舎の改修に伴い、2024 年度から

2026 年度までの間の各学科の移転のタイミングに合わせて、既存の中百舌鳥キャンパスに

所蔵する理学関係の学生用図書等を中心に必要なものを選別し、杉本ライブラリーに適切に

移設・整備する。 

14. 新キャンパスの設置に伴って、学修するキャンパスの変更が伴う場合に、学際的な学

類であることに鑑み必要な図書が学生及び教員の教育研究に支障のないように配置されて

いるのか説明すること。 
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工学部においては、中百舌鳥キャンパスでの新棟と既存校舎の改修に伴い、2024 年度及

び 2027 年度までの間の各学科の移転のタイミングに合わせて、既存の杉本キャンパスに所

蔵する工学関係の学生用図書等を中心に必要なものを選別し、中百舌鳥ライブラリーに適切

に移設・整備する。 

 

看護学部においては、阿倍野キャンパスの新棟建設に伴い、2025 年 4 月までに、既存の

羽曳野キャンパスに所蔵する看護関係の図書等を中心に必要なものを選別し、阿倍野ライブ

ラリーに移転する。 

 

（新旧対照表） 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院 設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－39ページ～） 

（３）図書等の資料及び図書館の整備計画 

・各キャンパスの図書館機能 

 

各キャンパスの図書館施設の概要及び整

備計画は以下①～⑦のとおりである。 

新たに 2025年（令和 7 年）4 月から利用を

開始する森之宮キャンパス及び 2024 年度

（令和 6 年度）から 2027 年度（令和 9 年

度）までに移動が伴う阿倍野・杉本・中百

舌鳥の各キャンパスのライブラリーに関し

ては、キャンパスを移動して学修する学

生・教員の教育研究に支障がないように図

書等の新規購入や移設を行い、それぞれの

キャンパスに十分な図書を配備する。 

さらに、キャンパス間の資料取り寄せサ

ービス体制を強化するとともに、図書館の

地域連携などを促進することで、幅広い学

術情報の利用を可能とし、学生及び教員の

教育研究に必要な資料を十分に有するもの

として整備する。 

 

① 森之宮キャンパス（仮称・森之宮ライブ

ラリー） 

森之宮キャンパスには、2025 年度（令和

7 年度）のキャンパス開設に向けて、約

6,200 ㎡の図書館スペースの設置を計画し

（29 ページ～） 

（３）図書等の資料及び図書館の整備計画 

・各キャンパスの図書館機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 森之宮キャンパス（仮称・森之宮ライブ

ラリー） 

 森之宮キャンパスには、2025 年度（令和

7 年度）のキャンパス開設に向けて、約

6,200 ㎡の図書館スペースの設置を計画し
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ている。閲覧席は約 550 席、開架書架で約

9 万冊、閉架書架で 15 万冊を収容できる機

能を有する施設とし、学生の自学自修を促

すグループワークやオープンラボなどのス

ペースも整備する。森之宮キャンパスは、

全学の１年次生が基幹教育を学修すると共

に、文学部、医学部リハビリテーション学

科及び生活科学部食栄養学科のメインキャ

ンパスとなることから、利用を開始する

2025 年（令和 7 年）4 月の開設当初から既

存の各キャンパスの図書館に収蔵していた

図書等の移設も含めて、教養書、基幹教育

用の図書、参考図書(約 5 万冊)、各専門分

野に関する図書(約 6 万冊)及び学術雑誌等

(約 300 種)を整備する。 

特に、森之宮キャンパスをメインキャン

パスとしない学域・学部等の１年次生は、

専門分野を学修するキャンパスが異なるた

め、森之宮キャンパスで学修する初年次の

期間においても、各分野の基礎的な専門図

書を森之宮ライブラリーに配架するほか、

電子ブックなどの電子リソースの充実を図

る。加えて、語学や各種実習に必要な映像

資料なども整備する。 

 また、他の図書館と同様に学内外の図書

取り寄せサービスや電子ブックなどの電子

リソースの充実により、幅広い学術情報の

利用を可能とする。 

 

② 阿倍野キャンパス（仮称：阿倍野ライブ

ラリー/現：医学分館） 

 阿倍野キャンパスには、医学分館（約

2,600 ㎡）があり、340 席の閲覧席と、約

11 万冊の資料が収容可能な書架を整備して

いる。サービス対象は主に医学部の学生及

び大学・附属病院の教職員であり、医学・

看護学関係の専門分野について教育・研

究・診療の支援を行っている。 

ている。閲覧席は約 550 席、開架書架で約

9 万冊、閉架書架で 15 万冊を収容できる機

能を有する施設とし、学生の自学自修を促

すグループワークやオープンラボなどのス

ペースも整備する。開設当初から、既存の

各キャンパスの図書館に収蔵していた図書

等の移設も含めて、基幹教育用の図書、専

門分野の図書及び学術雑誌等を整備する。

また、他の図書館と同様に学内外の図書取

り寄せサービスや電子ブックなどの電子リ

ソースの充実により、幅広い学術情報の利

用を可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 阿倍野キャンパス（仮称：阿倍野ライブ

ラリー/現：医学分館） 

 阿倍野キャンパスには、医学分館（約

2,600 ㎡）があり、340 席の閲覧席と、約

11 万冊の資料が収容可能な書架を整備して

いる。サービス対象は主に医学部の学生及

び大学・附属病院の教職員であり、医学・

看護学関係の専門分野について教育・研

究・診療の支援を行っている。 
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 医学分館の蔵書数は図書約 3.8 万冊、学

術雑誌については約 4.8 万冊、約 4,700 タ

イトルを所蔵しており、かつ電子ジャーナ

ルが約 10,000 タイトル、電子ブックについ

ては約 14,000 タイトルの利用が可能であ

る。 

 その他、医学情報を検索するための各種

データベースを導入し、教育・研究・診療

活動を支援している。情報検索・文書作

成・動画閲覧のためのインターネットコー

ナーや貸出用ノート PC を備えているほか、

閲覧個室・グループ学習室などがあり、ア

クティブラーニングスペース「イーコモ」

も設置している。 

 また、日本医学図書館協会に加入し、各

種研修や相互協力を通じ、医学・医療関係

の専門図書館としてのサービスの充実を図

っている。新大学として設置学部・研究科

においても必要な環境が整備され、阿倍野

キャンパスで学ぶ、医学部・医学研究科、

看護学部・看護学研究科の学生、教員及び

研究者などを中心に必要な機能を有してい

る。 

特に、看護学部においては、阿倍野キャ

ンパスの新棟建設に伴い、2025 年（令和 7

年）4 月までに、既存の羽曳野キャンパス

に所蔵する看護関係の図書等を中心に必要

なものを選別し、阿倍野ライブラリーに移

転する。 

なお、必要に応じて蔵書構成の見直しを

図り、学生・教員・研究者などの利用に資

するものとする。 

 

③ 杉本キャンパス（仮称：杉本ライブラリ

ー/現：学術情報総合センター(本館)） 

 杉本キャンパスには、1996 年（平成 8

年）10 月に図書館機能と情報処理・ネット

ワーク機能を有した学術情報総合センター

（本館）を開設した。学術情報総合センタ

 医学分館の蔵書数は図書約 3.8 万冊、学

術雑誌については約 4.8 万冊、約 4,700 タ

イトルを所蔵しており、かつ電子ジャーナ

ルが約 10,000 タイトル、電子ブックについ

ては約 14,000 タイトルの利用が可能であ

る。 

 その他、医学情報を検索するための各種

データベースを導入し、教育・研究・診療

活動を支援している。情報検索・文書作

成・動画閲覧のためのインターネットコー

ナーや貸出用ノート PC を備えているほか、

閲覧個室・グループ学習室などがあり、ア

クティブラーニングスペース「イーコモ」

も設置している。 

 また、日本医学図書館協会に加入し、各

種研修や相互協力を通じ、医学・医療関係

の専門図書館としてのサービスの充実を図

っている。新大学として設置学部・研究科

においても必要な環境が整備され、阿倍野

キャンパスで学ぶ、医学部・医学研究科、

看護学部・看護学研究科の学生、教員及び

研究者などを中心に必要な機能を有してい

る。必要に応じて蔵書構成の見直しを図

り、学生・教員・研究者などの利用に資す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 杉本キャンパス（仮称：杉本ライブラリ

ー/現：学術情報総合センター(本館)） 

 杉本キャンパスには、1996 年（平成 8

年）10 月に図書館機能と情報処理・ネット

ワーク機能を有した学術情報総合センター

（本館）を開設した。学術情報総合センタ
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ーは、地下３階・地上 10 階の建物に、図書

館スペースとして約 2.7 万㎡を有してお

り、1,475席の閲覧席、234 万冊の収容が可

能な書架を備えている。公開講座や学会な

どを行う会議室もあり、地域にも開かれ

た”学術・文化交流の拠点”として機能し

ている。 

 2 階には参考図書や学生選書コーナー、

3・4 階には学生向けの図書 23 万冊、5 階に

は視聴覚資料や英語学習コーナーがあり、

地下 1 階には約 3,900タイトルの雑誌・新

聞を配架している。また、地下 2・3 階、7

階の書庫には研究用資料が配架され、学生

も自由に利用できる。8 階の新聞原紙や貴

重書、7 階の文庫コレクションは学生、教

員、研究者及び学外の利用者に利用されて

いる。 

 広々とした閲覧スペースやラーニングコ

モンズ、グループ学習室、語学学習コーナ

ーなどさまざまな学修スタイルに合わせた

施設を備えており、交流イベントが可能な

1 階のオープンスペースも合わせて、学生

の主体的な学びや交流の中心施設となって

いる。 

 現在の学術情報総合センターの蔵書数

は、図書が約 170 万冊、学術雑誌約 38 万冊

（約 26,000タイトル）である。学術情報総

合センターは、杉本キャンパスで学ぶ学生

だけでなく、全学生・教職員に学術情報を

提供する図書館として十分な機能を果たし

ている。新大学においても、その機能は継

続し、各学部等において必要な書籍・資料

は十分に有している。 

特に、理学部においては、杉本キャンパス

での新棟と既存校舎の改修に伴い、2024 年

度（令和 6年度）から 2026 年度（令和 8年

度）までの間の各学科の移転のタイミング

にあわせて、既存の中百舌鳥キャンパスに

所蔵する理学関係の学生用図書等を中心に

ーは、地下３階・地上 10 階の建物に、図書

館スペースとして約 2.7 万㎡を有してお

り、1,475席の閲覧席、234 万冊の収容が可

能な書架を備えている。公開講座や学会な

どを行う会議室もあり、地域にも開かれ

た”学術・文化交流の拠点”として機能し

ている。 

 2 階には参考図書や学生選書コーナー、

3・4 階には学生向けの図書 23 万冊、5 階に

は視聴覚資料や英語学習コーナーがあり、

地下 1 階には約 3,900タイトルの雑誌・新

聞を配架している。また、地下 2・3 階、7

階の書庫には研究用資料が配架され、学生

も自由に利用できる。8 階の新聞原紙や貴

重書、7 階の文庫コレクションは学生、教

員、研究者及び学外の利用者に利用されて

いる。 

 広々とした閲覧スペースやラーニングコ

モンズ、グループ学習室、語学学習コーナ

ーなどさまざまな学修スタイルに合わせた

施設を備えており、交流イベントが可能な

1 階のオープンスペースも合わせて、学生

の主体的な学びや交流の中心施設となって

いる。 

 現在の学術情報総合センターの蔵書数

は、図書が約 170 万冊、学術雑誌約 38 万冊

（約 26,000タイトル）である。学術情報総

合センターは、杉本キャンパスで学ぶ学生

だけでなく、全学生・教職員に学術情報を

提供する図書館として十分な機能を果たし

ている。新大学においても、その機能は継

続し、各学部等において必要な書籍・資料

は十分に有しており、必要に応じて蔵書構

成の見直しを行い、学生・教員・研究者な

どの利用に資するものとする。 
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必要なものを選別し、杉本ライブラリーに

適切に移設・整備する。 

なお、必要に応じて蔵書構成の見直しを行

い、学生・教員・研究者などの利用に資す

るものとする。 

 

④ 中百舌鳥キャンパス（仮称・中百舌鳥ラ

イブラリー/現：総合図書館中百舌鳥） 

 中百舌鳥キャンパスには、1995年（平成

7 年）に開設された学術情報センター内

に、地下 2 階、地上 2 階の図書館スペース

約 6,000 ㎡を有しており、490 席の閲覧

席、108 万冊の収容が可能な書架を備えて

いる。1 階、2 階には授業関連図書、語学図

書等主に学生用図書、地下 1・2 階には、学

術雑誌のバックナンバー、研究用図書等を

配架している。貴重書庫には、大阪女子大

学（大阪府立大学の前身の１つ）の収蔵資

料を中心に、貴重書約 14,500 点を所蔵して

いる。定期的に企画展示や講演会などを開

催している。また、書籍は他キャンパスへ

の配送サービスも実施している。 

館内にはグループ研究室（学習室）5 室を

整備しているほか、自学自修を行えるスペ

ースとしてラーニングコモンズ（約 190

㎡）を設置し、プロジェクターなども整備

している。  

現行の総合図書館中百舌鳥の蔵書数は、

図書が約 63 万冊、学術雑誌が約 5,000 タイ

トルである。また、現在、中百舌鳥キャン

パス内に理系ジャーナルセンター、経済・

経営・法律系図書室、ヒューマンサイエン

ス系図書室の専門図書室を設置している

が、新大学における施設整備のスケジュー

ルに合わせて、見直しを行う。 

特に、工学部においては、中百舌鳥キャ

ンパスでの新棟と既存校舎の改修に伴い、

2024 年度（令和 6 年度）及び 2027年度

（令和 9 年度）までの間の各学科の移転の
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いる。1 階、2 階には授業関連図書、語学図

書等主に学生用図書、地下 1・2 階には、学

術雑誌のバックナンバー、研究用図書等を

配架している。貴重書庫には、大阪女子大

学（大阪府立大学の前身の１つ）の収蔵資

料を中心に、貴重書約 14,500 点を所蔵して

いる。定期的に企画展示や講演会などを開

催している。また、書籍は他キャンパスへ

の配送サービスも実施している。 

館内にはグループ研究室（学習室）5 室を

整備しているほか、自学自修を行えるスペ

ースとしてラーニングコモンズ（約 190

㎡）を設置し、プロジェクターなども整備

している。  

現行の総合図書館中百舌鳥の蔵書数は、

図書が約 63 万冊、学術雑誌が約 5,000 タイ

トルである。また、現在、中百舌鳥キャン

パス内に理系ジャーナルセンター、経済・

経営・法律系図書室、ヒューマンサイエン

ス系図書室の専門図書室を設置している

が、新大学における施設整備のスケジュー

ルに合わせて、見直しを行う。 

 新大学として設置する学域・学部・研究

科において必要な資料を十分に有し、中百

舌鳥キャンパスで学ぶ学生を中心に必要な

機能を有しており、必要に応じて蔵書構成
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タイミングにあわせて、既存の杉本キャン

パスに所蔵する工学関係の学生用図書等を

中心に必要なものを選別し、中百舌鳥ライ

ブラリーに適切に移設・整備する。 

このように新大学として設置する学域・

学部・研究科において必要な資料を十分に

有し、中百舌鳥キャンパスで学ぶ学生を中

心に必要な機能を有しており、必要に応じ

て蔵書構成の見直しを図り、学生・教員・

研究者などの利用に資するものとする。 

 

⑤ りんくうキャンパス（仮称・りんくうラ

イブラリー） 

（中略） 

 

⑥ 羽曳野キャンパス（仮称・羽曳野ライブ

ラリー/現：羽曳野図書センター） 

 羽曳野キャンパスには図書館（約 1,200

㎡）を設置し、179 席の閲覧席、約 17 万冊

の収容が可能な書架を備えている。看護学

及びリハビリテーション学関連の専門資料

の他、語学資料など、学生の自学自修を支

援する資料も整備し、図書館スペース内

に、グループ学習が可能なライブラリーラ

ウンジ、学習室なども整備している。 

現行の羽曳野図書センターの蔵書数は、

図書が約 13 万冊、学術雑誌が約 2,000 タイ

トルである。利用者が必要とする書籍・資

料は他キャンパスから取り寄せできるサー

ビスを実施している。新大学として必要な

書籍と機能を有しており、開学時からキャ

ンパス移転計画の移行期間までは看護・リ

ハビリテーション・栄養系の分野で学修す

る学部生・大学院生が中心に利用する。 

2025 年度（令和 7年度）には森之宮キャ

ンパスが新たに開設されることから、医学

部リハビリテーション学科に関係する学生

用図書は森之宮ライブラリーに順次移設す

る。 

の見直しを図り、学生・教員・研究者など

の利用に資するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ りんくうキャンパス（仮称・りんくうラ

イブラリー） 

（中略） 

 

⑥ 羽曳野キャンパス（仮称・羽曳野ライブ

ラリー/現：羽曳野図書センター） 

 羽曳野キャンパスには図書館（約 1,200

㎡）を設置し、179 席の閲覧席、約 17 万冊

の収容が可能な書架を備えている。看護学

及びリハビリテーション学関連の専門資料

の他、語学資料など、学生の自学自修を支

援する資料も整備し、図書館スペース内

に、グループ学習が可能なライブラリーラ

ウンジ、学習室なども整備している。 

現行の羽曳野図書センターの蔵書数は、

図書が約 13 万冊、学術雑誌が約 2,000 タイ

トルである。利用者が必要とする書籍・資

料は他キャンパスから取り寄せできるサー

ビスを実施している。新大学として必要な

書籍と機能を有しており、開学時からキャ

ンパス移転計画の移行期間までは看護・リ

ハビリテーション・栄養系の分野で学修す

る学部生・大学院生が中心に利用する。 
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また、同じく 2025 年度（令和 7 年度）に

阿倍野キャンパスには看護学部の新学舎が

建設されることから、看護系の学生用図書

は阿倍野ライブラリーに順次移設する。 

 

⑦ 梅田サテライト 

 

（後略） 

 

 

 

 

 

⑦ 梅田サテライト 

 

（後略） 
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（改善事項） 

 

（対応） 

「実習工場」は、大阪公立大学学則第 7 条に規定の教育研究施設として、中百舌鳥キャン

パスに設置する「生産技術センター」がある。 

また「寄宿舎」は、大阪公立大学学則第 46 条に定めた施設であり、現在、大阪府立大学

中百舌鳥キャンパス内に設置する「国際交流会館」及び大阪市立大学において保有する「国

際交流宿舎」（堺市北区東上野芝町 2 丁目 438）がある。 

 

（１）「実習工場」について 

大阪公立大学学則第 7 条に掲げる「実習工場」としている「生産技術センター」は、主

に、工学部の「機械工作実習」、「機械設計演習」及び「機械製作実習」などの機械工作に関

する教育や、同じく工学部の「機械工学卒業研究」をはじめとした教育研究を支援する施設

として活用する。 
建物の位置は、設置認可申請書の「校地校舎等の図面（３）校舎、運動場等の配置図・平

面図」（旧 7 ページ、新 9 ぺージ）に表示の「A8 棟」の建物に該当する。「A8 棟」として表

示していた点は「A8 棟（生産技術センター）」として修正して明記する。→別添【資料５】 

 

「生産技術センター」の建物の平面図は、「校地校舎等の図面」（旧 118 ページ・旧 388 ペ

ージ）に掲載しているとおりである。→別添【資料６】 

この平面図のとおり、「生産技術センター」には、機械工作室（539.22 ㎡）、ガラス工

作室（61 ㎡）、溶接室（112.40 ㎡）、手仕 上室（44.80㎡）、溶接室（112.40㎡）、NC

（Numerical Control）室（45.18 ㎡）、MC（Machining Center）室（67.22

㎡）、鋳造室（90.09 ㎡）、電熱工学 流動実験室（67.60 ㎡）、化学機械室

（134.84 ㎡）、材料試験室（134.84 ㎡）、工具室（67.20 ㎡）、印刷室（44.80

㎡）、講義室（89.60 ㎡）などが整備されている。 

 

 なお、中百舌鳥キャンパスの生産技術センターは、2024 年度に機能拡張のため、「(新)生

産技術センター(仮称)」を中百舌鳥キャンパスに建設予定にしている。10 月時点では建設

予定地及び平面図を図示できなかったが、現時点で計画の概要が定まったため、「（３）校

舎、運動場等の配置図・中百舌鳥キャンパス」（旧 7 ページ、新 9 ぺージ）に建設予定地の

位置を図示する。→別添【資料５】 

あわせて、この「(新)生産技術センター(仮称)」の「工事スケジュール」（旧 569 ページ、

新 583 ぺージ）及び「（５）申請時点で計画しているキャンパスの整備計画」の平面図（計

画図案）を他の新築学舎の図面に続けて追加する（新 631 ページ）。→別添【資料７】（上

段）＝工事スケジュール、別添【資料７】（下段）＝平面図(計画図案) 

 

15. 学則に「実習工場」や「寄宿舎」を置く旨が規定されているが、当該施設が設置され

ているのか、図面により説明すること。 
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（２）「寄宿舎」について 

大阪公立大学学則第 46 条に定めた「寄宿舎」としては、中百舌鳥キャンパスに設置する

「国際交流会館」及び大阪市立大学において保有する「国際交流宿舎」（堺市北区東上野芝

町２丁目４３８）がある。 

 

① 国際交流会館（中百舌鳥キャンパス）について 

中百舌鳥キャンパスに設置する「国際交流会館」の建物の位置は、設置認可申請書の「校

地校舎等の図面（３）校舎、運動場等の配置図・平面図」（旧 7 ページ）の「B17 棟」の建

物に該当する。「B17 棟」として表示していた点は「B17 棟 国際交流会館（寄宿舎）」として

修正して明記する。→別添【資料５】 

「国際交流会館」は、国際交流部門の事務所・交流エリアと宿舎エリアに分かれている。 

当該寄宿舎は、個室が 80 室あり、男女別に 4 室で 1 ユニット、計 20 ユニットが整備され

ている。留学生と日本人学生（レジデントサポーター）との共同生活を通じて多様な文化・価

値観を理解できる人材を育成することを目的としている。 

当該寄宿舎の平面図については、設置認可申請書類の「校地校舎等の図面」に「【その他】

寄宿舎等」として新たに項目を設けて追記する。→別添【資料８】 

 

② 国際交流宿舎（堺市北区東上野芝町 2 丁目 438）について 

現在、大阪市立大学に所属する留学生が主に利用している「国際交流宿舎」（寄宿舎）が

整備されている。当該寄宿舎は、堺市北区東上野芝町 2 丁目 438 に位置し、寄宿舎から杉本

キャンパスまでの所要時間は、JR 阪和線を用いて、徒歩・電車で約 27 分（直線距離で約

5km）と利便性の高い場所にある。また、現 大阪府立大学の中百舌鳥キャンパスまでは約

2.5km と自転車での移動が可能である。部屋数は、単身用 29 室（男性 14 室・女性 15 室）、

家族用 2 室がある。 

当該寄宿舎の平面図については、設置認可申請書類の「校地校舎等の図面」に「【その

他】寄宿舎等」として新たに項目を設けて追記する。→別添【資料９】 

 

なお、上記①・②の各寄宿舎は、いずれの施設も学術交流のために在日する外国人研究者

の宿舎としての機能も有している。 

 

③ ゲストハウス（杉本キャンパス）について 

その他の宿泊施設（寄宿舎等）として、杉本キャンパス内には、学術交流のために来日す

る外国人研究者等の宿泊用の一時的な宿泊施設として「ゲストハウス（寄宿舎等）」が整備

されている。当該施設は、杉本キャンパスの北東角に位置しており、個室19室、家族用2室

がある。利用期間は原則１年以内としている。施設の位置を「（３）校舎、運動場等の配置

図・杉本キャンパス」（旧6ページ、新8ぺージ）に新たに図示する。→別添【資料10】（1

ページ目） 

また、当該施設の平面図については、設置認可申請書類の「校地校舎等の図面」の「【そ

の他】寄宿舎等」として新たに項目を設けて追記する。→別添【資料10】（2ページ目）  
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（新旧対照表） 

校地校舎等の図面 

新 旧 

（図面－1 ページ） 

「校地校舎等の図面」 

目次 

（以下のページの追加に伴い、目次のペー

ジ数及び各ページのページ数の変更を行

う。） 

 

                           
（図面－8 ページ） 

（３）校舎、運動場等の配置図  

・杉本キャンパス 

（別添【資料８】のとおり、「ゲストハウス

（寄宿舎等）」を新たに図面に図示。） 

 

（図面－9 ページ） 

・中百舌鳥キャンパス 

 

「校地校舎等の図面」 

目次 

 
 
 
 
 
 
          

 
                          
（6 ページ） 

（３）校舎、運動場等の配置図 

・杉本キャンパス 

 

 

 

（7 ページ） 

・中百舌鳥キャンパス 

98



  

（別添【資料３】のとおり、「A8 棟（生産技

術センター）（実習工場）」、「(新)生産技術

センター(仮称)（実習工場）」、「B17棟（国

際交流会館）（寄宿舎）」を新たに図面に図

示。） 

 

（図面‐120 ページ、390 ページ） 

（４）校舎の平面図 

・A8 棟（生産技術センター） 

（別添【資料６】の平面図に、「（実習工

場）」の説明を追記。） 

 

（図面－571～582 ページ） 

・【その他】寄宿舎等 

（別添【資料８、９、10】のとおり、

「【その他】寄宿舎等」の項目を追加し、

「B17 棟（国際交流会館）（寄宿舎）」、「国

際交流宿舎（寄宿舎）」、「ゲストハウス

（寄宿舎等）」の平面図を新たに追加。） 

 

（図面－583 ページ） 

（５）申請時点で計画している各キャンパ

スの整備計画 

・工事スケジュール 

（別添【資料７】（上段）のとおり、中百

舌鳥キャンパスの 2024年度の整備計画

に、新施設「(新)生産技術センター（仮

称）（実習工場）」の工事スケジュールを

追加。） 

 

（図面－631 ページ） 

・中百舌鳥キャンパス整備計画・新築学舎

建設 

（別添【資料７】（下段）のとおり、中百

舌鳥キャンパスの 2024年度の整備計画に

「(新)生産技術センター（仮称）（実習工

場）」の平面図を追加。） 

 

 
                                            
（118 ページ、388 ページ） 

（４）校舎の平面図 

・A8 棟（生産技術センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（569 ページ） 

（５）申請時点で計画している各キャンパ

スの整備計画 

・工事スケジュール 

 

 

 

 

 

 

（611 ページ～） 

・中百舌鳥キャンパス整備計画・新築学舎

建設 
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（改善事項）全学、現代システム学域 環境社会システム学類 

 

（１）社会的・職業的自立に関する指導等及び体制に係る補足説明 

（対応） 

各学部等の設置の趣旨を記載した書類の「22 社会的・職業的自立に関する指導等及び体

制」に各種キャリア形成に係る取組と正課教育との関係について、追記した。 

 

＜現代システム科学域＞ 

（新旧対照表） 

現代システム科学域 設置の趣旨等を記載した書類 

16. キャリア教育について、以下の点を説明すること。 

（１）社会的・職業的自立に関する指導等及び体制の説明において、キャリア形成につい

ての説明があるが、各種キャリア形成に係る取組について、正課教育との関係で、どのよ

うな考え方、連動性に基づいて取り組んでいるのかを説明すること。 

（２）現代システム学域環境社会システム学類については、学際的な教育研究を行って、

持続可能な社会の担い手を育てるのであれば、卒業後の進路としては、一般的な民間企業

や公務員などのほか、新たな社会的サービスを提供するベンチャー事業の起業支援等、よ

り実践的なキャリア指導も必要と考えられるため、標準的なキャリア教育に加えて、何ら

かの取組を行うことを考えているのか説明すること。 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－78 ページ～） 

ア 教育課程内の取組について 

全学的なキャリア支援教育としては、国

際基幹教育機構が開講する総合教養科目の

中にキャリアデザイン科目群があり、次の

12 科目が設定されている。「現代社会におけ

るキャリアデザイン」「キャリアと実践」「国

際活動とキャリア」「大学でどう学ぶか」「現

代社会と大学」「市民・学生のための大学評

価論」「世界の大学と学生」「グローバル経営

論」「社会と会計」「国際ビジネス」「学びの

データから見る大学」「プレゼンテーション

技法」。現代システム科学域では、このキャ

リアデザイン科目のうち「現代社会における

キャリアデザイン」をすべての学類の履修モ

デルに配置し（知識情報システム学類は必

修、その他の学類は選択）、基礎的なキャリ

アデザイン教育を行う。また、学域共通科目

として「インターンシップを配置しており、

（51 ページ～） 

ア 教育課程内の取組について 
大学卒業以降のキャリア形成を見据え

て、総合教養科目の中に「現代社会におけ

るキャリアデザイン」等の 12 科目からなる

キャリアデザイン科目群を配置しており、

本学域においても全学生に受講を推奨す

る。また、本学域では、PBL コースを必修

としており、PBL コースの多くが大学外の

フィールドにおける社会実践活動を含んで

おり、卒業生が社会に出た後に活躍するフ

ィールドにおいて大学在学中から体験的に

学ぶことができるように取り組んでいく。 
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企業体験を通して自分のキャリアについて

考えさせる。 
また、現代システム科学域では、各学類の

教育課程（主専攻）とは別に、一つ以上の

PBL（Project-Based-Learning）プログラム

を修了することを卒業要件に課している。

PBL プログラムは、想定される就職先をイ

メージした 23 のテーマが設定されており、

テーマごとに 5 科目 10 単位から成る課程を

履修していく、いわば学域内副専攻である。

23 のプログラムはいずれの学類の学生も選

択することができ、多様な学生が一つのテー

マに沿って学びを進めて行き、プログラムの

最終科目と位置付けられる PBL 演習では、

協働して課題解決に取り組む。このような学

びを経験することにより、キャリア意識の醸

成を図る。 
さらに、環境社会システム学類の学類共

通科目である「環境社会システム学概論」

に在阪主要企業関係者等を招き、持続可能

な社会における企業の実践活動を講義す

る。それら企業関係者は現在開講中の講義

「環境学と社会科学への招待」にて長年に

わたり講義を依頼している関係にあり、そ

のネットワークをそのまま活用する。これ

までの講義でも最先端の技術のみならず、

新興ベンチャー企業との連携等の内容が含

まれており、1 年次といった早い段階でこ

うした企業最前線に動きに触れされること

でより実践的なキャリア指導を展開する。  
なお、未来デザインコース（FDC）を選

択した学生については、FDC 独自の PBL
演習を課し、将来のキャリアパスにつなが

る企業や NPO、団体などとの協働による課

題解決型の演習を行う計画となっており、

さらに実践的なキャリア教育となってい

る。 
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＜文学部＞ 

（新旧対照表） 

文学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－61 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 

 文学部では各学科が提供する科目とは別

に、学部共通専門科目（自由選択科目とし

て卒業要件単位に含まれる）を開設してい

る。その中でとくに以下の科目は、専門知

識にとどまらない、社会的・職業的自立の

能力の修得に結びついている。 

・「広報情報論Ａ」「広報情報論Ｂ」（それぞ

れが隔年開講） 

 広報・ＰＲに関する歴史および諸概念を

理解し、この分野に関心をもつ学生が、体

系的・学術的に理解を深めることを目的と

する。 

・「マス・コミュニケーション論Ａ」「マ

ス・コミュニケーション論Ｂ」（それぞれが

隔年開講） 

 マスメディアの役割について、過去から

現在までの新聞報道を中心に考える。その

なかで、報道対象となる時事問題や近現代

の歴史について学び、ジャーナリズムのあ

り方を探る。 

 以上は、外部講師を起用する科目であ

り、文学部学生の眼を社会に向けさせる絶

好の機会となる。その結果、マスコミ関

係、広報関係の進路を選ぶ学生が増えるこ

とが期待される。 

 

 

 

・「上方文化講座」「大阪の地域・文化実践

演習」 

（59 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 

 文学部では各学科が提供する科目とは別

に、学部共通専門科目（自由選択科目とし

て卒業要件単位に含まれる）を開設してい

る。その中でとくに以下の科目は、専門知

識にとどまらない、社会的・職業的自立の

能力の修得に結びついている。 

・「広報情報論Ａ」「広報情報論Ｂ」（それぞ

れが隔年開講） 

 広報・ＰＲに関する歴史および諸概念を

理解し、この分野に関心をもつ学生が、体

系的・学術的に理解を深めることを目的と

する。 

・「マス・コミュニケーション論Ａ」「マ

ス・コミュニケーション論Ｂ」（それぞれが

隔年開講） 

 マスメディアの役割について、過去から

現在までの新聞報道を中心に考える。その

なかで、報道対象となる時事問題や近現代

の歴史について学び、ジャーナリズムのあ

り方を探る。 

・「比較文化交流論」「国際都市社会論」（そ

れぞれが隔年開講） 

 これらの科目を一括して「インターナシ

ョナルスクール集中科目」と総称する。招

聘研究者の英語による授業と受講生の英語

でのディスカッションを通じて、国際的な

コミュニケーション能力の向上を図ってい

る。 

・「上方文化講座」「大阪の地域・文化実践

演習」 
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 前者は大阪の伝統芸能を第一線の専門家

と文学部教員との共同作業のなかで学んで

いく試みであり、後者は大阪の地域文化・

地域資源を再発見し、地域の活性化に資す

ることを目的としたものである。いずれも

本学が位置する地元・大阪の文化に焦点を

あてるものであり、生涯にわたって地域文

化ついての関心や教養を身に付けるための

出発点となる。 

 以上は、文学部で研究する「文化」を社

会の中に実装することの意義を文学部生に

気づかせ、文学部卒業生としてふさわしい

キャリア形成につなげることになる。芸能

関係の出版社、地域文化を考える公務員、

日本文化に造詣が深い教員などのキャリア

につながる。 

・「比較文化交流論」「国際都市社会論」（そ

れぞれが隔年開講） 

 これらの科目を一括して「インターナシ

ョナルスクール集中科目」と総称する。招

聘研究者の英語による授業と受講生の英語

でのディスカッションを通じて、国際的な

コミュニケーション能力の向上を図ってい

る。 

・「日本文化発信のための英語」 

 日本の文化、伝統、歴史などを英語で表

現できることを目指す。講義、リスニン

グ、ディスカッションなどを通して、実践

的な英語でのコミュニケーション能力を涵

養する。 

 以上の科目は、文学部で研究した知見を

国際的に発信する力を身に付けさせること

により、国際的なキャリア形成の基盤とな

る。商社、金融、など、人文学の素養を活

かしながら国際的に活躍できる職業への就

職を支援する。 

 

 前者は大阪の伝統芸能を第一線の専門家

と文学部教員との共同作業のなかで学んで

いく試みであり、後者は大阪の地域文化・

地域資源を再発見し、地域の活性化に資す

ることを目的としたものである。いずれも

本学が位置する地元・大阪の文化に焦点を

あてるものであり、生涯にわたって地域文

化ついての関心や教養を身につけるための

出発点となる。 

・「日本文化発信のための英語」 

 日本の文化、伝統、歴史などを英語で表

現できることを目指す。講義、リスニン

グ、ディスカッションなどを通して、実践

的な英語でのコミュニケーション能力を涵

養する。 
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＜法学部＞ 

（新旧対照表） 

法学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－26 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 

 キャリア教育に関係する科目としては、1

年次後期に、法曹実務のあり方を概観する

法曹実務入門を設ける。この科目は、大阪

市立大学法学部・大学院法学研究科のＯ

Ｂ・ＯＧが、各人が携わっている分野に関

する法曹実務の内容を講義することを通じ

て、学生が法曹に対する具体的なイメージ

をもつと同時に、法学を深く理解するため

の端緒を得ることを目的とする。この科目

では、通常の民事事件や刑事事件の実務を

紹介するだけでなく、企業内法務、知的財

産権、男女共同参画などに関する実務も紹

介する。このことにより、法律が社会の

様々な場面において用いられていることを

学生に理解させ、将来の進路形成すなわち

社会的・職業的自立を促す。 

それ以外には、キャリア教育に特化した

科目は設けない。しかし、上述のとおり、

本学部は、学生が自らの関心と将来計画に

基づく体系的な履修を実現できるように、

「司法コース」、「行政コース」、「企業・国

際コース」という 3 つのコースを設け、学

生に対して自らの希望進路に応じた履修の

ガイドラインを提供している。さらに、学

生には、１年次後期、具体的には 12 月ごろ

に３コースの説明会を開催し、いずれかの

コースへの登録を求めることにより、学生

に将来の進路を自覚させ、社会的・職業的

自立を促すとともに、その目的の達成に必

要な知識の習得を意識させる。 

（25 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 

 キャリア教育に関係する科目としては、1

年次後期に、法曹実務のあり方を概観する

法曹実務入門を設ける。 

それ以外には、キャリア教育については、

特に講義科目は設けない。しかし、3 コー

ス制の採用は、将来における社会的・職業

的自立に結びつくものであることを、入学

時のガイダンスで示す。 

 ロースクールが主催し、現役の弁護士が

実際の弁護士としての活動を紹介する｢ブリ

ッジ企画｣に学部学生の参加を認めることに

より、法曹三者の活動の魅力を伝える。 

 いくつかの専門演習において、刑務所・

少年院等への施設見学を行い、刑務官・法

務教官等の法に関連する職業の重要性を認

識させることを通して、将来のキャリア形

成につなげる。 
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 その他、金融商品取引法・知的財産法・

法曹発展科目（刑事法）を、大学院法曹養

成専攻の実務家教員や現役弁護士、証券取

引所職員が担当する。また、いくつかの専

門演習において、刑務所・少年院等への施

設見学を行う。これらの授業科目におい

て、法に関連する職業の重要性を認識させ

ることを通して、将来のキャリア形成につ

なげる。 

 なお、本学部の授業科目は、ディプロマ

ポリシーにある通り、「法学的および政治学

的観点から主体的に問題を発見し、解決す

る能力」、および「法学的および政治学的知

識を主体的に展開する能力、とりわけ、自

己の主張を論理的に構成し、表現する能

力」を身につけさせることを目的とする。

したがって、本学部は、学生が公務員、民

間企業、研究者、法曹といった多様な進路

のいずれを選択しても、直面する課題に果

敢に挑戦し、適切に対応できる「基礎的・

汎用的能力」を有する人材を育成すること

のできる授業科目を提供している。 

  

イ 教育課程外の取組について 

大阪市立大学法学部においては、専門演

習の学生の幹事から構成されるゼミ幹事会

を組織し、彼らが主体的に企画・開催する

講演会を、主に教員と学生・院生から構成

される研究・親睦団体である法学会が後援

することを通じ、将来的な社会的・職業的

自立を自覚的に考える機会としてきた。ま

た、学生のキャリア形成に資するよう、教

育課程外において教員と学生とが交流する

場も設けてきた。例えば、法学会が主催す

る「法学カフェ」を開催し、そこでの教員

と学生による交流を通して、学生のキャリ

ア形成の一助としてきた。 

その他、大阪市立大学法学研究科が主催

する大学院進学説明会を、法学政治学専

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 教育課程外の取組について 

大阪市立大学法学部においては、専門演

習の学生の幹事から構成されるゼミ幹事会

を組織し、彼らが主体的に企画・開催する

講演会を、主に教員と学生・院生から構成

される研究・親睦団体である法学会が後援

することを通じ、将来的な社会的・職業的

自立を自覚的に考える機会としてきた。ま

た、学生のキャリア形成に資するよう、教

育課程外において教員と学生とが交流する

場も設けてきた。例えば、法学会が主催す

る「法学カフェ」を開催し、そこでの教員

と学生による交流を通して、学生のキャリ

ア形成の一助としてきた。 
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＜経済学部＞ 

（新旧対照表） 

「経済学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

攻・法曹養成専攻のそれぞれについて毎年

開催し、学生の進路形成の機会を提供して

いる。法曹養成専攻が主催し、現役の弁護

士が実際の弁護士としての活動を紹介する

｢ブリッジ企画｣に、学部学生の参加を促す

ことにより、法曹三者の活動の魅力を伝え

ている。 

このような取組は大阪公立大学法学部に

おいても、上記の各組織とともに着実に継

承される。 

 

このような取組は大阪公立大学法学部にお

いても、上記の各組織とともに着実に継承

される。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－18 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 
そもそもキャリア教育は、学生の多くが

大学生活のなかで卒業後の自らの進路を見

極めたうえで民間企業の社員や公務員とし

て就職していく経済学部にとって、正課教

育から切り離すことのできない重要性を帯

びている。そのため本学部では先述のとお

り、カリキュラムのなかに「ジェネラル・

プラクティカル・エコノミスト」、「エコノ

ミック・データ・サイエンティスト」、「ポ

リシー・プランナー」、「リージョナル・ク

リエーター」、「グローバル・アナリスト」、

「ソーシャル・エコノミスト」、「マルチ・

ディシプリナリー・エコノミスト」といっ

た７種類の「プログラム」を設けて、１人

ひとりの学生が自らの卒業後の進路を意識

しながら本学部の応用科目を熟慮のうえで

選択し履修することを求めるようにしてい

る。 

（18 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 
 キャリア教育に関しては、基幹教育科目に

おける該当科目の履修を、上記「６‐イ」に

記した『履修ガイド』や新入生ガイダンスに

より学生に促す。そして、社会的・職業的

自立に関する指導は主として本学部の演習

科目を通じて、問題の解決を志向する能力

および態度を涵養することにより系統的に

実施する。 
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 上記のほか、本学および本学部ではキャ

リア教育について以下のような仕組みを設

けている。 

基幹教育科目の総合教養科目のなかに

は、12 の「キャリアデザイン科目」が用意

される。そして当学部は、総合教養科目の

中からの 10 単位以上の修得に加えて、基幹

教育科目全体から選択で 10 単位以上を習得

することを卒業の要件としている。加えて本

学部では、上記「６‐イ」に記した『履修ガ

イド』や新入生ガイダンスをとおして、「キ

ャリアデザイン科目」の履修を学生に促す

こととなる。 

また、社会的・職業的自立に関する指導

は主として本学部の専門科目におけるもろ

もろの演習（とくに「専門演習１」と「専

門演習２」）を通じて、問題の解決を志向す

る能力および態度を涵養することにより実

施する。 
以上のように本学部では、基幹教育科目

と専門教育科目の両方を通じて、学生に対

するキャリア教育とキャリア形成を系統的

かつ段階的に行なう。 
 
イ 教育課程外の取組について 
大阪公立大学・大阪公立大学院設置の趣旨

等を記載した書類参照。 
 
ウ 適切な体制の整備について 
 本学部におけるキャリア教育とキャリア

形成のさらなる充実に向けて、学部ＦＤ研

修会およびＳＤ研修会では、キャリア教育

の改善を重点的な主題のひとつとして掲げ

る。これにより、キャリア教育・キャリア

形成に対する教職員の関心を向上させる。 
 日本企業への就職を志望する外国人留学

生についてはとくに、新大学のキャリア支

援部門と連携して、就職活動をするうえで

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 教育課程外の取組について 
大阪公立大学・大阪公立大学院設置の趣旨

等を記載した書類参照。 
 
ウ 適切な体制の整備について 
 日本企業への就職を志望する外国人留学

生についてはとくに、新大学のキャリア支

援部門と連携して、就職活動をするうえで

の基本的な情報や要注意事項を伝えるため

のセミナーを実施する予定である。 
 

107



 

＜商学部＞ 

（新旧対照表） 

「商学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

の基本的な情報や要注意事項を伝えるため

のセミナーを実施する予定である。 
 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－25 ページ～） 

２２  社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア  教育課程内の取組について 

卒業後の進路である民間企業（営利組

織）のみならず、地方公共団体、NPO/NGO

などの非営利組織で活躍する人材、会計専

門職や研究者を育成するため、ビジネスの

言語と呼ばれる会計を学ぶ「会計基礎

論」・「経営学」・「経済学」を学科共通

基礎科目として必修科目に設定している。 

1･2 年次の学科共通専門科目の上に 3・4

年次の学科専門科目を積み上げることによ

り、それぞれの学生の興味関心や進路に合

わせたビジネスに関する知識を得ることが

でき、キャリア形成に役立つ。 

さらに、専門ゼミナールに 1・2 において

経営上の問題に対するより専門的な課題発

見能力と課題解決能力を身に付けることが

できる。 

提供科目としては、外部講師によって提

示された実社会の課題に対して解決策を提

示する「キャリアデザイン演習」、海外企

業・日本企業を訪問し、調査をおこなう

「海外プロジェクト・ゼミナール A・B」、

国際ビジネスパーソンとしての基本的な実

践能力を習得できる「ビジネス英語」があ

る。 

また、各講義に実務家をゲストスピーカーとし

ても招くケースもあり、専門ゼミナールでの企業

訪問や共同研究などがおこなわれている。 

（25 ページ～） 

２２  社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア  教育課程内の取組について 

提供科目としては、外部講師によって提示さ

れた実社会の課題に対して解決策を提示する

「キャリアデザイン演習」、海外企業・日本企業

を訪問し、調査をおこなう「海外プロジェクト・ゼ

ミナール A・B」、国際ビジネスパーソンとしての

基本的な実践能力を習得できる「ビジネス英

語」がある。 

また、各講義に実務家をゲストスピーカーとし

ても招くケースもあり、専門ゼミナールでの企業

訪問や共同研究などがおこなわれている。 
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＜理学部＞ 

（新旧対照表） 

「理学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－55 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及び

体制 

ア 教育課程内の取り組みについて 

 一般教育では、基幹教育科目の中に総合

教養科目「Ⅲ キャリアデザイン科目」として、

「現代社会におけるキャリアデザイン」、「キャリ

アと実践」、「国際活動とキャリア」、「大学でどう

学ぶか」、「現代社会と大学」、「市民・学生のた

めの大学評価論」、「世界の大学と学生」、「グロ

ーバル経営論」、「社会と会計」、「国際ビジネ

ス」、「学びのデータから見る大学」、「プレゼン

テーション技法」の１２科目が開講される。学生

はこれらの授業を受講することにより、大学卒業

後のキャリアを見越した大学での学修が可能と

なる。これらの科目は、理学部の学生にとっ

ても非常に有益であるので、各種のガイダ

ンスを通じて、履修を奨励する。 

また、キャリア形成に必要な能力の１つであ

る IT 能力は、１年生前期に必修科目「情報リテ

ラシー」をスタートとして、いろいろな授業にお

ける情報検索・レポート作成などを通して必要

な能力を身につける。さらに、「プログラミング入

門 B」を受講することにより、プログラミングの初

歩を身につけることができる。本学部の専門科

目でプログラミングの授業を設けてはいない

が、数値計算や実験結果の解析にプログラミン

グの能力は必須で、個々の授業を通して必要

な IT 能力を身につけさせる。 

 さらに、キャリア形成に必要な能力の１つであ

るコミュニケーション能力・プレゼンテーション能

力は、種々の演習や卒業研究・演習における

発表・討論を通して身につけさせる。 

 そして、実験や実習を通して「チームで働く

力」を身につけさせる。  

（54 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取り組みについて 

 一般教育では、基幹教育科目の中に総合教

養科目「Ⅲ キャリアデザイン科目」として、「現

代社会におけるキャリアデザイン」、「キャリアと

実践」、「国際活動とキャリア」、「大学でどう学

ぶか」、「現代社会と大学」、「市民・学生のため

の大学評価論」、「世界の大学と学生」、「グロー

バル経営論」、「社会と会計」、「国際ビジネ

ス」、「学びのデータから見る大学」、「プレゼン

テーション技法」の１２科目が開講される。学生

はこれらの授業を受講することにより、大学卒業

後のキャリアを見越した大学での学修が可能と

なる。 

  

 

また、キャリア形成に必要な能力の１つであ

る IT 能力は、１年生前期に必修科目「情報リテ

ラシー」をスタートとして、いろいろな授業にお

ける情報検索・レポート作成などを通して必要

な能力を身につける。さらに、「プログラミング入

門 B」を受講することにより、プログラミングの初

歩を身につけることができる。本学部の専門科

目でプログラミングの授業を設けてはいない

が、数値計算や実験結果の解析にプログラミン

グの能力は必須で、個々の授業を通して必要

な IT 能力を身につけさせる。 

 さらに、キャリア形成に必要な能力の１つであ

るコミュニケーション能力・プレゼンテーション能

力は、種々の演習や卒業研究・演習における

発表・討論を通して身につけさせる。 

 そして、実験や実習を通して「チームで働く

力」を身につけさせる。  
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＜工学部＞  

（新旧対照表） 

「工学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

 

イ 教育課程外の取り組みについて 

 大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の

趣旨等を記載した書類参照。なお、本学部に

は中学校・高等学校の教員免許状の取得を

目的として入学してくる学生が多いと予想

される。そのような学生に対して教職ガイ

ダンスなどの機会において、中学校・高等

学校の教員の採用状況や他の就職先等につ

いての情報提供を行う。 

 

ウ 適切な体制の整備について 

学生のキャリア形成のため、それぞれの学科

に就職委員を配置し、学部支援室に就職担当

事務を配置する。また、全学的な組織としてキ

ャリア支援部門が設置されており、キャリア支援

部門、学部支援室、教員が一体となって学生の

職業的自立を支援する体制を整備する。 

 

 

イ 教育課程外の取り組みについて 

 大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の

趣旨等を記載した書類参照 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 適切な体制の整備について 

学生のキャリア形成のため、それぞれの学科

に就職委員を配置し、学部支援室に就職担当

事務を配置する。また、全学的な組織としてキ

ャリア支援部門が設置されており、キャリア支援

部門、学部支援室、教員が一体となって学生の

職業的自立を支援する体制を整備する。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－180 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

（略） 

 

＜航空宇宙工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 航空宇宙工学科では、基幹教育科目及び

専門科目の履修を通じて、工学分野の技術

者、専門家、研究者としての自覚としての

倫理観・職業観を養うことを目的としたキ

ャリア教育を行う。 

 1 年次には、基幹教育科目で、「初年次ゼ

ミナール」を必修とし、他学部・他学科の

学生との議論を通して、大学における学び

（179 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

（略） 

 

＜航空宇宙工学科＞ 

キャリア教育の一環として、学部共通科

目では「工学倫理」（2 年・前期）、「エンジ

ニアのためのキャリアデザイン/経営論」（3

年・前期）、「エンジニアのための経済学」

（3 年・後期）を開講する。また、職業体

験を通じて企業現場などにおいて現実に生

起する諸問題を具体的に分析し、解決して

いく能力を育成することを目的として、「工

学部インターンシップ」（3 年・通年）を開

110



をより有効に定着させるスキルおよび将来

にわたって自己研鑽を継続する基礎技術を

身に付ける。さらに、必修科目「情報リテ

ラシー」を通して将来にわたって必要とな

る情報活用能力、情報倫理を養う。そし

て、専門科目では「航空宇宙工学基礎 1、

2」を必修とする。この科目では、基礎教育

科目と専門科目である航空宇宙工学の位置

付けと相互の関連性について理解を深める

とともに、航空宇宙工学教員による多様な

研究成果の紹介・解説を通して、社会にお

ける航空宇宙工学の位置付けを俯瞰する視

点を獲得させる。 

 2 年次には、学部共通科目の「工学倫

理」を必修として、工学に携わる技術者、

研究者としての倫理観・職業観を養う。ま

た、基礎教育科目の「プログラミング入門

A」を必修とし、さらに専門科目でも「航空

宇宙工学情報処理」を開講し、基礎から専

門に至る幅広い情報処理技術を身に付け

る。 

 3 年次には、学部共通科目として「エン

ジニアのためのキャリアデザイン/経営

論」、「エンジニアのための経済学」を開講

し、工学分野の技術者、専門家、研究者へ

のキャリア形成への考え方および倫理観・

職業観を養う。また、職業体験を通じて企

業現場における諸問題を具体的に分析し、

解決していく能力を育成することを目的と

して、「工学部インターンシップ」（通年）

を開講する。専門科目では、「航空宇宙工学

設計製図 1、2」、「航空宇宙工作実習」を通

して、「ものづくり」に直結する基礎技術を

身に付ける。また、「航空宇宙工学実験 1、

2」を通して専門家に必要な実験技術を身に

付ける。また、「エアロスペースエンジニア

リングセミナー」では英文専門書を読解す

る能力を身に付けることで、技術者・研究

者としてグローバルに活躍できる基礎能力

講する。それぞれの科目において、工学分

野の技術者、専門家、研究者としての自覚

としての倫理観・職業観を養うことを目的

としたキャリア教育を行う。 

 

ア 教育課程内の取組について 

専門科目のうち、F 群で 3 年次に配当する

「航空宇宙工学特殊講義 A、B」および 4 年

次に配当している「航空宇宙工学特殊講義

C」は、航空宇宙産業で活躍している外部講

師を招いて、航空宇宙産業における最先端

の知識を教授する講義である。この講義を

通して、ほかの専門科目を実際の現場でど

う役立てるかを学び、キャリア形成に結び

付ける。 

 

（中略） 
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を身に付ける。さらに、「航空宇宙工学特殊

講義 A、B」では、航空機・回転翼機・宇宙

機の設計開発や旅客機の運用といった宇宙

産業の幅広い分野で活躍している外部講師

を招いて、最先端の知識を教授する。これ

を通して、ほかの専門科目を実際の現場で

どう役立てるかを学び、キャリア形成に結

び付ける。 

 4 年次には、学部共通科目としての「環

境倫理」（前期）を開講し、環境問題に関す

る倫理教育を実践する。専門科目で開講す

る「航空宇宙工学特殊講義 C」では、外部

講師を招いて宇宙ビジネスに関する知識を

教授する。これにより、「職業としての宇

宙」に関する考え方を身に付ける。さら

に、「航空宇宙工学卒業研究 A、B」を通し

て、これまでに学んだ専門科目を活かした

問題解決能力および表現能力を育成し、技

術者・研究者としての能力を身に付ける。 

 

（中略） 

 

＜海洋システム工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 海洋システム工学科では、自立した社会

人・職業人として社会で活動するスキルを

身につけるため、「基幹教育科目」のうち

「初年次ゼミナール」（1 年次・前期：必

修）で大学での能動的な学びを有効に定着

させるためのアカデミックスキルを修得

し、与えられた課題に対する情報収集から

解法探索を行い、自分の考えを纏めて発表

するという科学的な問題解決手法の基礎を

学修する。「情報リテラシー」では、コンピ

ュータやネットワークの基礎的な知識や情

報倫理・セキュリティについて理解し、現

代の情報化社会に参画するのに必要な態度

を習得する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜海洋システム工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 専門科目のうち「工学部インターンシッ

プ」では、造船所をはじめとする企業にお

いて一定期間の実務体験実習を行い、キャ

リア形成の一助とする。 

 

（中略） 
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 専門科目では、「海洋システム工学概論」

（1 年次・前期：必修）において、准教授

以上のすべての専任教員が担当し、本学科

で学ぶ学問分野全般を俯瞰して理解し、そ

の基礎的な知識及びそこで使われる方法論

を修得する。さらに、この学問分野の最新

動向に触れることにより、造船・海洋産業

をはじめ社会における海洋システム工学の

役割を体系的に理解することによって、社

会的・職業的自立が図られるよう専門職業

人としての素養を身に付ける。「船舶海洋工

学プロジェクト 1」（１年次・後期：必修）

及び「船舶海洋工学プロジェクト 2」（2 年

次・前期：必修）では、海洋システム工学

の諸課題を解決するプロセスへの理解を深

め、プロジェクト課題をグループワークで

行うことによって問題設定やアイデアの整

理方法、スケジューリング、手法の選択、

実験、評価、改善方法の選択を通して総合

的な工学力を修得し、自立した専門職者と

して研鑽していく基盤を修得するための科

目と位置付ける。「海洋システム工学実験」

（3 年次・前期：必修）では、船舶海洋工

学に関する実験を通して減少を身近に再現

することによって基礎理論の理解を深める

とともに、実験計画、実験装置の製作、実

験の遂行、実験結果の解析、レポートのま

とめ、発表に至る一連の問題解決過程の作

業を体験し、社会的・職業的自立を促すよ

う工夫されている。「工学部インターンシッ

プ」（3 年次・通年：選択）では、造船所を

はじめとする企業において一定期間の実務

体験実習を行い、ものづくりの現場で発生

する諸問題に対してチームワークで解決す

る能力を身に付け、キャリア形成の一助と

する。 

 また、工学に携わる技術者・研究者とし

ての倫理観・職業観を養うため、学部共通

科目である「工学倫理」（3 年次・前期：必
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修）、「環境倫理」（3 年次・後期：必修）、

「エンジニアのためのキャリアデザイン／

経営論」（3 年次・前期：選択）について、

オムニバス形式での企業の実務担当者によ

る講義を行う。 

 これらの科目を通じて、卒業後の社会

的・職業的自立について学生が自ら考える

機会を提供する。 

（中略） 

 

＜機械工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

機械工学科では、工学の基礎に根ざした

学問の系統性と順次性を尊重して、基幹教

育科目と専門科目により構成される整合

性・一貫性を持つ体系化された教育課程を

編成する。 

 基幹教育科目の履修により、自然科学、

人文科学、社会科学を体系的に学修させ

て、社会的自立の基礎となる、教養豊かな

人間性と幅広い学修成果を身に付けさせ

る。特に初年次教育科目では、グループで

の自発的学習、プレゼンテーションでの自

己表現の経験、異なる視点との出会いによ

る自己の振り返り、他学生と教員の多様な

視点の交換などを通して、大学において必

要となる、能動的な学びの姿勢を身に付け

させる。また、基幹教育科目に含まれる基

礎教育科目の履修では、工学を学ぶために

必要な自然科学全般についての基盤的知識

を修得させるとともに、職業的自立の基礎

となる、生涯に亘る学びの基礎を築く。 

 機械工学科の専門科目では、まず 1 年に

おいて「機械工学概論」を必修として、基

礎教育科目や専門科目の位置付けと相互の

関連、目標と役割について、理解を深める

とともに、基礎教育科目と専門科目との両

方を学修する目的意識を持たせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜機械工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 1 年において、基礎教育科目や専門科目

の位置付けと相互の関連、目標と役割につ

いて理解を深めるため、機械工学科では

「機械工学概論」を必修とする。多数の事

例を紹介、解説して、社会における機械工

学の位置付けや、機械工学全般を俯瞰する

視点を獲得させる。 

 3 年においては、学部共通科目である

「工学倫理」と「環境倫理」を必修とす

る。工学に携わる技術者、研究者としての

倫理観・職業観を養う。また、「工学部イン

ターンシップ」も開講する。職業体験をと

おして、「ものづくり」等の現場で発生する

諸問題を具体的に分析し、解決する能力を

育成する。 

さらに 3 年において、機械工学科では「機

械エンジニアキャリアパス」を開講する。

機械工学の実践的な内容について、「ものづ

くり」の現場に近い技術者（または研究

者）が講義を行うことで、卒業後の進路を

具体的に考える機会を提供する。 

 

（中略） 
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また、機械工学に関連する多数の事例を紹

介、解説して、社会における機械工学の位

置付けを理解させ、機械工学を学修する目

的意識を持たせるとともに、機械工学全般

を俯瞰する視点を獲得させる。 

 3 年次においては、学部共通の専門科目

である「工学倫理」と「環境倫理」を必修

として、社会的・職業的自立の基礎とな

る、工学に携わる技術者、研究者としての

倫理観・職業観を養う。また、「工学部イン

ターンシップ」も開講する。職業体験を通

して、「ものづくり」等の現場で発生する諸

問題を具体的に分析し、解決する能力を育

成することで、社会的・職業的自立のため

の自己肯定感を高める。 

さらに 3 年次・後期は「機械エンジニア

キャリアパス」を開講する。機械工学の実

践的な内容について、「ものづくり」の現場

に近い技術者（または研究者）が講義を行

うことで、自己の社会的・職業的自立への

意識、意欲を高める。 

4 年次では、課題解決型プロジェクト学

習である「機械工学卒業研究 A」と「機械

工学卒業研究 B」を必修とし、機械工学を

基礎として社会的・職業的に自立するため

の能力を身に付けさせる。学生の履修状況

と素養、希望に応じて決定した複数教員の

指導のもとで、機械工学分野における最先

端の研究課題を創造的に解決させる。その

過程を通して創造能力を育成するととも

に、成果をまとめて発表させることによ

り、対話能力、自己表現能力を育成する。 

 

（中略） 

＜建築学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

建築学科では、基幹教育科目及び専門科

目の履修を通じて、工学分野の技術者、専

門家、研究者としての自覚としての倫理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建築学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 選択科目である 1 年次の建築プロジェク

トスタディの中では、先端的な課題と実社

会での取り組みについて学び、初年次から
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観・職業観を養うことを目的としたキャリ

ア教育を行う。 

 1 年次の「建築プロジェクトスタディ」

では、基礎教育科目と専門科目である建築

学との位置付けと相互の関連性について理

解を深めるとともに、建築学科教員による

主要な領域の研究成果の事例紹介と解説を

通して、社会における建築学の位置付けを

俯瞰する視点を獲得させ、学修の目標を意

識させる。「建築基礎製図」では、3 次元の

建築空間を 2 次元の建築図面で表現する建

築製図のルールを学び、建築の構成を理解

しつつ建築製図の技法を習得することを通

して、工学分野の専門家として必要な基礎

技術を身に付ける。 

 2 年次の「建築設計演習 1」では、小規模

で単純な建築設計の課題を通して、空間設

計を行う基礎訓練を行い、工学分野の専門

家として必要な空間デザインの基礎を身に

つける。 

 3 年次の「建築設計演習 2」では、「建築

設計演習 1」から一歩進んで、具体的な建

築設計を行うことを通して、幅広い建築設

計技術を身に付ける。「建築設計演習 3」で

は、「建築設計演習 2」をさらに発展させ、

やや複雑な課題内容で比較的規模の大きな

建築の計画・設計作業を行なうことを通し

て、諸問題を具体的に分析し、解決してい

く能力を育成する。 

 2〜3 年次においては「建築計画総論」、

「建築デザイン 1」、「建築環境工学入門」、

「建築構造力学序説」、「建築防災・防火

論」及び「建築材料学」を始めとする主要

3 領域の専門教育科目（選択必修科目およ

び各科目群科目）の履修により、建築に関

わる基本的専門能力ならびに専門知識に基

づいた論理的思考力を身につける。これら

を通じて、実務で発生する諸問題を具体的

に分析し、解決する能力を育成すること

のキャリア形成の導入を行う。3 年次の設

計演習では実務に携わる設計者も外部から

招き、実際の業務の一部を体験する中で実

務の責任と使命感を学ぶ場を設ける。 

 

（中略） 
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で、社会的・職業的自立のための自己肯定

感を高める。 

 4 年次の「建築設計演習 4」では、より実

務に近い状況を想定して実際のフィールド

を対象に、都市環境の改善に向けて都市デ

ザインから建築デザインにわたる設計案を

まとめることを通して、実務における諸問

題を具体的に分析し、解決していく能力を

育成する。卒業研究にあたっては、さらに

深く建築学の専門知識を追求するととも

に、自身で主体的に新しいテーマを見出し

ながら、指導教員や大学院学生との議論を

重ねることにより、課題を遂行していく総

合的能力を養う。以上を通じて、社会的・

職業的自立への意識と意欲を高める。 

 

（中略） 

 

＜都市学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 都市学科では、専門必修科目である 1 年

次の「都市学入門」の中では、ディスカッ

ション、発表、レポート執筆の方法などの

アカデミックスキルの習得を通じて、自身

の考えをまとめ、将来にわたって自己研鑽

を継続する基礎となる。また学習計画書の

作成を通じて自身のキャリア構築について

の長期的なプランニングを行う。また各教

員が取り組んでいる先端的な都市工学上の

課題と実社会での取り組みについて学びな

がら、初年次からのキャリア形成の導入を

行う。 

3 年次の専門選択科目である「学外実

習」では通常の企業説明に終始するインタ

ーンシップではなく、ゼネコン、コンサル

タント、設計事務所、建設メーカー、公務

員、公的研究機関などで実際の業務の一部

を 2～4 週間程度体験する中で実務の責任と

使命感を学ぶことになる。本講義では最後

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜都市学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 必修科目である 1 年次の都市学入門の中

では、先端的な都市工学上の課題と実社会

での取り組みについて学び、初年次からの

キャリア形成の導入を行う。3 年次の学外

実習では企業説明に終始するインターンシ

ップでなく、実際の業務の一部を 2～4 週間

程度体験する中で実務の責任と使命感を学

ぶ場を設ける。 

（中略） 
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に開催される半日程度の報告会（受講生以

外も出席できる）において、各実習先での

学びについて発表し、将来のキャリア形成

について感じたことなどを体験者の言葉を

通じて全員が共有するとともに、都市学科

の全教員からのフォローアップを受ける。 

3 年次の必修科目である「スマートシテ

ィ総合演習」では公務員、民間企業におい

て自然災害への対策、インフラの老朽化、

少子高齢社会、新生活スタイルへの適応、

資源・エネルギー問題、生物多様性の減少

といった都市の抱える先端的課題に取り組

まれている非常勤講師を招いて、問題の解

説と問題提起をしていただく。その後にワ

ークショップを行う中で、これまでの専門

科目で学んだ内容を総合化し、問題解決の

ための提案書を作成していく。こうした演

習を通じて現状の課題と学んだ知識との間

の橋渡しをすることで今後のキャリア形成

に必要なモチベーションを向上させるとと

もに、継続的な学習の目標を見出すことが

できる。 

（中略） 

 

＜電子物理工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 電子物理工学科では、基幹教育科目にお

いて、専門分野を習得するための基礎学力

の養成及び幅広い学問から高い教養と広い

視野を身に付けるために、「初年次ゼミナー

ル」、「情報リテラシー」、「総合教養科目」、

「健康・スポーツ科学科目」を設定する。 

国際社会において通用する語学力と表現能

力を身に付けるために、「外国語科目（英

語、初修外国語）」及び「電子物理工学英語

演習」(4 年次)を提供する。 

自然科学や数学の知識を広く一般的に得

るために、基礎教育科目（「線形代数」、「解

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜電子物理工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 学部共通科目である、工学倫理（3 年次

前期）、エンジニアのためのキャリアデザイ

ン／経営論（3 年次前期）について、オム

ニバス形式での企業の実務担当者による講

義を行う。研究開発・製造・営業等の様々

な企業活動の実態に触れさせることによ

り、卒業後の社会的・職業的な自立につい

て、学生自らに考える材料を提供する。 

 

（中略） 
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析学」、「応用数学」、「基礎物理学」など）

を設定する。 

科学技術的コミュニケーション能力、お

よび課題遂行能力を養うために、「基礎物理

学実験 1B」（1 年次・後期）、「応用物理学実

験」（2 年次・後期）を設定する。 

専門科目では、電子物理工学の専門知識

を習得するための科目を設定する。 

工学部の学部共通科目では、実務上の工

学的課題と電子物理工学の繋がりに対する

理解を深めるために、科学技術に関わる専

門職としての立場や責任、取るべき姿勢に

ついての講義である「工学倫理」（3 年次・

前期）、「環境倫理」（3 年次・後期）、「エン

ジニアのためのキャリアデザイン／経営

論」（3 年次・前期）について、オムニバス

形式での企業の実務担当者による講義を設

定する。最新のトピックに触れるための

「工学部インターンシップ」（3 年次・通

期）、「エンジニアのための経済学」（3 年

次・後期）、「特殊講義」（4 年次・前期）科

目を設定する。研究開発・製造・営業等の

様々な企業活動の実態に触れさせることに

より、卒業後の社会的・職業的な自立につ

いて、学生自らに考える材料を提供する。 

学科共通科目においては、電子物理工学

という分野に対する導入としての「電子物

理工学概論」（1 年次・前期、1 年次・後

期）、基礎教育科目を高度にした、「電磁気

学１A」（2 年次・前期）、「電磁気学演習」

（2 年次・後期）及び「電磁気学 2A」（2 年

次・後期）、「統計物理学１」（2 年次後

期）、「統計物理学演習」（3 年次・前期）及

び「統計物理学 2」（3 年次・前期）、を設定

する。さらに、特に現代の科学技術を支え

る学問的基盤である、「量子力学 1」（2 年

次・前期）、「量子力学演習」（2 年次・後

期）、「量子力学 2」（2 年次・後期）、「電気

回路学」（2 年次前期）及び「電気回路学演
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習」（2 年次・前期）、「アナログ電子回路

学」（2 年次・後期）、「解析力学」（2 年次・

前期）、「電子物理計測」（3 年次・前期）、

「制御工学」（3 年次・前期）に関する科目

を設定する 。 

電子物性コースにおいては、電子物性の

観点から電子物理工学のより深い専門知識

を修得させるために、上記に加えて「結晶

物理工学」（3 年次・前期）、「固体エレクト

ロニクス」（3 年次・前期）、「気体エレクト

ロニクス」（3 年次・前期）、「電磁波・光

学」（3 年次・前期）、「非線形力学」（3 年

次・後期）、「磁性・超伝導」（3 年次・後

期）、「集積回路デバイス」（3 年次・後

期）、「量子デバイス」（3 年次・後期）、「放

射光科学」（3 年次・後期）、「ナノエレクト

ロニクス」（4 年次・前期）、「光エレクトロ

ニクス」（4 年次・前期）に関する科目を設

定する。 

電子材料コースにおいては、電子材料の

観点から電子物理工学のより深い専門知識

を修得させるために、上記に加えて、「プロ

グラミング言語」（2 年次・後期）、「固体物

理学」（3 年次・前期）、「半導体工学」（3 年

次・前期）、「物理光学」（3 年次・前期）、

「電子材料学１」（3 年次・前期）、「電子材

料学 2」（3 年次・後期）、「計算物理学演

習」（3 年次・後期）、「磁性材料学」（3 年

次・後期)、「ディジタル電子回路学」（3 年

次・後期）、「量子エレクトロニクス」（3 年

次・後期）、「パワーエレクトロニクス A」

（3 年次・後期）、「電子計測学」（3 年次後

期）に関する科目を設定する。 

科学技術的コミュニケーション能力、お

よび課題遂行能力を養うために、電子物性

コースにおいて、「電子物理工学実験１」

（電子物性）（3 年次・前期）及び「電子物

理工学実験 2（電子物性）」（3 年次・後期）

を設定する。電子材料コースにおいて、「電
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子物理工学実験 1（電子材料）」（3 年次・前

期）及び「電子物理工学実験 2（電子材

料）」（3 年次・後期）を設定する。 

電子物理工学分野の未解決の課題に対し

て、複数の学問・技術を総合応用して解を

見つけ出すデザイン能力を養成するため

に、電子物性コースで「電子物理工学卒業

研究 A（電子物性）」（4 年次・前期）と「電

子物理工学卒業研究 B（電子物性）」（4 年

次・後期）を、電子材料コースで「電子物

理工学卒業研究 A」（電子材料）（4 年次・前

期）と「電子物理工学卒業研究 B（電子材

料）」（4 年次・後期）を、それぞれ設定す

る。3 年次前期・後期で各コースにおいて

提供される「電子物理工学実験 1」、「電子

物理工学実験 2」は、卒業研究を遂行する

ための基礎能力を養う科目として位置付け

られる。卒業研究にあたっては、さらに深

く電子物理工学の専門知識を追求するとと

もに、実験的・理論的技法も磨き、自身で

主体的に新しいテーマに関する研究に取り

組みつつ、指導教員や大学院学生との議論

を重ねながら課題を遂行していく総合的能

力を養う。以上により社会的・職業的自立

への意識と意欲を高める。 

 

（中略） 

 

＜情報工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

情報工学科では、キャリア教育の一環と

して、学部共通科目では、「工学倫理」（3

年・前期）、「エンジニアのためのキャリア

デザイン/経営論」（3 年次・前期）、「エン

ジニアのための経済学」（3 年次・後期）を

開講する。また、前掲のとおり、職業体験

を通じて企業現場などにおいて現実に生起

する諸問題を具体的に分析し、解決してい

く能力を育成することを目的として、「工学

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜情報工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

キャリア教育の一環として、学部共通科

目では、「工学倫理」（3 年・前期）、「エン

ジニアのためのキャリアデザイン/経営論」

（3 年・前期）、「エンジニアのための経済

学」（3 年・後期）を開講する。また、前掲

のとおり、職業体験を通じて企業現場など

において現実に生起する諸問題を具体的に

分析し、解決していく能力を育成すること

を目的として、「工学部インターンシップ」
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部インターンシップ」（3 年次・通年）を開

講する。さらに、学科独自の取組として、

学外から専門家を招聘し、情報工学に関す

る最先端の成果と課題に関する話題を集中

的に講義する「情報工学特殊講義」（4 年

次・前期）を開講する。それぞれの科目に

おいて、工学分野の技術者、専門家、研究

者の自覚としての倫理観・職業観を養うこ

とを目的としたキャリア教育を行う。 

また、生涯にわたる職業生活を実際のモ

デルを通じて学び、卒業研究のテーマにつ

なげることで、自らの具体的な進路選択と

専門教育への動機づけとなることを狙いと

した内容構成となっている。 

 

（中略） 

 

＜電気電子システム工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

電気電子システム工学科では、初年次に

おいて、基幹教育科目として総合教養科

目、情報リテラシー科目、外国語科目、健

康・スポーツ科学科目等を配置し、自然や

環境、社会や文化について幅広く豊かな知

識を身に付けさせることで、高い倫理観に

基づき社会的、歴史的視野から技術を評価

する能力の基礎を培う。 

また、「初年次ゼミナール」（1 年次・前

期）では、グループでの自発的学習を通し

て、生涯にわたるキャリア形成の基礎とな

る能動的な学びの姿勢を修得させる。基礎

教育科目を 1 年次から 2 年次にかけて配置

し、数学、物理学などの自然科学全般につ

いて知識を修得させ、工学を学ぶ基礎を築

く。「電気電子システム工学概論」（1 年

次・前期）を必修として、基礎教育科目と

専門科目の相互の関連や位置づけを理解さ

せるとともに、電気電子システム工学全体

（3 年次・通年）を開講する。それぞれの

科目において、工学分野の技術者、専門

家、研究者の自覚としての倫理観・職業観

を養うことを目的としたキャリア教育を行

う。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜電気電子システム工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 学部共通科目である「工学倫理」、「エン

ジニアのためのキャリアデザイン／経営

論」において、オムニバス形式で企業の実

務担当者による講義を行う。また、「工学部

インターンシップ」を開講する。研究開

発・製造・営業等の様々な企業活動の実態

に触れさせる機会を設けることにより、卒

業後の社会的・職業的な自立について、学

生自らに考える材料を提供する。 

 

（中略） 
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を俯瞰し、将来のキャリアについての視野

を明確にする。 

3 年次に開講される学部共通科目の「工

学倫理」、「エンジニアのためのキャリアデ

ザイン／経営論」はオムニバス形式で企業

の実務担当者による講義を行う。また、「工

学部インターンシップ」を開講する。研究

開発・製造・営業等の様々な企業活動の実

態に触れさせる機会を設けることにより、

工学分野の技術者、専門家、研究者として

の倫理観・職業観を養うとともに、卒業後

の社会的・職業的な自立について、学生自

らに考える材料を提供する。 

専門科目においては、電気工学、情報通

信工学、システム工学に関する講義科目を

バランスよく配置し、技術の進化が著しい

電気電子システム工学の分野で、ハードと

ソフトの両面についての独創的な発想の基

礎となる高度な専門知識を提供する。さら

に「電気電子システムプログラミング」、

「電気電子システム工学実験１・２」など

の演習・実験科目を必修とし、電気電子シ

ステム工学の技術者、研究者として、この

分野に関する様々な問題を正確に分析・評

価し、工学的に考察して問題解決を図るた

めに必要な創造性を培う。 

4 年次の「電気電子システム工学卒業研

究 A・B」（必修）では、教育課程の電気電

子システム工学に関する特定の研究テーマ

に対して、3 年次までに修得した専門知識

や知見を学生自らが統合的に生かし、自発

的に学習・研究することを通して、電気電

子システム工学分野の専門的知見、知的・

道徳的基礎能力、問題発見・解決能力、プ

レゼンテーション能力、国際社会で役立つ

技術者としての基礎能力を養うことによ

り、卒業後の進路にあわせて、社会的・職

業的に自立するための専門的能力、対話能

力、自己表現能力を育成する。 
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（中略） 

 

＜応用化学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

応用化学科においては、初年次において

は、基幹教育科目において、専門分野を習

得するための基礎学力の養成及び幅広い学

問から高い教養と広い視野を身に付けるた

めに、「初年次ゼミナール」、「情報リテラシ

ー」、「総合教養科目」、「健康・スポーツ科

学科目」などの履修を通じ、社会で活躍す

るための基礎的な知識・技能等を修得させ

る。 

また、応用化学とその周辺領域に関連す

る専門科目の位置付けと相互の関連、目標

と役割について理解を深めるために、1 年

次・前期の「応用化学概論」を必修科目と

して履修する。 

 3 年次・前期では、学部共通科目である

「工学倫理」を必修科目として履修し、工

学に携わる技術者、研究者としての倫理

観・職業観を養う。また、職業として工学

を実践した技術者・研究者の体験に基づく

講義を聴講し、キャリアデザインやアント

レプレナーシップに関する知識を修得する

ために「エンジニアのためのキャリアデザ

イン／経営論」も開講する。3 年次・後期

には、工学に携わる技術者、研究者の営み

が自然環境に与える影響を理解し、持続可

能な社会の実現に向けた倫理観を醸成する

ために「環境倫理」を開講する。職業体験

をとおして、「ものづくり」等の現場で発生

する諸問題を具体的に分析し、解決する能

力を育成するために、3 年通年開講科目と

して「工学部インターンシップ」を配当す

る。 

4 年次の「応用化学卒業研究 A・B」（必

修）では、研究を通して、研究計画の立て

 

 

 

＜応用化学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 1 年前期では、応用化学とその周辺領域

に関連する専門科目の位置付けと相互の関

連、目標と役割について理解を深めるため

に、「応用化学概論」を必修科目として履修

する。 

 3 年前期では、学部共通科目である「工

学倫理」を必修科目として履修し、工学に

携わる技術者、研究者としての倫理観・職

業観を養う。また、職業として工学を実践

した技術者・研究者の体験に基づく講義を

聴講し、キャリアデザインやアントレプレ

ナーシップに関する知識を修得するために

「エンジニアのためのキャリアデザイン／

経営論」も開講する。3 年後期には、工学

に携わる技術者、研究者の営みが自然環境

に与える影響を理解し、持続可能な社会の

実現に向けた倫理観を醸成するために「環

境倫理」を開講する。職業体験をとおし

て、「ものづくり」等の現場で発生する諸問

題を具体的に分析し、解決する能力を育成

するために、3 年通年開講科目として「工

学部インターンシップ」を配当する。 

 

（中略） 
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方や情報収集の方法を習得し、自ら研究を

実行し、研究結果の十分な考察、得られた

成果を論文にまとめる力や発表会でのプレ

ゼンテーション能力を培い、応用化学に関

する幅広い知識を習得し、技術者・研究者

としての総合的能力を身に付けることによ

り、卒業後の進路にあわせて、社会的・職

業的に自立するための能力、対話能力、自

己表現能力並びに専門性を身に付ける。 

 

（中略） 

 

＜化学工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

化学工学科では、1 年次において、基礎

教育科目や専門科目の位置付けと相互の関

連、目標と役割について理解を深めるた

め、また、学生の創造能力の育成を目的と

して、化学工学科では「化学工学序論」を

必修とする。多数の事例を紹介、解説し

て、社会における化学工学の位置付けや、

将来の進むべき方向性など化学工学全般を

俯瞰する視点を獲得させる。 

 2 年次においては、初年次の基幹教育科

目を中心とする教育で得られた基礎的で幅

広い学修成果を、3 年次以降の学科専門科

目履修に繋げることを目的として、専門学

科の導入と学生の創造能力の育成を目的と

して、「ケミカルエンジニアリングプラクテ

ィス」を必修とする。化学工学の導入的な

実験を行い、少人数にグループ分けし、化

学工学における問題設定、解決へ至るプロ

セスのデザインとその実行、得られた結果

の整理とプレゼンテーションなどを体験さ

せることにより、自発的な学習・問題解決

能力及び表現能力を育成するとともに、今

後の専門科目の勉学に対する目的意識を涵

養する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜化学工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 1 年次において、基礎教育科目や専門科

目の位置付けと相互の関連、目標と役割に

ついて理解を深めるため、また、学生の創

造能力の育成を目的として、化学工学科で

は「化学工学序論」を必修とする。多数の

事例を紹介、解説して、社会における化学

工学の位置付けや、将来の進むべき方向性

など化学工学全般を俯瞰する視点を獲得さ

せる。 

 2 年次において、初年次の基幹教育科目

を中心とする教育で得られた基礎的で幅広

い学修成果を、3 年次以降の学科専門科目

履修に繋げることを目的として、専門学科

の導入と学生の創造能力の育成を目的とし

て、「ケミカルエンジニアリングプラクティ

ス」を必修とする。化学工学の導入的な実

験を行い、少人数にグループ分けし、化学

工学における問題設定、解決へ至るプロセ

スのデザインとその実行、得られた結果の

整理とプレゼンテーションなどを体験させ

ることにより、自発的な学習・問題解決能

力及び表現能力を育成するとともに、今後

の専門科目の勉学に対する目的意識を涵養

する。 
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 3 年次においては、学部共通科目である

「工学倫理（必修）」、「環境倫理（選択）」

を開講する。工学に携わる技術者、研究者

としての倫理観・職業観を養う。また、「工

学部インターンシップ」も開講する。職業

体験をとおして、「ものづくり」等の現場で

発生する諸問題を具体的に分析し、解決す

る能力を育成する。 

さらに 3 年において、化学工学科では「化

工実験 2」を開講する。化学工学に関する

実験テーマに加えて機械工作実習を行うこ

とにより、切削加工や溶接、鋳造法、工作

物の測定などを実習し、各種機械加工法の

実際を学び、併せて安全管理の意識を高め

る。 

また、「化学工学特殊講義」を開講し、化

学工業の現状や化学工学という学問分野の

最先端と課題に触れることにより、最先端

の知識と製品の開発手法から問題解決能力

の実践方法を習得させる。化学工学の実践

的な内容について、「ものづくり」の現場に

近い技術者（または研究者）が講義を行う

ことで、卒業後の進路を具体的に考える機

会を提供する。 

（中略） 

 

＜マテリアル工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

マテリアル工学科では、初年次におい

て、基礎教育科目や専門科目の位置付けと

相互の関連、目標と役割について理解を深

めるため、マテリアル工学科では「マテリ

アル工学概論」（1 年次）を必修としてい

る。当該科目では、マテリアル工学教員に

よる多様な研究成果を紹介・解説して、社

会におけるマテリアル工学の位置付けや、

マテリアル工学全般を俯瞰する視点を獲得

させる。 

 3 年次においては、学部共通科目である

「工学倫理（必修）」、「環境倫理（選択）」

を開講する。工学に携わる技術者、研究者

としての倫理観・職業観を養う。また、「工

学部インターンシップ」も開講する。職業

体験をとおして、「ものづくり」等の現場で

発生する諸問題を具体的に分析し、解決す

る能力を育成する。 

さらに 3 年において、化学工学科では「化

工実験 2」を開講する。化学工学に関する

実験テーマに加えて機械工作実習を行うこ

とにより、切削加工や溶接、鋳造法、工作

物の測定などを実習し、各種機械加工法の

実際を学び、併せて安全管理の意識を高め

る。 

また、「化学工学特殊講義」を開講し、化

学工業の現状や化学工学という学問分野の

最先端と課題に触れることにより、最先端

の知識と製品の開発手法から問題解決能力

の実践方法を習得させる。化学工学の実践

的な内容について、「ものづくり」の現場に

近い技術者（または研究者）が講義を行う

ことで、卒業後の進路を具体的に考える機

会を提供する。 

（中略） 

 

＜マテリアル工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 1 年において、基礎教育科目や専門科目

の位置付けと相互の関連、目標と役割につ

いて理解を深めるため、マテリアル工学科

では「マテリアル工学概論」を必修とす

る。マテリアル工学教員による多様な研究

成果を紹介・解説して、社会におけるマテ

リアル工学の位置付けや、マテリアル工学

全般を俯瞰する視点を獲得させる。 

3 年においては、学部共通科目である「工

学倫理」を必修とする。工学に携わる技術

者、研究者としての倫理観・職業観を養

126



2 年次には、学部共通科目の「工学倫理」

を必修として、工学に携わる技術者、研究

者としての倫理観・職業観を養う。また、

導入科目の「無機化学序論」を開講し、将

来のマテリアル工学に関する技術者科学者

として必須の基礎知識を習得する。 

 3 年次においては、学部共通科目である

「工学倫理」を必修とする。工学に携わる

技術者、研究者としての倫理観・職業観を

養う。また、「工学部インターンシップ」も

開講し、実際の現場におけるマテリアル工

学の価値について学ぶ。 

さらに 3 年次では、「エンジニアのための経

済学」を開講する。専門性に加えて社会経

済におけるマテリアル工学の位置づけを学

ぶとともに、卒業後の進路を具体的に考え

る機会を提供する。 

4 年次の「マテリアル工学卒業研究 A・B」

（必修）では、研究を通して、研究、開発

における調査、実験、解析の手法、結果の

まとめ方、発表の技法について学ぶととも

に、マテリアル工学に関する幅広い知識を

習得し、技術者・研究者としての総合的能

力を身に付けることにより、卒業後の進路

にあわせて、社会的・職業的に自立するた

めの能力、対話能力、自己表現能力並びに

専門性を身に付ける。 

 

（中略） 

 

＜化学バイオ工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 化学バイオ工学科では、初年次において

は広範で多様な教養知識を習得し、自国な

らびに他国の文化・社会・経済を理解し、

物事を地球的・国際的規模から考える能力

を獲得するために、総合教養科目や外国語

科目を置き、大学での学びをより有効に定

着させるための基礎を学修する。総合教養

う。また、「工学部インターンシップ」も開

講し、実際の現場におけるマテリアル工学

の価値について学ぶ。 

さらに 3 年において、マテリアル工学科で

は「エンジニアのための経済学」を開講す

る。専門性に加えて社会経済におけるマテ

リアル工学の位置づけを学ぶとともに、卒

業後の進路を具体的に考える機会を提供す

る。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜化学バイオ工学科＞ 

ア 教育課程内の取組について 

 工学に携わる技術者・研究者としての倫

理観・職業観を養うため、学部共通科目で

ある、「工学倫理」（3 年次前期）、「環境倫

理」（3 年次後期）、「エンジニアのためのキ

ャリアデザイン／経営論」（3 年次前期）に

ついて、オムニバス形式での企業の実務担

当者による講義を行う。研究開発・製造・
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科目の中には、主に、基礎科目、主題科

目、キャリアデザイン科目が選定されてお

り、キャリアデザイン科目には学生の大学

での学びから現代社会におけるキャリアま

で多種多様に学ぶことができるように選択

科目とし、自身の社会的ならびに職業的自

立を果たすためのキャリアをどのように積

み上げるのかを考える機会を提供する。「初

年次ゼミナール」（1 年次・前期）では、大

学での能動的な学びを有効に定着させるた

めのアカデミックスキルを修得する。「情報

リテラシー」では、コンピュータやネット

ワークの基礎的な知識の習得だけでなく、

情報倫理やセキュリティについても理解

し、現代の情報化社会における情報活用能

力や情報倫理を養う。 

基礎教育科目では、工学に携わる技術

者・研究者に必要な工学基礎知識とその応

用能力を獲得し、専門科目の基礎となる知

識を習得するとともに、社会的・職業的自

立の基礎となる能力を培うことを目的に提

供する。 

2 年次においては、化学や生命科学を体

系的に理解させるために、「化学バイオ工学

論」（2 年次・前期）および「化学バイオ工

学演習」（2 年次・前期）を開講し、将来の

化学や生命科学の分野での技術者・研究者

として基礎とする。さらに、化学や生命科

学に関わる様々な基礎的な専門科目を提供

し、将来の化学や生命科学でのキャリアの

基礎とする。 

工学に携わる技術者・研究者としての倫

理観・職業観を養うため、学部共通科目で

ある、「工学倫理」（3 年次・前期）、「環境

倫理」（3 年次・後期）、「エンジニアのため

のキャリアデザイン／経営論」（3 年次・前

期）について、オムニバス形式での企業の

実務担当者による講義を行う。研究開発・

製造・営業等の様々な企業活動の実態に触

営業等の様々な企業活動の実態に触れさせ

ることにより、卒業後の社会的・職業的な

自立について、学生自らに考える材料を提

供する。また、「工学部インターンシップ」

（3 年次通年）も開講する。職業体験をと

おして、「ものづくり」等の現場で発生する

諸問題を具体的に分析し、解決する能力を

育成する。 

さらに、3 年次において、専門科目であ

る「展開バイオ工学」（3 年次後期）を開講

し、バイオ工学に関わる食品、医薬品、化

粧品、化成品を製造する企業での研究、商

品開発、生産について、より実践的な内容

を理解し、企業での研究開発・製造等の

様々な企業活動の実態に触れ、卒業後の進

路を具体的に考える機会を提供する。 
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＜農学部＞ 

（新旧対照表） 

農学部 設置の趣旨等を記載した書類 

れさせることにより、卒業後の社会的・職

業的な自立について、学生自らに考える材

料を提供する。また、「工学部インターンシ

ップ」（3 年次・通年）も開講する。職業体

験をとおして、「ものづくり」等の現場で発

生する諸問題を具体的に分析し、解決する

能力を育成する。 

さらに、3 年次において、化学や生命科

学の高度な専門科目を提供するが、学生が

履修内容の計画と立案を行い、高度な専門

知識の習得により、将来の化学や生命科学

の社会的・職業的自立を培う。その中でも

特に、専門科目である「展開バイオ工学」

（3 年次・後期）を開講し、バイオ工学に

関わる食品、医薬品、化粧品、化成品を製

造する企業での研究、商品開発、生産につ

いて、より実践的な内容を理解し、企業で

の研究開発・製造等の様々な企業活動の実

態に触れ、卒業後の進路を具体的に考える

機会を提供する。 

4 年次には、これまでに学修した化学や

生命科学の基礎から高度な専門知識を総合

して研究を進めるために化学バイオ工学卒

業研究を提供し、化学や生命科学の総合的

な問題解決能力を培うことで、卒業後の社

会的・職業的自立への意識・意欲を高め

る。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－54 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及び

体制 

ア 教育課程内の取組について 

（1）応用生物科学科 

（53 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及び

体制 

ア 教育課程内の取組について 

（1）応用生物科学科 
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 １年次前期に「初年次ゼミナール」（初年次

教育科目）を配置し、大学での学びをより有

効に定着させるためのアカデミックスキルを

学修することで、自身の専門分野だけでな

く、将来にわたって自己研鑽を継続する基礎

とする。 

総合教養科目の中に、キャリアデザイン科

目群（「現代社会におけるキャリアデザイン」

「キャリアと実践」など 12 科目）を配置し、

初年次のみならず、４年間を通じて受講可能

としている。当該科目群は、思考法、学び

方、社会との関わり、ビジネス計画に関わる

科目が含まれ、学生が社会的及び職業的自立

を図るために必要な能力を培うことができ

る。 

2・3 年次では、「フィールド実習 A、B」、

「応用生物学基礎実験 A、B、C」の 5 つの実

習・実験科目（学科専門科目）を配置し、専

門職業人として基礎的実験技術を身に付けさ

せる。3 年次に配置する実習科目「応用生物

科学インターンシップ」（学科専門科目）で、

企業、国あるいは地方公共団体の行政機関な

どにおいて職業体験を行う。就業体験を通じ

て、応用生物科学に関連する業務の内容を理

解するとともに、必要な能力を再認識させ、

大学での学びを深めることで、将来設計の動

機付けとする。さらに卒業後の進路を見据え

た高度な専門科目（学科専門科目）として、

実務経験豊富な外部講師による「バイオビジ

ネス論」、「バイオインダストリー論」を４年

次に配置し、専門職業人としての実践力を身

に付けた人材を養成する。 

 4 年次には必修科目として「応用生物科学

卒業研究」を配置し、10 研究室に 5名前後を

配属させ卒業研究を遂行する。卒業研究を遂

行する上で実験技術及び実験結果の解析技術

の修得に加えて、研究室内外の教員、大学院

生、学部生などとのコミュニケーションを通

じて、実験計画能力、論文作成能力及びプレ

 ３年次に配置する実習科目「応用生物科学

インターンシップ」（学科専門科目）で、企

業、国あるいは地方公共団体の行政機関など

において職業体験を行う。就業体験を通じ

て、応用生物科学に関連する業務の内容を理

解するとともに、必要な能力を再認識させ、

大学での学びを深めることで、将来設計の動

機付けとする。さらに卒業後の進路を見据え

た高度な専門科目（学科専門科目）として、

実務経験豊富な外部講師による「バイオビジ

ネス論」、「バイオインダストリー論」を４年

次に配置し、専門職業人としての実践力を身

に付けた人材を養成する。 

 ４年次には必修科目として「応用生物科学

卒業研究」を配置し、10 研究室に 5名前後を

配属させ卒業研究を遂行する。卒業研究を遂

行する上で実験技術及び実験結果の解析技術

の修得に加えて、研究室内外の教員、大学院

生、学部生などとのコミュニケーションを通

じて、実験計画能力、論文作成能力及びプレ

ゼンテーション能力あるいは研究倫理の向上

を図り、専門職業人としての社会における役

割や情報発信の重要性などを意識させる。 

 別図参照【資料 6-1 シラバス「応用生物科

学インターンシップ」】 
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ゼンテーション能力あるいは研究倫理の向上

を図り、専門職業人としての社会における役

割や情報発信の重要性などを意識させる。 

 別図参照【資料 6-1 シラバス「応用生物科

学インターンシップ」】 

 

（2）生命機能化学科 

 1 年次前期に「初年次ゼミナール」（初年次

教育科目）を配置し、大学での学びをより有

効に定着させるためのアカデミックスキルを

学修することで、自身の専門分野だけでな

く、将来にわたって自己研鑽を継続する基礎

とする。 

総合教養科目の中に、キャリアデザイン科

目群（「現代社会におけるキャリアデザイン」

「キャリアと実践」など 12 科目）を配置し、

初年次のみならず、4 年間を通じて受講可能

としている。当該科目群は、思考法、学び

方、社会との関わり、ビジネス計画に関わる

科目が含まれ、学生が社会的及び職業的自立

を図るために必要な能力を培うことができ

る。 

2・3 年次では、「生物有機化学実験」「生物

物理化学実験」「有機合成化学実験」「バイオ

インフォマティクス基礎実習」「生化学実験」

「発酵微生物学実験」「応用微生物学実験」

「食品化学実験」「分子生物学実験」の 9 つの

実験・実習科目（学科専門科目）を配置し、

専門職業人として基礎的実験技術を身に付け

させる。 

 3 年次に配置する実習科目「生命機能化学

インターンシップ」（学科専門科目）で、実習

先の企業・行政機関などの一員として正社員

と同様の仕事を体験する。この就業体験を通

じて、仕事の内容を理解するだけでなく、「社

会人としての仕事に対する心構えやマナーを

身に付ける」とともに、「大学において学ぶべ

きもの」を再認識させ、自身の将来設計につ

いて熟考させる。また、卒業後の進路を見据

 

 

 

 

 

 

（2）生命機能化学科 

 3 年次に配置する実習科目「生命機能化学

インターンシップ」（学科専門科目）で、実習

先の企業・行政機関などの一員として正社員

と同様の仕事を体験する。この就業体験を通

じて、仕事の内容を理解するだけでなく、「社

会人としての仕事に対する心構えやマナーを

身に付ける」とともに、「大学において学ぶべ

きもの」を再認識させ、自身の将来設計につ

いて熟考させる。また、卒業後の進路を見据

えた高度な専門科目（学科専門科目）とし

て、実務経験豊富な外部講師による「バイオ

ビジネス論」、「バイオインダストリー論」を

4 年次に配置し、専門職業人としての実践力

を身に付けた人材を養成する。 

 さらに、4年次には必修科目として「生命

機能化学卒業研究」を配置し、9 研究室に 6

名前後を配属させ卒業研究を遂行する。各自

の卒業研究を遂行する上で必要な実験技術及

び実験結果の解析技術を修得するだけではな

く、研究室内外の教員や学部生・大学院生と

のコミュニケーションを通じて、実験計画能

力、論文作成能力及びプレゼンテーション能

力の向上を図り、専門職業人としての社会に

おける役割や情報発信の重要性などを意識さ

せる。 

 別図参照【資料 6-2 シラバス「生命機能化

学インターンシップ」】 
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えた高度な専門科目（学科専門科目）とし

て、実務経験豊富な外部講師による「バイオ

ビジネス論」、「バイオインダストリー論」を

4 年次に配置し、専門職業人としての実践力

を身に付けた人材を養成する。 

 さらに、4年次には必修科目として「生命

機能化学卒業研究」を配置し、9 研究室に 6

名前後を配属させ卒業研究を遂行する。各自

の卒業研究を遂行する上で必要な実験技術及

び実験結果の解析技術を修得するだけではな

く、研究室内外の教員や学部生・大学院生と

のコミュニケーションを通じて、実験計画能

力、論文作成能力及びプレゼンテーション能

力の向上を図り、専門職業人としての社会に

おける役割や情報発信の重要性などを意識さ

せる。 

 別図参照【資料 6-2 シラバス「生命機能化

学インターンシップ」】 

 

（3）緑地環境科学科 

 1 年次前期に「初年次ゼミナール」（初年次

教育科目）を配置し、大学での学びをより有

効に定着させるためのアカデミックスキルを

学修することで、自身の専門分野だけでな

く、将来にわたって自己研鑽を継続する基礎

とする。 

総合教養科目の中に、キャリアデザイン科

目群（「現代社会におけるキャリアデザイン」

「キャリアと実践」など 12 科目）を配置し、

初年次のみならず、4 年間を通じて受講可能

としている。当該科目群は、思考法、学び

方、社会との関わり、ビジネス計画に関わる

科目が含まれ、学生が社会的及び職業的自立

を図るために必要な能力を培うことができ

る。 

4 年間を通じて、「緑地環境科学実習演習入

門 A、B」「緑地環境科学実習演習基礎 A、B」

「緑地環境科学実習演習応用 A、B」「測量学

実習」「里地里山管理学実習」の 8つの実験・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）緑地環境科学科 

 3 年次に配置する演習科目「緑地環境科学

インターンシップ」（学科専門科目）で、国ま

たは地方公共団体、研究機関、民間企業及び

団体の農学系、建設系、環境系の部署などの

実習先において、職業を体験する。この職業

体験を通じて、緑地環境科学に関わる専門職

業人としての仕事の内容を理解するだけでな

く、大学での学習と実務を結び付け、将来の

自己の職業適性について考え、高い職業意識

の育成を図る。 

 専任教員は、実務経験を有する者や企業と

の共同研究、国などの行政機関に設置されて

いる審議会などの行政委員の経験を有する者

などが配置される。こうした専任教員は、学

科専門科目の講義や実験・実習において、健

全な緑地環境の保全と創成に関わる先進的な

事例や社会で議論されている課題などを教材

として活用し、専門職業人としての実践力を

身に付けた人材を養成する。 
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実習科目（学科専門科目）を配置し、専門職

業人として基礎的実験技術を身に付けさせ

る。 

 3 年次に配置する演習科目「緑地環境科学

インターンシップ」（学科専門科目）で、国ま

たは地方公共団体、研究機関、民間企業及び

団体の農学系、建設系、環境系の部署などの

実習先において、職業を体験する。この職業

体験を通じて、緑地環境科学に関わる専門職

業人としての仕事の内容を理解するだけでな

く、大学での学習と実務を結び付け、将来の

自己の職業適性について考え、高い職業意識

の育成を図る。 

 専任教員は、実務経験を有する者や企業と

の共同研究、国などの行政機関に設置されて

いる審議会などの行政委員の経験を有する者

などが配置される。こうした専任教員は、学

科専門科目の講義や実験・実習において、健

全な緑地環境の保全と創成に関わる先進的な

事例や社会で議論されている課題などを教材

として活用し、専門職業人としての実践力を

身に付けた人材を養成する。 

 4 年次には必修科目として「緑地環境科学

卒業研究」を配置し、9研究室に 6名前後を

配属させ卒業研究を遂行する。研究室におい

て、指導教員のもとで各自が卒業研究のテー

マを決定し、各自が主体的にテーマに基づい

て調査、データ収集、結果の分析・解析、考

察を実践し、結論を導き、卒業研究を完成さ

せることで、専門職業人としてプロジェクト

を自主的、計画的に推進する能力を養成す

る。研究室での研究活動は、研究室内外の教

員や学部生・大学院生とのコミュニケーショ

ンを図ることができ、学生のプレゼンテーシ

ョン能力とともにコミュニケーション能力の

向上を図り、専門職業人として必要とされる

基礎力を身に付けさせる。 

 別図参照【資料 6-3 シラバス「緑地環境科

学インターンシップ」】 

 ４年次には必修科目として「緑地環境科学

卒業研究」を配置し、9研究室に 6名前後を

配属させ卒業研究を遂行する。研究室におい

て、指導教員のもとで各自が卒業研究のテー

マを決定し、各自が主体的にテーマに基づい

て調査、データ収集、結果の分析・解析、考

察を実践し、結論を導き、卒業研究を完成さ

せることで、専門職業人としてプロジェクト

を自主的、計画的に推進する能力を養成す

る。研究室での研究活動は、研究室内外の教

員や学部生・大学院生とのコミュニケーショ

ンを図ることができ、学生のプレゼンテーシ

ョン能力とともにコミュニケーション能力の

向上を図り、専門職業人として必要とされる

基礎力を身に付けさせる。 

 別図参照【資料 6-3 シラバス「緑地環境科

学インターンシップ」】 
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＜獣医学部＞ 

（新旧対照表） 

「獣医学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－30 ページ～） 

 本獣医学科では、4 年次前半までは「獣

医学教育モデル・コア・カリキュラム」を

順守した教育カリキュラムを採用する。そ

の後、卒業年次までにアドバンス教育とし

て、「産業動物診療実習」や「伴侶動物・夜

間救急獣医療実習」などの「欧州認証」に

対応した実践教育（実習等）を中心に配備

する。加えて獣医学研究者養成を目指した

3 年間の基盤的「研究カリキュラム」も、4

年次以降に配置する。 

獣医学教育モデル・コア・カリキュラム

は、「日本の多様な獣医師職域に対応すると

ともに世界標準となる獣医学教育を実践す

る」ことをキャッチフレーズとして 2018 年

に改定された。本獣医学科の必修専門科目

は、本モデル・コア・カリキュラムを順守

した内容となっており、必然的に多様な獣

医師職域へ対応する教育内容が担保される

形となっている。またモデル・コア・カリ

キュラムの習得を前提として、アドバンス

教育の習得へ進むことになるが、ここで

は、欧州認証に則った教育プログラムを必

修科目として展開し、OIE（国際獣疫事務

局）の「Day one competency」の理念に対

応した実践力の付与を目指している。 

「Day one competency」とは、大学にお

ける高度獣医学教育を修了した学生は、卒

後 1 日目から職業獣医師としての基礎的実

践能力を保持していなければならないとい

う理念である。その理念を範とした本獣医

学科の教育カリキュラムでは、4 年次後期

以降に必修科目として「と畜場実習」、「公

務員獣医師インターンシップ」、「生産獣医

（29 ページ～） 

 獣医学科のカリキュラムでは、獣医学教

育モデル・コア・カリキュラムを基に、さ

らに国際認証取得を目指した教育プログラ

ムを提供する。特に共用試験を課したのち

に展開する参加型実習群においては、イン

ターンシップを含め様々な実践教育科目が

配置されている。これらのカリキュラムを

受講することで、学生は社会的・職業的自

立に目覚め、卒業後早期に即戦力となる能

力を獲得することが期待される。 

獣医師の社会的責務と業務内容を学生へ周

知するために、1 年次の科目として「獣医

学概論」を必修科目として配置する。これ

により、初修教育・導入教育の中で獣医師

の社会的役割を理解し、その後の科目履修

に対する教育意欲・効果の向上を図る。ま

たインターンシップ科目を開講することに

より、獣医学の基幹的な能力を習得した上

で、改めて学修内容を社会へ還元させる意

義の確認と、モチベーション形成を図る。 
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＜医学部医学科＞ 

（新旧対照表） 

「医学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

療学実習」、「伴侶動物獣医療実習 A〜E」な

どを配置している。 

これらにより、学生のキャリア意識と能

力が醸成されるものと考えている。 

獣医師の職域の 1 つに「生命科学研究者」

が挙げられる。獣医学教育機関により養成

された質の高い生命科学研究者は、将来に

わたり質の高い獣医師養成に関与すること

が期待されるが、同時に彼らが異分野・関

連分野の研究に参入することで、日本の科

学技術全体の発展が期待される。 

本獣医学科ではこのような理念に基づ

き、「獣医学概論」、「獣医学体験演習」など

の科目により研究者が獣医師にとって重要

な職業選択肢であることを学ばせ、4 年次

からの研究室配属後は、3 年間にわたり基

礎的な研究能力付与のため「卒業研究」や

「獣医学演習」という研究能力開発のため

の教育プログラムを配置している。 

（資料 11「獣医学科のキャリア形成支援専

門科目配置状況」） 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－57 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制  

 

医学科 

ア 教育課程内の取り組みについて 

  

医師としての社会的・職業的自立を図る

ことを目的として、教育課程の学修段階に

沿って、以下の授業科目を設けている。 

 

（56 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制  

 

医学科 

ア 教育課程内の取り組みについて 

  

医師としての社会的・職業的自立を図る

ことを目的として、教育課程の学修段階に

沿って、以下の授業科目を設けている。 
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1 年生：基礎医学研究推進、早期臨床医学

入門、早期臨床実習 1 

2 年生：早期臨床実習 2、コミュニケーショ

ン 

3 年生：修業実習、早期臨床実習 3 

4 年生：外来型 CC（クリニカル・クラーク

シップ） 

5 年生：ユニット型 CC（クリニカル・クラ

ークシップ） 

6 年生：選択型 CC（クリニカル・クラーク

シップ） 

上記授業科目に基づき、以下のようにし

てキャリア形成を行う。 

医療においては臨床力だけではなく、基

礎研究等に裏付けられた科学的視点も欠か

すことができない。学年が進むと臨床実習

が中心となり、基礎研究に割ける時間が少

なくなるため、1 年次から「基礎医学研究

推進」を置き、基礎研究の重要性を理解す

る機会を提供する。また、3 年次に配置す

る「修業実習」では基礎系の各教室へ一定

期間所属させることで、担当教員の指導の

下で基礎医学・社会医学に関する研究に従

事してもらう。ここでは日常診療にあたる

医師にも期待される科学的な視点を身に着

けるとともに、課題発見、批判的検討、解

決方法の発見に必要な「科学的探究心」を

形成する。 

臨床現場での実習へと入る前に、1 年次

では「早期臨床医学入門」を配置し、チー

ム医療や医療連携、患者中心の医療に必要

な医師の素養に触れるとともに、実際の臨

床場面において必要とされる基礎医学との

関連を理解してもらう。 

なお、医師が直接診るのは疾病を持った

人間であり、医療は人と人が形成する人間

関係のなかで展開される。この人間関係の

在り方こそがコミュニケーションであり、

臨床現場において重要となるのは言うまで

1 年生：基礎医学研究推進、早期臨床医学

入門、早期臨床実習 1 

2 年生：早期臨床実習 2、コミュニケーショ

ン 

3 年生：修業実習、早期臨床実習 3 

4 年生：外来型 CC（クリニカル・クラーク

シップ） 

5 年生：ユニット型 CC（クリニカル・クラ

ークシップ） 

6 年生：選択型 CC（クリニカル・クラーク

シップ） 
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もない。このコミュニケーションの基本的

な知識と技能を取得するために、2 年次に

おいて「コミュニケーション」を配置す

る。 

身につけた医療知識が 4 年次以降の臨床

実習へとシームレスに結びつくためにも、1

～3 年において「早期臨床実習 1」、「早期臨

床実習 2」、「早期臨床実習 3」を配置する。

ただ臨床現場の空気を感じさせるのではな

く、実際に看護師や医師、そして初診患者

に帯同し、患者の環境や立場を理解しても

らうとともに、患者の立場で物事を考えら

れる医師として今後何をなすべきかを自覚

させる。 

 修得した知識・技術を臨床の現場で実践

するとともに、実践的なコミュニケーショ

ン能力を養成するために、段階的に臨床実

習を配置する。4 年次に配置する外来型 CC

では外来診療を行っている現場において実

際の患者を相手に診療業務を行い、医療面

接スキル、診療記録の作成技能、プレゼン

テーション能力を育成する。 

 4～5 年次に配置するユニット型 CC は、

卒後に医師としての第一歩を踏み出せるた

めに設置するものである。各診療科を 5 つ

のユニットに大別し、それぞれのユニット

に 8 週間ずつ配属させることで、幅広い分

野での深く豊かな実習経験を積ませる。こ

こでは実際に診療チームの一員となって診

療業務を分担するとともに、これまで修得

した知識が実際の医療現場でどのように生

かされているのかを実感してもらう。 

 さらに、5～6 年次に配置する選択型 CC

では、大学病院を含めた実習先において 20

週間、学生が最初に患者を診ることを基本

とした臨床実習を行う。特定の症状だけを

専門的に診るのではなく、一般的かつ多種

多様な疾患に数多く接することで、プライ

マリケアの重点的な修得を目指す。 
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＜医学部リハビリテーション学科＞ 

（新旧対照表） 

「医学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

このように、正課教育そのものに基づいて

医師に必要なキャリア形成を段階的に図っ

ていき、卒後すぐに一人前の医師としてス

タートを切れるようにする。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－58 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

（略） 

 

リハビリテーション学科 

ア 教育課程内の取り組みについて 

      

教育課程を通じて、社会的・職業的自立

を図るため、学修段階に沿って、専攻ごと

に以下の授業科目を設けている。 

1 年次に設定する科目では、理学療法士お

よび作業療法士になる動機づけを明確にす

る早期暴露体験を通じて、大学での学びを

より有効に定着させる。 

2 年次における臨床実習科目では、理学

療法および作業療法の具体的なイメージを

形成させ、自らの社会的・職業的自立を果

たすためのキャリアプラン考察の機会を提

供する。 

3 年次では、専門知識と技術の患者・障

害者への適用を通じて、将来の職業人像を

より具体化させ、専門分野への興味関心を

深めると同時に、職業選択の意識を強化す

る。 

4 年次の実習科目では、急性期から在

宅、地域における理学療法士・作業療法士

の職業的専門性と社会的意義を理解できる

（56 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

（略） 

 

リハビリテーション学科 

ア 教育課程内の取り組みについて 

      

教育課程を通じて、社会的・職業的自立

を図るため、学修段階に沿って、専攻ごと

に以下の授業科目を設けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

138



 

＜看護学部＞ 

「看護学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

現場での学修機会を提供し、社会・職業へ

の円滑な移行を図る。 

 

理学療法学専攻 

1 年生：理学療法早期体験実習 

2 年生：理学療法臨床実習 1 

3 年生：理学療法臨床実習 2、地域理学療法 

臨床実習 

4 年生：理学療法臨床実習 3、理学療法臨床 

実習 4、在宅リハビリテーション 

実習 

 

作業療法学専攻 

1 年生：作業療法臨床実習 1 

2 年生：作業療法臨床実習 2 

3 年生：作業療法臨床実習 3、地域作業療法 

臨床実習 1 

4 年生：作業療法臨床実習 4、地域作業療法 

臨床実習 

 

 

 

理学療法学専攻 

1 年生：理学療法早期体験実習 

2 年生：理学療法臨床実習 1 

3 年生：理学療法臨床実習 2、地域理学療法 

臨床実習 

4 年生：理学療法臨床実習 3、理学療法臨床

実習 4、在宅リハビリテーション

実習 

 

作業療法学専攻 

1 年生：作業療法臨床実習 1 

2 年生：作業療法臨床実習 2 

3 年生：作業療法臨床実習 3、地域作業療法 

臨床実習 1 

4 年生：作業療法臨床実習 4、地域作業療法 

臨床実習 2 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－42 ページ～） 

22．社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア.教育課程内の取組について 

社会的・職業的自立を支援するために、1

年次では基幹教育科目として初年次基礎科

目、情報リテラシー科目、外国語科目、総

合教養科目などを配置し、情報収集・分析

力、論理的思考力、創造力、自己表現力を

培い、社会に貢献するための豊かな感性と

倫理的態度を醸成する。 

入学当初より職業的アイデンティティを

高めるため、1 年次に「看護学概論」（必

修・2 単位）を配置し、看護の概念と役

割、及び専門職としての倫理観を養う教育

（41 ページ～） 

22．社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア.教育課程内の取組について 

 

 

 

 

 

 

 

入学当初より職業的アイデンティティを

高めるため、1 年次に「看護学概論」（必

修・2 単位）を配置し、看護の概念と役

割、及び専門職としての倫理観を養う教育
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を展開する。また看護専門職を目指す者と

しての動機付けの強化を図るため、1 年次

より「早期体験実習」（必修・1 単位）にお

いて看護職が活躍する多様な場を体験する

ことを通して、看護の学修や人としての成

長のための学修へのモチベーション向上を

図る。また、2 年次から 4 年次にかけて、

「成人看護学基盤論」「老年看護学基盤論」

「ウィメンズヘルス看護学基盤論」「在宅看

護学基盤論」「地域看護学基盤論」「小児看

護学基盤論」「精神看護学基盤論」の基盤看

護学科目により看護の理論、理念、倫理、

役割機能などを学修し、実践看護学科目、

ケアデータ科学科目、生体行動ケア科学科

目として各看護学の支援論や演習、臨地実

習を配置し、看護専門職に必要な論理的思

考力、課題対応能力、人間関係形成力、看

護実践力、自己理解・自己管理能力を育成

する。多様な臨地実習科目を配置すること

により、自らの適正を主体的・意欲的に判

断し将来のキャリア選択に向けた動機付け

を支援する。さらに 3 年次から 4 年次にお

いて「看護管理学」「国際看護論」「看護教

育学」等 11 科目に渡るキャリア発展科目を

配置し、看護の多様性を学ぶことを通し

て、看護職としての将来像を描き自らのキ

ャリア形成を考えられるよう支援する。 

 

イ.教育課程外の取組について 

看護学部においては就職委員会を設置

し、学生の就職支援及び看護師国家試験対

策を実施する。就職委員会において毎年度

の年間計画を立案し、キャリアビジョンが

明確になりつつある時期の 3 年次・4 年次

に就職ガイダンス、保健・医療・福祉機関

の就職説明会等を開催し、学生の就職活動

を支援する。また、入学当初から看護師国

家試験への意識を高めるよう指導し、学生

主体での模擬試験の計画と実施を行い、結

を展開する。また看護専門職を目指す者と

しての動機付けの強化を図るため、1 年次

より「早期体験実習」（必修・1 単位）にお

いて看護職が活躍する多様な場を体験する

ことを通して、看護の学修や人としての成

長のための学修へのモチベーション向上を

図る。また 3 年次から 4 年次において「看

護管理学」「国際看護論」「看護教育学」等

11 科目に渡るキャリア発展科目を配置し、

看護の多様性を学ぶことを通して、看護職

としての将来像を描き自らのキャリア形成

を考えられるよう支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ.教育課程外の取組について 

看護学部においては就職委員会を設置

し、学生の就職支援及び看護師国家試験対

策を実施する。就職委員会において毎年度

の年間計画を立案し、就職ガイダンス、保

健・医療・福祉機関の就職説明会等を開催

し、学生の就職活動を支援する。また、入

学当初から看護師国家試験への意識を高め

るよう指導し、学生主体での模擬試験の計

画と実施を行い、結果の分析と学生へのフ

ィードバック等を計画的に行う。 
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＜生活科学部＞ 

「生活科学部 設置の趣旨等を記載した書類」 

果の分析と学生へのフィードバック等を計

画的に行う。 

この他、全学的な取り組みについては、

大阪公立大学・大学院設置の趣旨等を記載

した書類参照。 

 

この他、全学的な取り組みについては、

大阪公立大学・大学院設置の趣旨等を記載

した書類参照。 

 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－57 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及び

体制 

ア 教育課程内の取組について 

食栄養学科、居住環境学科、人間福祉学

科とも専門職の国家資格につながるカリキ

ュラムを展開することから、教育課程内に

おいて社会的・職業的自立に関する内容の

講義が行われている。また、実習は、実際

の社会・職場の中で教育を受ける機会を提

供するものであり、実習指導者と連携のも

と自立に関する指導を行っている。  

食栄養学科では、将来のキャリア、具体

的には、官公庁における公衆衛生・公衆栄

養施策の立案実践の場から学校や病院での

個人・集団に対する栄養教育、企業におけ

る新たな食品素材や商品開発、食の安全確

保、さらには食・栄養科学研究を含む生命

科学研究まで幅広いニーズに対応できる基

礎的能力を培うことを目的にしている。学

生には、管理栄養士養成課程に課せられた

必修科目を履修させるとともに、自らの学

修意欲と興味や関心、キャリアデザインに

応じて、食品栄養学分野および実践栄養学

分野における技術者・研究者・実践者を養

成するモデルコースを設置し、専門基礎分

野、専門分野において、食栄養学分野の専

門性を、さらに履修モデルコースにより先

進性の一層高い授業、実習を提供するな

（55 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及び

体制 

ア 教育課程内の取組について 

食栄養学科、居住環境学科、人間福祉学

科とも専門職の国家資格につながるカリキ

ュラムを展開することから、教育課程内に

おいて社会的・職業的自立に関する内容の

講義が行われている。また、実習は、実際

の社会・職場の中で教育を受ける機会を提

供するものであり、実習指導者と連携のも

と自立に関する指導を行っている。 
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ど、キャリア形成と正課教育との連動性を

確保している。また、3 年次前期選択科目

に「キャリア形成論」を設置し、それぞれ

の分野のエキスパートを非常勤講師として

招聘し、それぞれのキャリアパスを意識付

けし、プロフェッションの修得意識を高め

ることを企図している。 

 居住環境学科では、卒業後に居住環境学

分野の研究者、官公庁の建築関係専門職

員、住宅や建設関連分野の企業などに就職

することを想定した教育や指導を行ってい

る。当学科が提供する科目を取得して卒業

することにより、国家資格である一級建築

士の受験資格が得られる。設計製図科目で

は、建築士試験の製図試験に対応可能な知

識、技能を養成している。正課教育や卒業

研究の指導を通して、社会的・職業的自立

に必要となる、自ら居住環境に関する問題

を見出し解決する能力を養成している。 

 人間福祉学科では、将来のキャリアとし

て心理および福祉専門職、地方自治体の行

政職、福祉などの生活関連企業を想定して

いる。人間福祉学科の正課教育のカリキュ

ラム自体が、公認心理師、社会福祉士など

の国家資格取得に対応しており、専門職と

してのキャリア形成と不可分の関係であ

る。人間福祉学科としては、専門職資格養

成のみを目的としておらず、心理および福

祉に加えて、家族、社会、経済、保健医療

といった生活基盤に関連した科目を配置

し、地域の福祉計画やまちづくりを担う地

方自治体でのキャリア形成、あるいは、超

高齢社会における生活ニーズを充足するた

めの商品開発や各種サービスを担う民間企

業でのキャリア形成につながるよう工夫し

ている。また、キャリア形成に関する指導

体制としては、専門職資格養成のための実

習教育が直接的なキャリア形成に向けた指

導の場になっている。 
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（２）現代システム学域環境社会システム学類におけるキャリア教育について 

（対応） 

 環境社会システム学類の学域共通科目である「環境社会システム学概論」では、在阪主要

企業関係者等を招き、持続可能な社会における企業の実践活動を講義する。それら企業関係

者は、現在開講中の講義「環境学と社会科学への招待」にて長年にわたり講義を依頼してい

る関係にあり、そのネットワークをそのまま活用する。 

大阪府立大学現代システム科学域の環境システム学類では、これまでの講義でも最先端の

技術のみならず、新興ベンチャー企業との連携等の内容が含まれており、1 年次といった早

い段階でこうした企業最前線に動きに触れされることでより実践的なキャリア指導を展開す

る。また、未来デザインコース（FDC）を選択した学生については、FDC 独自の PBL 演習を

課し、将来のキャリアパスにつながる企業や NPO、団体などとの協働による課題解決型の演

習を行う計画となっており、さらに実践的なキャリア教育となっている。 

 

現代システム科学域 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－78 ページ～） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 

全学的なキャリア支援教育としては、国

際基幹教育機構が開講する総合教養科目の

中にキャリアデザイン科目群があり、次の

12 科目が設定されている。「現代社会にお

けるキャリアデザイン」「キャリアと実践」

「国際活動とキャリア」「大学でどう学ぶ

か」「現代社会と大学」「市民・学生のため

の大学評価論」「世界の大学と学生」「グロ

ーバル経営論」「社会と会計」「国際ビジネ

ス」「学びのデータから見る大学」「プレゼ

ンテーション技法」。現代システム科学域で

は、このキャリアデザイン科目のうち「現

代社会におけるキャリアデザイン」をすべ

ての学類の履修モデルに配置し（知識情報

システム学類は必修、その他の学類は選

択）、基礎的なキャリアデザイン教育を行

う。また、学域共通科目として「インター

ンシップを配置しており、企業体験を通し

て自分のキャリアについて考えさせる。 

（51 ページ） 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及

び体制 

ア 教育課程内の取組について 

大学卒業以降のキャリア形成を見据え

て、総合教養科目の中に「現代社会におけ

るキャリアデザイン」等の 12 科目からなる

キャリアデザイン科目群を配置しており、

本学域においても全学生に受講を推奨す

る。また、本学域では、PBL コースを必修

としており、PBL コースの多くが大学外の

フィールドにおける社会実践活動を含んで

おり、卒業生が社会に出た後に活躍するフ

ィールドにおいて大学在学中から体験的に

学ぶことができるように取り組んでいく。 
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また、現代システム科学域では、各学類

の教育課程（主専攻）とは別に、一つ以上

の PBL（Project-Based-Learning）プログ

ラムを修了することを卒業要件に課してい

る。PBL プログラムは、想定される就職先

をイメージした 23 のテーマが設定されてお

り、テーマごとに 5 科目 10 単位から成る課

程を履修していく、いわば学域内副専攻で

ある。23 のプログラムはいずれの学類の学

生も選択することができ、多様な学生が一

つのテーマに沿って学びを進めて行き、プ

ログラムの最終科目と位置付けられる PBL

演習では、協働して課題解決に取り組む。

このような学びを経験することにより、キ

ャリア意識の醸成を図る。 

さらに、環境社会システム学類の学類共

通科目である「環境社会システム学概論」

に在阪主要企業関係者等を招き、持続可能

な社会における企業の実践活動を講義す

る。それら企業関係者は現在開講中の講義

「環境学と社会科学への招待」にて長年に

わたり講義を依頼している関係にあり、そ

のネットワークをそのまま活用する。これ

までの講義でも最先端の技術のみならず、

新興ベンチャー企業との連携等の内容が含

まれており、1 年次といった早い段階でこ

うした企業最前線に動きに触れされること

でより実践的なキャリア指導を展開する。

なお、未来デザインコース（FDC）を選択し

た学生については、FDC 独自の PBL 演習を

課し、将来のキャリアパスにつながる企業

や NPO、団体などとの協働による課題解決

型の演習を行う計画となっており、さらに

実践的なキャリア教育となっている。 
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（是正事項）情報学研究科基幹情報学専攻（Ｍ）（Ｄ）、学際情報学専攻（Ｍ）（Ｄ）、工学研 

究科機械系専攻（Ｍ）、電子物理系専攻（Ｍ）看護学研究科看護学専攻（Ｍ） 

 

（対応） 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」について、全ての研究科の各専攻における前期

課程と後期課程ごとに、確実に入学者を確保できることが客観的な根拠に基づいて説明され

ているかを確認した。その結果、情報学研究科、工学研究科 機械系専攻 及び 電子物理系

専攻（博士前期課程）、看護学研究科 看護学専攻（博士前期課程）について、無条件で「進

学したい」と回答した数が設定している定員を充足していなかった。 

 

 

17. 大学院の各研究科等の学生確保の見通しについて、例えば、情報学研究科において

は、企業や学生からのアンケート結果が示されているが、「前期課程の入学の意向につい

ては、『進学したい』と回答した回答者は 63 人」、「『条件が整えば進学したい』と回答し

た回答者は 65 人」、「『将来的に進学したい』と回答した回答者は９人」とし、「博士課程

前期の入学定員である 90 人に対して、約 1.52倍の入学意向を確保しているといえる」と

されているが、無条件で「進学をしたい」という人数は 63 人であり、前期課程の 90 人に

は達していない。同様に博士後期課程についても、入学定員 15 名に対して、「『進学をし

たい』と回答した回答者は 14 人」となっているため、確実に入学者を確保できることを

客観的な根拠に基づく説明となっていない。また、２つの専攻を設置する計画であるとこ

ろ、両専攻をまとめて説明されているが、各専攻の前期課程と後期課程のそれぞれの入学

定員を充足できることの説明として不十分となっている。他の研究科の説明についても同

様の記載が見受けられるため、大学院のすべての研究科等について、入学定員を充足でき

ることの説明が不十分なものについて、客観的なデータに基づいて改めて明確にするこ

と。（大学院共通） 

 

研究科 課程 専攻 定員 

無条件で 

進学したい 

回答数 

再集計 

結果 

現代システム

科学研究科 

前期 現代システム科学専攻 40 63 － 

後期 現代システム科学専攻 10 21 － 

文学研究科 前期 哲学歴史学専攻 14 47 － 

  人間行動学専攻 16 45 － 

  言語文化学専攻 18 39 － 

  文化構想学専攻 12 37 － 

 後期 哲学歴史学専攻 5 25 － 

  人間行動学専攻 6 13 － 

  言語文化学専攻 6 16 － 

  文化構想学専攻 4 17 － 
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法学研究科 前期 法学政治学専攻 8 26 － 

 後期 法学政治学専攻 4 25 － 

 専門職 法曹養成専攻 30 38 － 

経済学研究科 前期 経済学専攻 28 47 － 

 後期 経済学専攻 4 23 － 

経営学研究科 前期 グローバルビジネス専攻 20 49 － 

 後期 グローバルビジネス専攻 6 10 － 

情報学研究科 前期 基幹情報学専攻 65 
63 

130 

  学際情報学専攻 25 77 

 後期 基幹情報学専攻 10 
14 

17 

  学際情報学専攻 6 16 

理学研究科 前期 数学専攻 21 39 － 

  物理学専攻 55 106 － 

  化学専攻 60 132 － 

  生物学専攻 26 89 － 

  地球学専攻 15 34 － 

  生物化学専攻 23 99 － 

 後期 数学専攻 4 22 － 

  物理学専攻 10 68 － 

  化学専攻 10 76 － 

  生物学専攻 5 59 － 

  地球学専攻 3 21 － 

  生物化学専攻 3 60 － 

工学研究科 前期 航空宇宙海洋系専攻 35 131 － 

  機械系専攻 86 85 109 

  都市系専攻 54 97 － 

  電子物理系専攻 80 66 91 

  電気電子系専攻 45 79 － 

  物質化学生命系専攻 145 177 － 

  量子放射線系専攻 7 39 － 

 後期 航空宇宙海洋系専攻 4 88 － 

  機械系専攻 8 60 － 

  都市系専攻 6 79 － 

  電子物理系専攻 8 51 － 

  電気電子系専攻 5 50 － 

  物質化学生命系専攻 19 107 － 

  量子放射線系専攻 3 41 － 
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これらの研究科について、次のとおりの対応を行った結果、確実に入学者を確保できるこ

とが客観的な根拠に基づいて説明することができることとなったため、これらの結果をもっ

て「学生の確保の見通し等を記載した書類」を更新する。 

なお、本審査意見を踏まえ、改めて意向調査を実施した研究科においては、当該研究科に

進学すると考えられる学生を対象として実施した。 

 

１．情報学研究科 

・ 博士前期課程及び博士後期課程、専攻ごとに意向調査を改めて実施した。実施にあたっ

ては、前回の意向調査において定まっていなかった各種制度（修学支援等）等について丁

寧な説明を行った。その結果、博士前期課程の基幹情報学専攻で計 130 名、学際情報学専

攻で計 77 名、博士後期課程の基幹情報学専攻で計 17 名、学際情報学専攻で計 16 名から

進学したいとの回答が得られた。 

これにより、情報学研究科における博士前期課程及び博士後期課程の各専攻において設

定している定員を充足する客観的な根拠が得られた。 

 

２．工学研究科 

・ ｢学生の確保の見通し等を記載した書類」に係るアンケート調査の締切以降に回答があっ

た 92 件について確認したところ、締切までの回答と合わせて機械系専攻では計 109 名、

電子物理系専攻では計 91 名から進学したいとの回答が得られた。 

農学研究科 前期 応用生物科学専攻 25 54 － 

  生命機能化学専攻 30 51 － 

  緑地環境科学専攻 20 43 － 

 後期 応用生物科学専攻 3 14 － 

  生命機能化学専攻 4 15 － 

  緑地環境科学専攻 3 11 － 

獣医学研究科 博士 獣医学専攻 13 24 － 

医学研究科 修士 医科学専攻 12 34 － 

 博士 基礎医科学専攻 20 32 － 

  臨床医科学専攻 50 74 － 

リハビリテー

ション学研究

科 

前期 リハビリテーション学専攻 15 38 － 

後期 リハビリテーション学専攻 5 30 － 

看護学研究科 前期 看護学専攻 50 36 99 

 後期 看護学専攻 10 21 － 

生活科学研究

科 
前期 生活科学専攻 58 94 

－ 

 後期 生活科学専攻 10 29 － 
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これにより、工学研究科における機械系専攻の定員 86 名、電子物理系専攻の定員 80 名

を充足する客観的な根拠ができた。 

 

３．看護学研究科 看護学専攻 

・ 博士前期課程の意向調査を改めて実施した。実施にあたっては、前回の意向調査におい 

て定まっていなかった各種制度（修学支援等）等について丁寧な説明を行った。その結果、

99 名から進学したいとの回答が得られた。 

これにより、看護学研究科博士前期課程の定員 50 名を充足する客観的な根拠ができた。 
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（その他）全学 

 

（対応） 

 設置認可申請書類に誤記や不備について改めて点検した結果、「設置の趣旨等を記載した

書類」等に誤記や不備があっため、下記のとおり修正する。 

 

（新旧対照表） 

１．学部等 

国際基幹教育機構 

教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－７ページ） 

道徳指導論 

 

※国際基幹教育機構をはじめ各学部等の以

下、関連書類の項目を修正 

・教育課程等の概要 授業科目名 

・教員の氏名等 担当授業科目の欄 

 

（（補正前）教育課程－７ページ） 

道徳教育論 

  

 

 

 

 

教員名簿（教員の氏名等） 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－37 ページ） 

調書番号 1380 伊井 直比呂 

月額基本給の欄を記載 

 

（（補正後）教員氏名－58 ページ） 

調書番号 1725 吉田 敦彦 

月額基本給の欄を記載 

 

（（補正後）教員氏名－25 ページ） 

調書番号 835 蔡 凱 

 年間開講数 （削除） 

 

（（補正後）教員氏名－26 ページ） 

調書番号 864 中島 重義 

 年間開講数 （削除） 

（（補正前）教員氏名－155 ページ） 

調書番号 1380 伊井 直比呂 

月額基本給の欄が未記載 

 

（（補正前）教員氏名－179 ページ） 

調書番号 1725 吉田 敦彦 

月額基本給の欄が未記載 

 

（（補正前）教員氏名－97 ページ） 

調書番号 835 蔡 凱 

 年間開講数 1 

 

（（補正前）教員氏名-100 ページ） 

調書番号 864 中島 重義 

 年間開講数 1 

設置認可申請書類に誤記や不備があるため再度確認を行い、修正した。 
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（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

調書番号【1】 秋庭 裕 

 専任等区分：兼担 

 職位：教授 

氏名：アキバ ユタカ 秋庭 裕 

就任年月：＜令和 4 年 4 月＞ 

 保有学位等：博士（人間科学） 

 担当授業科目の名称：共生社会と宗教 

 配当年次：1 前・後 

 担当単位数：2 

 年間開講数：1 

 現職（就任年月）：大阪府立大学現代シス

テム科学域教授（平 6.4） 

 

 

 

現代システム科学域 

【現代システム科学域（共通）】 

基本計画書 

 

教育課程等の概要 

新 旧 

道徳指導論 

教育方法論 

道徳教育論 

教育方法学 

現代システム科学域 設置の趣旨等を記載した書類  

新 旧 

（基本計画書－15 ページ） 

既設大学等の状況 

地域保健学域 教育福祉学類 

 備考欄 ※3 年次編入は、令和 4 年度から

学生募集停止 

※上記の修正に伴い、大阪公立大学大学院の

基本計画書を同様に修正する。 

 

別添 同一設置者内における変更状況 

（基本計画書－21 ページ） 

 （3 年次編入学は令和 4 年 4 月学生募集停

止） 

 

（22 ページ） 

 

地域保健学域 看護学類 

 備考欄  

 

 

 

 

 

（4 ページ） 

（3 年次編入学は令和 6 年 4 月学生募集停

止） 
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新 旧 

ウ 専任教員の年齢構成 

50 代 助教 0 名 

ウ 専任教員の年齢構成 

50 代 助教 1 名 

 
専任教員の年齢構成・学位保有状況 

新 旧 

知識情報システム学類 

50～59 歳 

  准教授 

   博士 4 人 

   修士 1 人 

 

環境社会システム学類 

 60～64 歳 

  教授 

   博士 6 人 

   修士 0 人 

知識情報システム学類 

50～59 歳 

  准教授 

   博士 3 人 

   修士 2 人 

 

環境社会システム学類 

 60～64 歳 

  教授 

   博士 5 人 

   修士 1 人 

 
【知識情報システム学類】 
教員名簿 

新 旧 

（（補正後）教員氏名-11 ページ） 

調書番号 136 

 兼任 講師 中尾 元紀 

（10 ページ） 

調書番号 136 

 兼任 講師 杉木（長谷川）志帆 

 

 

（森之宮キャンパス） 

 

（教員を削除） 

 

（教員を削除） 

 

※「2 以上の校地において教育を行う場合の

それぞれの校地ごとの教員の勤務状況」から

も削除する。 

（12 ページ） 

（森之宮キャンパス） 

調書番号 28① 

兼担 教授 伊井 直比呂 

調書番号 63① 

兼担 教授 吉田 敦彦 

 

 
 
 
【環境社会システム学類】 
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授業科目の概要（別記様式第２号（その３の１） 

新 旧 

（授業概要-17 ページ） 

【異文化理解】の内容説明について 

「講義する」 

（9 ページ） 

 

「抗議する」 

 
教員名簿 

新 旧 

（（補正後）教員氏名-10 ページ） 

調書番号 111 

 兼任 講師 中尾 元紀 

（9 ページ） 

調書番号 111 

 兼任 講師 杉木（長谷川）志帆 

 

 

（森之宮キャンパス） 

 

（教員を削除） 

 

（教員を削除） 

 

※「2 以上の校地において教育を行う場合の

それぞれの校地ごとの教員の勤務状況」から

も削除する。 

（13 ページ） 

（森之宮キャンパス） 

調書番号 36① 

兼担 教授 伊井 直比呂 

調書番号 64① 

兼担 教授 吉田 敦彦 

 

 
2 以上の校地において教育を行う場合のそれぞれの校地ごとの教員の勤務状況 

新 旧 

 

 

（教員を削除） 

 

（教員を削除） 

 

（教員を削除） 

 （1 ページ） 

調書番号 1① 

専任 教授 青木 賜鶴子 

調書番号 12① 

専任 教授 相田 洋明 

調書番号 19① 

専任 教授 宮脇 幸生 

 
【教育福祉学類】 
教員名簿 

新 旧 

（（補正後）教員氏名-12 ページ） 

調書番号 148 

 兼任 講師 中尾 元紀 

（11 ページ） 

調書番号 148 

 兼任 講師 杉木（長谷川）志帆 
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（森之宮キャンパス） 

 

（教員を削除） 

 

（教員を削除） 

 

※「2 以上の校地において教育を行う場合の

それぞれの校地ごとの教員の勤務状況」から

も削除する。 

（12 ページ） 

（森之宮キャンパス） 

調書番号 1① 

兼担 教授 伊井 直比呂 

調書番号 9① 

兼担 教授 吉田 敦彦 

 

 
【心理学類】 
教員名簿 

新 旧 

（（補正後）教員氏名-11 ページ） 

調書番号 123 

 兼任 講師 中尾 元紀 

（10 ページ） 

調書番号 123 

 兼任 講師 杉木（長谷川）志帆 

 

（森之宮キャンパス） 

 

（教員を削除） 

 

（教員を削除） 

 

※「2 以上の校地において教育を行う場合の

それぞれの校地ごとの教員の勤務状況」から

も削除する。 

（12 ページ） 

（森之宮キャンパス） 

調書番号 17① 

兼担 教授 伊井 直比呂 

調書番号 57① 

兼担 教授 吉田 敦彦 

 

 
 
［教職課程認定申請の修正］ 
 設置申請書類提出時において、取得可能と記載していた教員免許のうち、次に記載の免許

種については、教職課程認定基準における審査基準である学科等の目的・性格と免許状との

相当関係が不十分であると判断したため、令和 3 年 3 月の教職課程認定申請では申請しない

こととした。 

これに伴い、これら免許種に係る記載内容や、以下の科目について各種申請書類から削除

する。（※詳細については、各種書類参照） 

 

【知識情報システム学類】  

設置の趣旨等を記載した書類_９ 取得可能な資格（37 ページ） 
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〇中学校教諭一種免許状（数学）（国家資格） 

〇高等学校教諭一種免許状（数学）（国家資格）を削除。 

 

下記の各種書類から「数学科教育法 1A」「数学科教育法 1B」「数学科教育法 2A」「数学科教

育法 2B」を削除。 

・教育課程等の概要 

・授業科目の概要 

・設置の趣旨等 

・名簿（教員） 

 

【環境社会システム学類】 

設置の趣旨等を記載した書類_９ 取得可能な資格（37 ページ） 

〇高等学校教諭一種免許状（地理歴史）（国家資格）を削除。 

 

【教育福祉学類】 

設置の趣旨等を記載した書類_９ 取得可能な資格（38 ページ） 

〇高等学校教諭一種免許状（福祉）（国家資格） 

〇高等学校教諭一種免許状（地理歴史）（国家資格）を削除。 

 

【心理学類】  

設置の趣旨等を記載した書類_９ 取得可能な資格（38 ページ） 

〇中学校教諭一種免許状（社会）（国家資格）を削除。 

 

また、下記の各種書類から「日本史概説」「外国史」「地理学基礎」「自然地理学」「社会科教

育法（地歴分野）1A」「社会科教育法（地歴分野）2A」を削除。 

・教育課程等の概要 

・授業科目の概要 

・設置の趣旨等 

 

なお、心理学類において削除する「日本史概説」「外国史」「地理学基礎」「自然地理学」「社

会科教育法（地歴分野）1A」「社会科教育法（地歴分野）2A」については、FDC コースの学生

に対して提供する必要があるため、教育課程等の概要においては科目区分〈資格系専門科目〉

にこれらの科目を記載し、教員名簿については、そのまま記載する。 

また、教育福祉学類においては、教職課程認定申請の事前相談において、中学校教諭一種

免許状（社会）の「教科に関する専門的事項」に関する授業科目を増やすため、「日本の歴史

環境」、「日本近代の社会の歴史」、「個人創造の思想史」、「都市と経済の地理学」、「文化と景

観」、「比較地域論」について、学類専門科目に変更する。 

文学部 

【文学部 哲学歴史学科】 
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教育課程等の概要 
新 旧 

（（補正後）教育課程－2 ページ） 

「日本史特講 A」 

備考欄 

兼 1 

（共同を削除） 

 

（（補正後）教育課程－1～3 ページ） 

科目区分 

専門科目 

（2 ページ） 

「日本史特講 A」 

備考欄 

兼 2 

 共同 

 

（1～3 ページ） 

科目区分 

専門教育科目 

 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－2 ページ） 

調書番号 20 

 天野 景太  

 総合文化実践演習 

 

（（補正前）教員氏名－2 ページ） 

調書番号 20 

 天野 景太  

 総合文化実践演習 

 日本史特講 A 

 
【文学部 人間行動学科】 

教育課程等の概要 
新 旧 

（（補正後）教育課程－1～3 ページ） 

科目区分 

専門科目 

 

（（補正後）教育課程－1 ページ） 

「社会学実習１」 

専任教員等の配置 

 准教授 2 

 

「社会学基礎演習」 

専任教員等の配置 

 教授 2 

 

「社会学演習１」 

専任教員等の配置 

 教授 1 

（1～3 ページ） 

科目区分 

専門教育科目 

 

（1 ページ） 

「社会学実習１」 

専任教員等の配置 

 教授 2 

 

「社会学基礎演習」 

専任教員等の配置 

 教授 1、准教授 1 

 

「社会学演習１」 

専任教員等の配置 

准教授 1  
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「社会学演習２」   

専任教員等の配置 

 教授 1  

 

「社会学演習２」   

専任教員等の配置 

准教授 1  

 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

担当者変更 

社会学演習 2 

調書番号 1 

石田 佐恵子 

   

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

社会学演習 1 

調書番号 2 

伊地知 紀子 

   

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

社会学基礎演習 

調書番号 4 

川野 英二 

 

（（補正後）教員氏名－2,3 ページ） 

社会学実習 1 

調書番号 13 笹島 秀晃 

調書番号 18 平山 亮 

（1 ページ） 

担当者変更 

社会学演習 2 

調書番号 18 

平山 亮 

 

（1 ページ） 

社会学演習 1 

調書番号 13 

笹島 秀晃 

   

（1 ページ） 

社会学基礎演習 

調書番号 18 

平山 亮 

 

（1 ページ） 

社会学実習 1 

調書番号 2 伊地知 紀子 

調書番号 4 川野 英二 

 

 
【文学部 言語文化学科】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－2 ページ） 

「フランス語圏言語文化基礎演習 A」 

 専任教員等の配置 

  教授 1 

 

「フランス語圏言語文化基礎演習 B」 

 専任教員等の配置 

（2 ページ） 

「フランス語圏言語文化基礎演習 A」 

 専任教員等の配置 

  准教授 1 

 

「フランス語圏言語文化基礎演習 B」 

 専任教員等の配置 
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  准教授 1 

 

（（補正後）教育課程－3 ページ） 

「上方文化講座」 

備考欄 

 （兼 1 を削除） 

 

（（補正後）教育課程－1～4 ページ） 

科目区分 

専門科目 

  教授 1 

 

（3 ページ） 

「上方文化講座」 

備考欄 

   （兼 1） 

 

（1～4 ページ） 

科目区分 

専門教育科目 

 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

担当科目変更 

調書番号 5 

白田 由樹 

 フランス語圏言語文化基礎演習 A 

 配当年次 2 後 

 

（（補正後）教員氏名－3 ページ） 

調書番号 16 

原野 葉子 

 フランス語圏言語文化基礎演習 B 

 配当年次 2 前 

（1 ページ） 

担当科目変更 

調書番号 5 

白田 由樹 

 フランス語圏言語文化基礎演習 B 

 配当年次 2 前 

 

（3 ページ） 

調書番号 16 

原野 葉子 

 フランス語圏言語文化基礎演習 A 

 配当年次 2 後 

 

【文学部 文化構想学科】 

教育課程等の概要 
新 旧 

（（補正後）教育課程－2 ページ） 

科目区分 

専門科目 

 

（（補正後）教育課程－1，2 ページ） 

科目区分 

専門科目 

（2 ページ） 

科目区分 

自由 

 

（1，2 ページ） 

科目区分 

専門教育科目 

 

法学部 

【法学部 法学科】 
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教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－5 ページ） 

調書番号 66 

 吉本 健一 

 商法第１部（総則・商行為） 

 

（5 ページ） 

調書番号 66 

 吉本 健一 

 商法第１部  

 

 
［教職課程認定申請の修正］ 
 設置申請書類提出時において、法学部法学科では中一種免（社会）、高校一種（地理歴史・

公民）を取得可能な免許種としていたが、その中で高校一種(地理歴史)については教職課程認

定基準における審査基準である学科等の目的・性格と免許状との相当関係が不十分であると

判断したため、令和 3 年 3 月の教職課程認定申請では申請しないこととした。 
これに伴い、免許種の高校一種(地理歴史)に係る記載内容について設置の趣旨から削除する。 
 
【法学科】  

設置の趣旨等を記載した書類_９ 取得可能な資格（設置趣旨（本文）―20 ページ） 

〇高等学校教諭一種免許状（地理歴史・公民）の地理歴史を削除。 

 

 

経済学部 

経済学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－15 ページ） 

表 3 

高等学校教諭一種免許状（公民） 

 

（14 ページ） 

表 3 

高等学校教諭一種免許状（地理歴史、公

民） 

 

 

 

商学部 

【商学部 商学科】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－2 ページ） 

（科目を削除） 

 

 

（2 ページ） 

「社会科・公民科教育法 1A」 

「社会科・公民科教育法 2A」 

「社会科・地理歴史科教育法 1A」 

「社会科・地理歴史科教育法 2A」 
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商学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－21 ページ） 

（該当資格を削除） 

 

 

（20 ページ） 

中学校教諭一種免許状（社会） 

高等学校教諭一種免許状（地理歴史、公民） 

 

 
教員名簿 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－3 ページ） 
（該当教員を削除） 

 

（（補正後）教員氏名－4 ページ） 

（当該教員を削除） 

 

（3 ページ） 

調書番号 38 岩本賢治 

 

（4 ページ） 

調書番号 46 中 善則 
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理学部 

【理学部 生物学科】 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名-1 ページ～） 

 

「生物学の潮流」の担当単位数 

調書 

番号 
氏名 

担当 

単位数 

2 伊東明 0.3 

3 後藤慎介 0.4 

5 鈴木孝幸 0.3 

7 寺北明久 0.3 

12 石原道博 0.3 

13 伊藤和央 0.3 

14 江副日出夫 0.3 

17 徳本勇人 0.3 

25 藤原郁子 0.3 
 

（1 ページ～） 

 

「生物学の潮流」の担当単位数 

調書 

番号 
氏名 

担当 

単位数 

1 安房田智司 2 

2 伊東明 2 

3 後藤慎介 2 

4 小柳光正 2 

5 鈴木孝幸 2 

6 曽我康一 2 

7 寺北明久 2 

8 中村太郎 2 

9 増井良治 2 

10 宮田真人 2 

11 山田敏弘 2 

12 石原道博 2 

13 伊藤和央 2 

14 江副日出夫 2 

15 小口理一 2 

16 厚井聡 2 

17 徳本勇人 2 

18 名波哲 2 

19 藤田憲一 2 

20 渕側太郎 2 

21 山口良弘 2 

22 若林和幸 2 

23 水野寿朗 2 

24 西野貴子 2 

25 藤原郁子 2 

26 吉原静恵 2 
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工学部 

【工学部 共通】 
工学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（設置趣旨（本文）―62 ページ） 

電気電子システム工学科 

イ 教育課程の概要及び特色 

 

（中略） 

 

また、「工業科教育法 1A」、「工業科教育法

2A」、「職業指導」を自由科目として、教職資

格の取得を目指す学生が受講できるように

配慮する。 

 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）―69 ページ） 

マテリアル工学科 

イ 教育課程の概要及び特色 

 

（中略） 

 

また、中学校教諭一種免許状（理科）、高等

学校教諭一種免許状（理科）の取得に向けて

教職課程を履修する学生に対しては、教科教

育法科目「理科教育法 1A」、「理科教育法 1B」、

「理科教育法 2A」、「理科教育法 2B」を自由

科目として配置する。 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（61 ページ） 

電気電子システム工学科 

イ 教育課程の概要及び特色 

 

（中略） 

 

また、「数学科教育法 1A」、「数学科教育法

1B」、「数学科教育法 2A」、「数学科教育法 2B」、

「工業科教育法 1A」、「工業科教育法 2A」、「職

業指導」を自由科目として、教職資格の取得

を目指す学生が受講できるように配慮する。 

 

（中略） 

 

（68 ページ） 

マテリアル工学科 

イ 教育課程の概要及び特色 

 

（中略） 

 

また、中学校教諭一種免許状（理科）、高等

学校教諭一種免許状（理科・工業）の取得に

向けて教職課程を履修する学生に対しては、

教科教育法科目「理科教育法 1A」、「理科教育

法 1B」、「理科教育法 2A」、「理科教育法 2B」、

「工業科教育法 1A」、「工業科教育法 2A」、「職

業指導」を自由科目として配置する。 

 

５ 教員組織の編成の考え方及び特色 

（設置趣旨（本文）―75 ページ） 

工学部 

ウ 専任教員の年齢構成 

 

（中略） 

５ 教員組織の編成の考え方及び特色 

（74 ページ） 

工学部 

ウ 専任教員の年齢構成 

 

（中略） 
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准教授 

60 歳以上 11 人 

計 106 人 

 

計 

60 歳以上 59 人 

計 259 人 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）―89 ページ） 

マテリアル工学科 

ウ 専任教員の年齢構成 

 

（中略） 

 

【完成年度の専任教員の年齢構成（2026 年 3

月時点）】 

准教授 

60 歳以上 1 人 

計 7 人 

 

計 

60 歳以上 3 人 

計 15 人 

 

准教授 

60 歳以上 12 人 

計 107 人 

 

計 

60 歳以上 60 人 

計 260 人 

 

（中略） 

 

（88 ページ） 

マテリアル工学科 

ウ 専任教員の年齢構成 

 

（中略） 

 

【完成年度の専任教員の年齢構成（2026 年 3

月時点）】 

准教授 

60 歳以上 2 人 

計 8 人 

 

計 

60 歳以上 4 人 

計 16 人 

 

８ 入学者選抜の方法 

（設置趣旨（本文）―149 ページ～ 

建築学科 

イ 入学者選抜の方法と体制 

○学校推薦型選抜（指定校制推薦） 

 

（中略） 

 

小論文、口述試験・面接、調査書、志望理由

書、推薦書により評価する。 

 

（中略） 

８ 入学者選抜の方法 

（148 ページ） 

建築学科 

イ 入学者選抜の方法と体制 

○学校推薦型選抜（指定校制推薦） 

 

（中略） 

 

面接、調査書、志望理由書、推薦書により評

価する。 

 

（中略） 
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（設置趣旨（本文）―153 ページ） 

電子物理工学科 

○学校推薦型選抜 

 

（中略） 

 

 大学入学共通テストの成績及び提出書類

により第１次選考を行う。募集定員の２倍を

上限とする第１次選考合格者を決定する。大

学入学共通テストの配点は工学部前期日程

と異なった配点とする。 

 

（中略） 

 

（設置趣旨（本文）―164 ページ） 

化学バイオ工学科 

イ 入学者選抜の方法と体制 

○学校推薦型選抜 

募集定員は 2 名とする。化学バイオ工学科

に必要な素養および基礎学力を有している

ことを、大学入学共通テスト、口述試験・面

接、小論文、調査書等により総合的に評価す

る。特に、大学入学共通テストでは、「知識・

技能」「思考力・判断力・表現力」を測り、小

論文を含む出願書類および口述試験・面接で

は、「思考力・判断力・表現力」「主体性・協

働性」「関心・意欲」を測る。 

出願書類：小論文、調査書、出身学校長の推

薦書 

試験：大学入学共通テスト、口述試験・面接 

 

（152 ページ） 

電子物理工学科 

○学校推薦型選抜 

 

（中略） 

 

大学入学共通テストの成績及び提出書類に

より第１次選考を行う。募集定員の２倍を上

限とする第 1 次選考合格者を決定する。 大

学入学共通テストの配点は工学部前期日程

と同一とする。 

 

（中略） 

 

（163 ページ） 

化学バイオ工学科 

イ 入学者選抜の方法と体制 

○学校推薦型選抜 

募集定員は 2 名とする。化学バイオ工学科

に必要な素養および基礎学力を有している

ことを、大学入学共通テスト、口述試験、小

論文、調査書等により総合的に評価する。特

に、大学入学共通テストでは、「知識・技能」

「思考力・判断力・表現力」を測り、小論文

を含む出願書類および口述試験では、「思考

力・判断力・表現力」「主体性・協働性」「関

心・意欲」を測る。 

出願書類：小論文、調査書、出身学校長の推

薦書 

試験：大学入学共通テスト、口述試験 

 

９ 取得可能な資格 

（設置趣旨（本文）―166 ページ） 

毒物劇物取扱責任者 

応用化学科、化学工学科 

 

 

（免許を削除） 

９ 取得可能な資格 

（165 ページ） 

毒物劇物取扱責任者 

応用化学科、化学工学科、マテリアル工学科、

化学バイオ工学科 

 

中学校教諭一種免許状（数学） 
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【工学部 航空宇宙工学科】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－1 ページ） 

授業科目の名称：航空宇宙工作実習 

 専任教員等の配置 

  助教 ２ 

 

（（補正後）教育課程－5 ページ） 

授業科目の名称：航空宇宙工作実習 

 専任教員等の配置 

  助教 ２ 

（（補正前）教育課程－1 ページ） 

授業科目の名称：航空宇宙工作実習 

 専任教員等の配置 

  教授 １ 助教 ２ 

 

（（補正前）教育課程－5 ページ） 

授業科目の名称：航空宇宙工作実習 

 専任教員等の配置 

  教授 １ 助教 ２ 

 

 
【工学部 都市学科】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－1 ページ、4 ページ） 

基幹教育科目 基礎教育科目 

（1 ページ、4 ページ） 

基幹教育科目 基礎教育科目 

 

 

 

（免許を削除） 

 

 

高等学校教諭一種免許状（工業） 

航空宇宙工学科、海洋システム工学科、機械

工学科、建築学科、都市学科、電子物理工学

科、電気電子システム工学科、応用化学科、

化学工学科、化学バイオ工学科 

 

 

（技術士、技術士補） 

海洋システム工学科において単位を取得し

卒業要件を満たして卒業した者については、

日本技術者教育認定機構（JABEE）より、認

定教育プログラムの修了証が授与される。 

電気電子システム工学科 

 

高等学校教諭一種免許状（数学） 

 

電気電子システム工学科 

 

高等学校教諭一種免許状（工業） 

航空宇宙工学科、海洋システム工学科、機械

工学科、建築学科、都市学科、電子物理工学

科、電気電子システム工学科、応用化学科、

化学工学科、マテリアル工学科、化学バイオ

工学科 

 

（技術士、技術士補） 

海洋システム工学科において単位を取得し

卒業要件を満たして卒業した者については、

日本技術者教育認定機構（JAEBEE）より、認

定教育プログラムの修了証が授与される。 
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授業科目の名称： 

基礎熱力学 

基礎物理学実験 1B 

（授業科目を削除） 

基礎無機・分析化学 A 

授業科目の名称： 

基礎熱力学 

基礎物理学実験 1B 

基礎熱力学 

基礎無機・分析化学 A 

 

 
【工学部 電気電子システム工学科】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－2 ページ、7 ページ） 

（授業科目を削除） 

 

（（補正前）教育課程－2 ページ、7 ページ） 

授業科目の名称： 

数学科教育法 1A 

数学科教育法 1B 

数学科教育法 2A 

数学科教育法 2B 

 

 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－5 ページ） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（（補正前）教員氏名－5 ページ） 

調書番号 42 

西仲 則博 

 担当授業科目の名称： 

  数学科教育法 1A 

数学科教育法 1B 

数学科教育法 2A 

数学科教育法 2B 

 

 
【工学部 化学工学科】 

教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

調書番号 5 

 安田 昌弘 

  ﾌﾘｶﾞﾅ 

   ﾔｽﾀﾞ ﾏｻﾋﾛ 

 

（1 ページ） 

調書番号 5 

 安田 昌弘 

  ﾌﾘｶﾞﾅ 

   ﾔﾏﾀﾞ ﾏｻﾋﾛ 
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（（補正後）教員氏名－4 ページ） 

調書番号 53 

松本 章一 

  職位 

   講師 

（6 ページ） 

調書番号 53 

松本 章一 

  職位 

   教授 

 

 
【工学部 マテリアル工学科】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－2 ページ、（補正後）

教育課程－7 ページ） 

授業科目の名称： 

（授業科目を削除） 

 

（2 ページ、7 ページ） 

授業科目の名称： 

工業科教育法 1A 

工業科教育法 2A 

職業指導 

 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1,2 ページ） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本修正に伴い、教育課程等の概要も修正 

 

（（補正後）教員氏名－2 ページ） 

調書番号【1】 

 深津 亜里紗 

（2 ページ） 

調書番号 12 

成澤 雅紀 

 担当授業科目の名称： 

  マテリアル工学概論※ 

物理化学序論 

マテリアル工学実験 1 

マテリアル工学実験 2 

マテリアル工学実験 3 

マテリアル工学卒業研究 A 

マテリアル工学卒業研究 B 

材料物理化学基礎 

マテリアル工学英語基礎 

熱・統計力学 

材料物理化学 1 

材料プロセス 

 

 

（3 ページ） 

調書番号 17 

 深津 亜里紗 
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担当授業科目の名称： 

マテリアル工学実験 1 

マテリアル工学実験 2 

マテリアル工学実験 3 

マテリアル工学卒業研究 A 

マテリアル工学卒業研究 B 

マテリアル工学演習 1 

マテリアル工学英語演習 

マテリアル工学演習 2 

 

（（補正後）教員氏名－3 ページ） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（（補正後）教員氏名－3 ページ） 

 

（削除） 

 

 

担当授業科目の名称： 

マテリアル工学概論※ 

マテリアル工学実験 1 

マテリアル工学実験 2 

マテリアル工学卒業研究 A 

マテリアル工学卒業研究 B 

マテリアル工学演習 1 

マテリアル工学英語演習 

マテリアル工学演習 2 

 

（4 ページ） 

調書番号 53 

荻野 和俊 

 担当授業科目の名称： 

  工業科教育法 1A 

工業科教育法 2A 

 

（4 ページ） 

調書番号 54 

井上 真求 

 担当授業科目の名称： 

  職業指導 

 

 

 

農学部 

【農学部 応用生物科学科】 

教育課程等の概要 
新 旧 

（教育課程－3、教育課程－5、教育課程－7

ページ） 

2．専門科目 

 上記１(7)に加え、次の(1)～(4)のとおり

履修し、100 単位以上（必修 63 単位 選択

37 単位以上）修得すること 

 (1)学部共通科目 必修 2 単位 

 (2)学科基礎科目 必修 20 単位 

 (3)学科専門科目 必修 33 単位 

 (4)学科専門科目の選択科目から 29 単位 

（3、5、7 ページ） 

 

2．専門科目 

 上記１(7)に加え、次の(1)～(4)のとおり

履修し、100 単位以上（必修 62 単位 選択

38 単位以上）修得すること 

 (1)学部共通科目 必修 2 単位 

 (2)学科基礎科目 必修 18 単位 

 (3)学科専門科目 必修 32 単位 

 (4)学科専門科目の選択科目から 32 単位 
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【農学部 応用生物科学科】 
農学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－16 ページ） 

＜植物工場科学副専攻＞ 

植物工場生産に関わる専門技術者を養成す

るためのカリキュラムコースとして、「植物

工場科学副専攻」を工学部機械工学科及び緑

地環境科学科とともに設置する。「植物工場

実習」、「植物工場科学演習」など実践的な科

目とそれらの基盤知識を教授する「バイオ工

学」、「機械生産管理」、「植物工場科学」、「植

物環境制御学」などの講義科目を必修科目と

して配置する。また、応用生物科学科、緑地

環境科学科及び工学部機械工学科で開講す

る植物工場に関連する科目を選択科目とし

て配置する。 

 

（（設置趣旨（本文）－27 ページ） 

2．専門科目 

 上記１(7)に加え、次の(1)～(4)のとおり

履修し、100 単位以上（必修 63 単位 選択

37 単位以上）修得すること 

 (1)学部共通科目 必修 2 単位 

 (2)学科基礎科目 必修 20 単位 

 (3)学科専門科目 必修 33 単位 

 (4)学科専門科目の選択科目から 29 単位 

 

 

（設置趣旨（資料）－8 ページ） 

履修モデル（応用生物科学科）植物工場科学

副専攻 

※表中の授業科目名及び配当年次の修正 

自由科目：「バイオ工学」「機械生産管理」 

配当年次：3 年次 

 

 

※表中の授業科目名の修正 

自由科目：「機械計測」 

（15 ページ） 

＜植物工場科学副専攻＞ 

植物工場生産に関わる専門技術者を養成す

るためのカリキュラムコースとして、「植物

工場科学副専攻」を工学部機械工学科及び緑

地環境科学科とともに設置する。「植物工場

実習」、「植物工場科学演習」など実践的な科

目とそれらの基盤知識を教授する「バイオプ

ロダクション工学」、「生産システム工学」、 

「植物工場科学」、「植物環境制御学」などの

講義科目を必修科目として配置する。また、

応用生物科学科、緑地環境科学科及び工学部

機械工学科で開講する植物工場に関連する

科目を選択科目として配置する。 

 

（26 ページ） 

2．専門科目 

 上記１(7)に加え、次の(1)～(4)のとおり

履修し、100 単位以上（必修 62 単位 選択

38 単位以上）修得すること 

 (1)学部共通科目 必修 2 単位 

 (2)学科基礎科目 必修 18 単位 

 (3)学科専門科目 必修 32 単位 

 (4)学科専門科目の選択科目から 32 単位 

 

 

（資料 2-1） 3 枚目  

履修モデル（応用生物科学科）植物工場科学

副専攻 

※表中の授業科目名及び配当年次の修正 

自由科目：「バイオプロダクション工学」、「生

産システム工学」 

 配当年次：4 年次 

 

※表中の授業科目名の修正 

自由科目：「機械計測工学」 
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【農学部 緑地環境科学科】 
農学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－19 ページ） 

CP9. 植物工場生産に関する科学と技術を

理解し、植物工場産業を支えることのできる

素養を備えた人材を育成するため、植物工場

科学副専攻の履修対象科目を配置する。

（DP2、DP3、DP5） 

 

（設置趣旨（本文）－20 ページ） 

＜植物工場科学副専攻＞ 

植物工場生産に関わる専門技術者を養成す

るためのカリキュラムコースとして、「植物

工場科学副専攻」を工学部機械工学科及び応

用生物科学科とともに設置する。「植物工場

実習」、「植物工場科学演習」など実践的な科

目とそれらの基盤知識を教授する「バイオ工

学」、「機械生産管理」、「植物工場科学」、「植

物環境制御学」などの講義科目を必修科目と

して配置する。また、緑地環境科学科、応用

生物科学科、及び工学部機械工学科で開講す

る植物工場に関連する科目を選択科目とし

て配置する。 

 

 

（設置趣旨（資料）-14 ページ） 

 履修モデル（緑地環境科学科）：植物工場

科学副専攻 

※表中の授業科目名及び配当年次の修正 

自由科目：「バイオ工学」「機械生産管理」 

配当年次 3 年次 

 

 

※表中の授業科目名の修正 

自由科目：「機械システム設計」 

 

※表中の単位数の修正 

自由科目：「フィールド実習 A」2 単位 

（18 ページ） 

CP9. 植物工場生産に関する科学と技術を

理解し、植物工場産業を支えることのできる

素養を備えた人材を育成するため、植物工場

科学副専攻の履修対象科目を配置する。

（DP2、DP3） 

 

（19 ページ） 

＜植物工場科学副専攻＞ 

植物工場生産に関わる専門技術者を養成す

るためのカリキュラムコースとして、「植物

工場科学副専攻」を工学部機械工学科及び応

用生物科学科とともに設置する。「植物工場

実習」、「植物工場科学演習」など実践的な科

目とそれらの基盤知識を教授する「バイオプ

ロダクション工学」、「生産システム工学」 

、「植物工場科学」、「植物環境制御学」など

の講義科目を必修科目として配置する。ま

た、緑地環境科学科、応用生物科学科、及び

工学部機械工学科で開講する植物工場に関

連する科目を選択科目として配置する。 

 

 

（資料 2-3 3 枚目 履修モデル（緑地環境

科学科）：植物工場科学副専攻 

 

※表中の授業科目名及び配当年次の修正 

自由科目：「バイオプロダクション工学」 

「生産システム工学」 

配当年次 4 年次 

 

※表中の授業科目名の修正 

自由科目：「システム設計工学 B」 

 

※表中の単位数の修正 

自由科目：「フィールド実習 A」1 単位 
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獣医学部 

【獣医学部 獣医学科】 

教員の氏名等 

新 旧 

（教員氏名-4 ページ） 

調書番号 31 

 ﾌﾙﾔ ﾏｻﾙ 

古家 優 

   

伴侶動物夜間・救急獣医療実習 

4 後～5 通  単位数 1 

 

（5 ページ） 

調書番号 31 

 ﾌﾙﾔ ﾏｻﾙ 

古家 優 

   

伴侶動物夜間・救急獣医療実習 

4 後～5 通  単位数 4 

 
 

医学部 

【医学部 医学科】 

教育課程等の概要 
新 旧 

（（補正後）教育課程―1 ページ） 

「原因と病態 2」 

 専任教員等の配置 

  助教 1 兼 1 

 

基礎医学科目 

 小計（32 科目） 

 専任教員等の配置 

教授 19 准教授 15 講師 16 助教 20  

兼 32 

 

「法医学」 

 専任教員等の配置 

  教授 1 講師 1 助教 1 兼 3 

 

社会医学科目 

 小計（7 科目） 

 専任教員等の配置 

教授 4 准教授 2 講師 2 助教 1  

兼 11 

 

（1 ページ） 

「原因と病態 2」 

 専任教員等の配置 

  兼 1 

 

基礎医学科目 

 小計（32 科目） 

 専任教員等の配置 

教授 18 准教授 12 講師 13 助教 18 

兼 32 

 

「法医学」 

 専任教員等の配置 

  兼 3 

 

社会医学科目 

 小計（7 科目） 

 専任教員等の配置 

教授 3 准教授 2 講師 1 兼 11 
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「早期臨床医学入門」 

 専任教員等の配置 

  教授 1 兼 1 

 

「プライマリケア医学」 

 専任教員等の配置 

  教授 1 兼 1 

 

「早期臨床医学入門」 

 専任教員等の配置 

  兼 1 

 

「プライマリケア医学」 

 専任教員等の配置 

  兼 1 

 
医学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）―18 ページ） 

●医療管理医学講座 

健康・医療イノベーション学、総合医学教育

学、臨床感染制御学、医療の質・安全管理学、

医療統計学、臨床検査・医療情報医学 

 

（17 ページ） 

●医療管理医学講座 

医薬品・食品効能評価学、総合医学教育学、

臨床感染制御学、医療の質・安全管理学、医

療統計学、医療情報学  

 
教員名簿 

新 旧 

（（補正後）教員氏名―1 ページ） 

調書番号【1】 

 石川 隆紀 

  医学序論 

修業実習 

法医学 

 

調書番号【2】 

 首藤 太一 

ユニット型臨床臓器別講義 

 ユニット型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

医学英語論文の読み方 

医学序論 

心肺蘇生法実習 

早期臨床実習１ 

早期臨床実習２ 

早期臨床実習３ 

コミュニケーション 

（1 ページ） 

調書番号 2 

 石川 隆紀 

  医学序論 

修業実習 

 

 

調書番号 18 

 首藤 太一 

  ユニット型臨床臓器別講義 

   ユニット型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

医学英語論文の読み方 

医学序論 

心肺蘇生法実習 

早期臨床実習１ 

早期臨床実習２ 

早期臨床実習３ 

コミュニケーション 
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医学英語 

臨床スターター実習 

 外来型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

早期臨床医学入門 

  プライマリケア医学 

 

 

（（補正後）教員氏名―4 ページ） 

調書番号【3】 

 池田 知哉 

  ユニット型臨床臓器別講義 

 選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

修業実習 

法医学 

 

 

（（補正後）教員氏名―8 ページ） 

調書番号【4】 

 桑江 優子 

  ユニット型臨床臓器別講義 

 ユニット型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

原因と病態 2 

 

調書番号【5】 

 谷 直人 

  ユニット型臨床臓器別講義） 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

修業実習 

法医学 

医学英語 

臨床スターター実習 

 外来型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

 

 

 

 

（4 ページ） 

調書番号 107 

 池田 知哉 

  ユニット型臨床臓器別講義 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

修業実習 

 

 

 

（8 ページ） 

調書番号 224 

 桑江 優子 

  ユニット型臨床臓器別講義 

 ユニット型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

 

 

調書番号 230 

 谷 直人 

  ユニット型臨床臓器別講義 

   選択型ＣＣ（クリニカル・クラークシップ） 

修業実習 

 

 
 
【医学部 リハビリテーション学科】 
医学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（資料）―6 ページ） 

調書番号 12 

 ﾔﾏﾓﾄ（ﾏﾂﾐﾔ）ｻｷ 

 山本（松宮）沙紀 

（6 ページ） 

調書番号 12 

 ﾔﾏﾓﾄ ｻｷ 

 山本 沙紀 
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教員名簿 
新 旧 

（（補正後）教員氏名―2 ページ） 

理学療法学専攻 

調書番号 12 

 ﾔﾏﾓﾄ（ﾏﾂﾐﾔ）ｻｷ 

 山本（松宮）沙紀 

（2 ページ） 

理学療法学専攻 

調書番号 12 

 ﾔﾏﾓﾄ ｻｷ 

 山本 沙紀 
 

（（補正後）教員氏名―4 ページ） 

作業療法専攻 

調書番号 28 

 ﾔﾏﾓﾄ（ﾏﾂﾐﾔ）ｻｷ 

 山本（松宮）沙紀 

（（補正前）教員氏名―4 ページ） 

作業療法専攻 

調書番号 28 

 ﾔﾏﾓﾄ ｻｷ 

 山本 沙紀 
 

 
 

看護学部 

【看護学部（共通）】 

基本計画書 

 

新 旧 

（基本計画書－15 ページ） 

既設大学等の状況 

地域保健学域 看護学類 

 編入学定員 － 

 収容定員  480 

※上記の修正に伴い、大阪公立大学大学院の

基本計画書を同様に修正する。 

 

別添 同一設置者内における変更状況 

（基本計画－21） 

 地域保健学域（廃止） 

  看護学類 

  （削除） 

 （中略） 

（削除） 

（22 ページ） 

 

地域保健学域 看護学類 

 編入学定員 2 年次 10 

 収容定員  510 

 

 

 

 

（4 ページ） 

地域保健学域（廃止） 

 看護学類 

 （2 年次編入学定員） 

（中略） 

（2 年次編入学は令和 5 年 4 月学生募集

停止） 
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【看護学部 看護学科】 

看護学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（添付資料 資料 4  

設置趣旨（資料）―9、10 ページ） 

専門科目 3 年次 

「臨床療養支援看護学演習」 

 

 

（添付資料 資料 4  

設置趣旨（資料）―9、10 ページ） 

専門科目 3 年次 

「臨床療養支援看護学実習」 

 

 

（添付資料 資料 9  

設置趣旨（資料）―152 ページ） 

タイトル 

資料 9 臨地実習計画表（実践看護科学コー

ス） 

 

（添付資料 資料 4 3 ページ） 

 

専門科目 3 年次 

「臨床療養ケア看護学演習」 

 

 

（添付資料 資料 4 4 ページ） 

 

専門科目 3 年次 

「臨床療養ケア看護学実習」 

 

 

（添付資料 資料 9 2 ページ） 

 

タイトル 

資料 9 臨地実習計画表（先進ケア科学コー

ス） 

 

 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－10 ページ） 

 

（削除） 

 

 

（（補正前）教員氏名－10 ページ） 

調書番号 54 

三宮（土屋） 有里 

 担当授業科目の名称 

早期体験実習 

クリニカルスキル演習 

ケア・シンキングプロセス 

フィジカルアセスメント 

生活行動ケア基本演習 

生活行動ケア基本実習 

研究セミナー1 

研究セミナー2 

研究セミナー3 

研究セミナー4 

ケアシステム科学実習 
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チーム医療 A 

チーム医療 B 

 

（（補正後）教員氏名－13 ページ） 

調書番号【1】 

 国安 澄江 

  担当授業科目の名称 

   ウィメンズヘルスケア活動論 

 

 

（（補正後）教員氏名－16 ページ） 

調書番号【2】 

綿野 智一 

 担当授業科目の名称 

薬理学 

 

（（補正前）教員氏名－13 ページ） 

調書番号 85 

 生魚 かおり 

  担当授業科目の名称 

   ウィメンズヘルスケア活動論 

 

 

（（補正前）教員氏名－16 ページ） 

調書番号 123 

道永 昌太郎 

 担当授業科目の名称 

薬理学 

 

 

 

 

生活科学部 

［管理栄養士養成施設指定申請］ 

 管理栄養士養成施設指定申請（令和 3 年 3 月）にあたり、厚生労働省健康福祉課との調整

等により次の事項を修正する。 

基本計画書 

新 旧 

別紙 同一設置者内における変更状況 

（基本計画－19 ページ） 

 生活科学部（廃止） 

  居住環境学科 

 

 

 

（2 ページ） 

生活科学部（廃止） 

 居住環境科学科 

 

生活科学部 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（資料）-14 ページ） 

資料 3 教育課程・専任教員の配置状況と指

定規則の対比表 

 

 

 

資料 3 教育課程・専任教員の配置状況と指

定規則の対比表 
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助手の欄 

授業科目名 

（管理栄養士養成課程必修 

（選択必修含む）） 

助 手 

解剖生理学実習 

岡田直人 

川口里穂 

島田知恵 

栄養生理学実習 
川口里穂 

島田知恵 

食品加工学実験 
天野楓菓 

飛高佳代  

食品衛生学実験 
西田直子 

天野楓菓 

基礎栄養学実験 
川口里穂 

島田知恵 

応用栄養学実習 
吉田有里 

島田知恵 

栄養教育論実習 
天野楓菓 

亀田和美 

臨床栄養学実習 1 
吉田有里 

西田直子 

臨床栄養学実習 2 
吉田有里 

西田直子 

公衆栄養学実習 
藤田由江 

西田直子 

給食経営管理実習 1（運

営） 

藤田由江 

天野楓菓 

川口里穂 

出口美輪子 

亀田和美 

給食経営管理実習 2（経営

管理） 

藤田由江 

天野楓菓 

川口里穂 

出口美輪子 

亀田和美 

助手の欄 

授業科目名 

（管理栄養士養成課程必修 

（選択必修含む）） 

助 手 

解剖生理学実習 
岡田直人 

北野敦子 
 

栄養生理学実習 
上木綾乃 

北野敦子 

食品加工学実験 
岡本祐子 

飛高佳代  

食品衛生学実験 
上木綾乃 

辻多重子 

基礎栄養学実験 
上木綾乃 

北野敦子 

応用栄養学実習 
吉田有里 

北野敦子 

栄養教育論実習 
岡本祐子 

亀田和美 

臨床栄養学実習 1 
吉田有里 

辻多重子 

臨床栄養学実習 2 
吉田有里 

辻多重子 

公衆栄養学実習 
藤田由江 

辻多重子 

給食経営管理実習 1（運

営） 

藤田由江 

岡本祐子 

 

出口美輪子 

亀田和美 

給食経営管理実習 2（経営

管理） 

藤田由江 

岡本祐子 

 

出口美輪子 

亀田和美 
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総合演習 

吉田有里 

藤田由江 

天野楓菓 

川口里穂 

岡本彩希 

岡田直人 

出口美輪子 

亀田和美 

飛高佳代  

西田直子 

島田知恵 

給食経営管理臨地実習* 
天野楓菓 

出口美輪子 

臨床栄養学臨地実習 

吉田有里 

川口里穂 

出口美和子 

公衆栄養学臨地実習 

藤田由江 

川口里穂 

亀田和美 

 

上記修正に伴い、「教育課程等の概要」専任

教員等の配置を修正する。 

 

 

総合演習 

吉田有里 

藤田由江 

岡本祐子 

岡本彩希 

岡田直人 

上木綾乃 

出口美輪子 

亀田和美 

飛高佳代  

辻多重子 

北野敦子 

給食経営管理臨地実習* 
岡本祐子 

出口美輪子 

臨床栄養学臨地実習 

吉田有里 

 

出口美和子 

公衆栄養学臨地実習 

藤田由江 

 

亀田和美 
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２．研究科 

現代システム科学研究科 

【現代システム科学研究科 現代システム科学専攻（Ｍ）】 

［教職課程認定申請の修正］ 
 設置申請書類提出時において、現代システム科学研究科現代システム科学専攻博士前期課

程では、高校教員専修免許（地理歴史）及び（福祉）を取得可能な免許種としていたが、教職

課程認定基準における審査基準である学科等の目的・性格と免許状との相当関係が不十分で

あると判断したため、これらの免許種については、令和 3 年 3 月の教職課程認定申請では申

請しないこととした。 

 

現代システム科学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）-50 ページ） 

高校教員 専修免許（公民） 

（50 ページ） 

高校教員 専修免許（地理歴史）（公民）（福

祉） 

 

 

 

文学研究科 

【文学研究科 哲学歴史学専攻（Ｍ）】 

教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

調書番号 9 

渡辺 健哉 

 担当授業科目の名称 

東洋史学研究 C 

東洋史学研究演習 C 

東洋史学総合研究演習 1 

東洋史学総合研究演習 2 

東洋史学研究指導 1 

東洋史学研究指導 2 

 

（1 ページ） 

調書番号 9 

渡辺 健哉 

 担当授業科目の名称 

東洋史学研究 C 

東洋史学研究演習 C 

東洋史学総合研究演習 1 

東洋史学総合研究演習 2 

 

 

 

【文学研究科 言語文化学専攻（Ｍ）】 

教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

調書番号 7 

（1 ページ） 

調書番号 7 
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田中 一彦 

担当授業科目の名称 

言語文化学研究 D【隔年】 

言語応用学研究 B 

言語応用学研究演習 B 

言語応用学総合研究演習１ 

言語応用学総合研究演習２ 

言語応用学研究指導１ 

言語応用学研究指導２ 

 

田中 一彦 

担当授業科目の名称 

言語応用学研究 D【隔年】 

言語応用学研究 B 

言語応用学研究演習 B 

言語応用学総合研究演習１ 

言語応用学総合研究演習２ 

言語応用学研究指導１ 

言語応用学研究指導２ 

 

 

経済学研究科 

【経済学研究科 経済学専攻（Ｍ）】 

教育課程等の概要 

新 旧 
（（補正後）教育課程－1、4、7 ページ） 

前期研究指導 1 

 1 通 

（（補正前）教育課程－1、4、7 ページ） 

前期研究指導 1 

 1 前 

 

【経済学研究科 経済学専攻（Ｄ）】 

教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

調書番号９ 

 七條 達弘 

  1 通 

  2 通 

  3 通 

  1 前 

  1 前 

 

（（補正前）教員氏名－1 ページ） 

調書番号９ 

 七條 達弘 

  1 通 

  2 通 

  3 通 

 
【経済学研究科 共通】 
経済学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－6 ページ） 

図 2 

 右記記載削除 

（5 ページ） 

図 2 

 共同演習 
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（設置趣旨（本文）－25 ページ） 

イ 入学者選抜の方法と体制 

＜博士前期課程＞募集人員：28 名 

評価方法として、入学者選抜において多様

な学生を選抜するため一般選抜・外国人留学

生特別選抜・推薦入学特別選抜・社会人特別

選抜を実施する。以下に各選抜を詳しく説明

する。一般選抜・外国人留学生特別選抜にお

いては、研究における意欲・能力・志向を測

定するために、学力試験、出願書類（成績証

明書や研究計画書など）、及び口述試験の成

績を総合的に評価する。口述試験は、教授会

の全教員を必要な教室に割り振って行い、学

力試験と合わせた最終的な合否判断は、教授

会で行う。 

（中略） 

【一般選抜】 

修士コース： 

学力試験により、経済学専門科目の習得度

を問う。そして、学力試験の合格者のみ、口

述試験を行い、研究動機や事前知識、そして、

コミュニケーション能力を問う。学力試験の

成績と合わせて総合的に評価する。 

 

博士コース（前期）： 

学力試験により、英語能力と経済学専門科

目の習得度を問う。英語の試験は、TOEIC や

TOEFL の成績による代替が可能である。そし

て、学力試験の合格者のみ、口述試験を行い、

研究動機や事前知識、そして、コミュニケー

ション能力を問う。学力試験の成績と合わせ

て総合的に評価する。 

 

【外国人留学生特別選抜】 

修士コース： 

学力試験により、経済学専門科目の習得度

を問う。そして、学力試験の合格者のみ、口

述試験を行い、日本語能力、研究動機や事前

知識、そして、コミュニケーション能力を問

（24 ページ） 

イ 入学者選抜の方法と体制 

＜博士前期課程＞募集人員：28 名 

評価方法として、入学者選抜において多様

な学生を選抜するため一般選抜・外国人留学

生特別選抜・推薦入学特別選抜・社会人特別

選抜を実施する。以下に各選抜を詳しく説明

する。一般選抜・外国人留学生特別選抜にお

いては、研究における意欲・能力・志向を測

定するために、学力試験、出願書類（成績証

明書や研究計画書など）、及び口述試験の成

績を総合的に評価する。口述試験は、教授会

の全教員を必要な教室に割り振って行い、筆

記試験と合わせた最終的な合否判断は、教授

会で行う。 

（中略） 

【一般選抜】 

修士コース： 

筆記試験により、経済学専門科目の習得度

を問う。そして、筆記試験の合格者のみ、口

述試験を行い、研究動機や事前知識、そして、

コミュニケーション能力を問う。筆記試験の

成績と合わせて総合的に評価する。 

 

博士コース（前期）： 

筆記試験により、英語能力と経済学専門科

目の習得度を問う。英語の試験は、TOEIC や

TOEFL の成績による代替が可能である。そし

て、筆記試験の合格者のみ、口述試験を行い、

研究動機や事前知識、そして、コミュニケー

ション能力を問う。筆記試験の成績と合わせ

て総合的に評価する。 

 

【外国人留学生特別選抜】 

修士コース： 

筆記試験により、経済学専門科目の習得度

を問う。そして、筆記試験の合格者のみ、口

述試験を行い、日本語能力、研究動機や事前

知識、そして、コミュニケーション能力を問
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う。学力試験の成績と合わせて総合的に評価

する。 

 

博士コース（前期）： 

学力試験により、英語能力と経済学専門科

目の習得度を問う。英語の試験は、TOEIC や

TOEFL の成績による代替が可能である。そし

て、学力試験の合格者のみ、口述試験を行い、

日本語能力、研究動機や事前知識、そして、

コミュニケーション能力を問う。学力試験の

成績と合わせて総合的に評価する。 

 

【社会人特別選抜】 

入学時において満 30 歳以上であり、かつ、

学士（経済学もしくは指導可能な分野の学

位）を取得または見込みである者を対象とす

る。 

 

社会人特別選抜 A: 

学力試験により、経済学専門科目の習得度

を問う。そして、学力試験の合格者のみ、口

述試験を行い、研究動機や事前知識を問う。

学力試験の成績と合わせて総合的に評価す

る。 

（中略） 

 

＜博士後期課程＞募集人員：4 名 

評価方法として、入学者選抜において多

様な学生を選抜するため、一般選抜・外国

人留学生特別選抜・社会人特別選抜を実施

する。以下に詳しく説明する。各選抜にお

いて、研究における意欲・能力・志向を測

定するために、修士論文審査、学力試験、

出願書類（成績証明書や研究計画書など）、

及び口述試験の成績を総合的に評価する。

ただし、社会人特別選抜では学力試験は実

施しない。 

口述試験は、教授会の全教員を必要な教

室に割り振って行い、学力試験と合わせた  

う。筆記試験の成績と合わせて総合的に評価

する。 

 

博士コース（前期）： 

筆記試験により、英語能力と経済学専門科

目の習得度を問う。英語の試験は、TOEIC や

TOEFL の成績による代替が可能である。そし

て、筆記試験の合格者のみ、口述試験を行い、

日本語能力、研究動機や事前知識、そして、

コミュニケーション能力を問う。筆記試験の

成績と合わせて総合的に評価する。 

 

【社会人特別選抜】 

入学時において満 30 歳以上であり、かつ、

学士（経済学もしくは指導可能な分野の学

位）を取得または見込みである者を対象とす

る。 

 

社会人特別選抜 A: 

筆記試験により、経済学専門科目の習得度

を問う。そして、筆記試験の合格者のみ、口

述試験を行い、研究動機や事前知識を問う。

筆記試験の成績と合わせて総合的に評価す

る。 

（中略） 

 

＜博士後期課程＞募集人員：4 名 

評価方法として、入学者選抜において多

様な学生を選抜するため、一般選抜・外国

人留学生特別選抜・社会人特別選抜を実施

する。以下に詳しく説明する。各選抜にお

いて、研究における意欲・能力・志向を測

定するために、修士論文審査、学力試験

（英語）、出願書類（成績証明書や研究計画

書など）、及び口述試験の成績を総合的に評

価する。 

口述試験は、教授会の全教員を必要な教

室に割り振って行い、筆記試験と合わせた

最終的な合否判断は、教授会で行う。 
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最終的な合否判断は、教授会で行う。 

なお、定員の内訳は特に設けないが、社

会人は若干名とする。 

博士後期課程については、2 月に入学者

選抜を実施する。次に掲げる選抜において

入学試験を実施し、学修成果や能力・適性

を、学力試験と口述試験等で評価する。 

 

【一般選抜】 

学力試験では英語の読解力・表現力を問

う。口述試験では提出された修士論文及びそ

れに準じた研究報告書のほか、研究計画書の

達成度や的確性、そして、コミュニケーショ

ン能力を確認し、学士課程・前期博士課程に

おける成績とあわせて総合的に評価する。 

 

 

【外国人留学生特別選抜】 

学力試験では英語の読解力・表現力を問

う。口述試験では提出された修士論文及びそ

れに準じた研究報告書のほか、研究計画書の

達成度や的確性を確認する。さらに、コミュ

ニケーション能力（日本語または英語）を確

認し、学士課程・前期博士課程における成績

とあわせて総合的に評価する。 

 

【社会人特別選抜】 

口述試験では提出された修士論文及びそ

れに準じた研究報告書のほか、研究計画書の

達成度や的確性を確認し、学士課程・博士前

期課程における成績とあわせて総合的に評

価する。社会人は基本的には日本語文献を主

とする研究を想定しているため、学力試験を

課さない。英語文献の読解も必要な研究の場

合には、口述試験の中で英語能力の確認を行

う。 

 

  

なお、定員の内訳は特に設けないが、社

会人は若干名とする。 

博士後期課程については、2 月に入学者

選抜を実施する。次に掲げる選抜において

入学試験を実施し、学修成果や能力・適性

を、筆記試験と口述試験等で評価する。 

 

       
【一般選抜】 

筆記試験では英語の読解力・表現力を問

う。口述試験では提出された修士論文及び

それに準じた研究報告書のほか、研究計画 

書の達成度や的確性、そして、コミュニケ

ーション能力を確認し、学士課程・前期博

士課程における成績とあわせて総合的に評

価する。 

 

【外国人留学生特別選抜】 

筆記試験では英語の読解力・表現力を問

う。口述試験では提出された修士論文及びそ

れに準じた研究報告書のほか、研究計画書の

達成度や的確性を確認する。さらに、コミュ

ニケーション能力（日本語または英語）を確

認し、学士課程・前期博士課程における成績

とあわせて総合的に評価する。 

 

【社会人特別選抜】 

筆記試験では英語の読解力・表現力を問

う。口述試験では提出された修士論文及びそ

れに準じた研究報告書のほか、研究計画書の

達成度や的確性を確認し、学士課程・博士前

期課程における成績とあわせて総合的に評

価する。 

 

 

経営学研究科 
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【経営学研究科 グローバルビジネス専攻（Ｍ）】 

教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－4 ページ） 

マトリックス型科目体系の科目配置の誤記、

及び注書きの追加修正する。 

 

 

（（補正前）教育課程－4 ページ） 

マトリックス型科目体系の科目配置の誤記、

及び注書きの追加修正する。 

 

 

 

 

【経営学研究科 グローバルビジネス専攻（Ｄ）】 

教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－4 ページ） 

マトリックス型科目体系の科目配置の誤記

を修正する。 

学際分野（アジア・ビジネス）及び注書き記

載漏れを修正する。 

（4 ページ） 

マトリックス型科目体系の科目配置の誤記

を修正する。 

学際分野（アジア・ビジネス）及び注書き記

載漏れを修正する。 

（経営） （会計） （金融・流通） （産業・地域）

経営学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

会計学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

金融・流通に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

産業・地域に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

（戦略経営）

　戦略的な経営の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（経営情報）

　情報システムなど経営
　情報の視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（国際ビジネス）

  国際的な視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（産業創造）

  新たな産業創造の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（パブリック・環境経営）

  パブリックセクターの
　経営や環境経営・戦略
　の視点からビジネスに
  関する知識を提供する

（アジア・ビジネス）

　アジアの経済・ビジネス
　環境、その他のビジネス
　に関する知識を提供
　する。

大学院経営学研究科　マトリックス型科目体系

学際分野

専攻の学問分野

経営管理論
経営史
コーポレート・
　ファイナンス論
経営戦略論
マーケティング戦略論
人的資源管理論
組織行動論
企業戦略論
経営組織論

原価計算論 マーケティング論
消費者行動論

オペレーションズ・
　マネジメント論

財務会計論
企業分析論
税務会計論
中小企業会計論
管理会計論

証券分析論
統計分析論

産業統計論

国際経営論 国際会計論 国際金融論
貿易論

国際産業立地論

金融機関論
流通組織論
マーケティング経済論

産業論
地域経営論
地域再生論
地域経済論
産業集積論

公会計論
社会関連会計論

環境政策論
技術論

アジア企業論
比較企業論
日本企業論

アジア金融論 アジア経済論
アジア産業論

※学際分野（アジア・ビジネス）に属する各種科目については博士前期課程のみで提供するもの

（経営） （会計） （金融・流通） （産業・地域）

経営学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

会計学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

金融・流通に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

産業・地域に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

（戦略経営）

　戦略的な経営の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（経営情報）

　情報システムなど経営
　情報の視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（国際ビジネス）

  国際的な視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（産業創造）

  新たな産業創造の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（パブリック・環境経営）

  パブリックセクターの
　経営や環境経営・戦略
　の視点からビジネスに
  関する知識を提供する

（アジア・ビジネス）

　アジアの経済・ビジネス
　環境、その他のビジネス
　に関する知識を提供
　する。

大学院経営学研究科　マトリックス型科目体系

学際分野

専攻の学問分野

経営管理論
経営史
コーポレート・
　ファイナンス論
経営戦略論
人的資源管理論
組織行動論
経営組織論

原価計算論
管理会計論

マーケティング論
消費者行動論

オペレーションズ・
　マネジメント論

財務会計論
企業分析論

証券分析論
統計分析論

産業統計論

国際経営論 国際会計論 国際金融論
貿易論

国際産業立地論

企業戦略論
マーケティング戦略論

中小企業会計論 金融機関論
流通組織論
マーケティング経済論

産業論
地域経営論
地域再生論
地域経済論
産業集積論

税務会計論
公会計論
社会関連会計論

環境政策論
技術論

アジア企業論
比較企業論
日本企業論

アジア金融論 アジア経済論
アジア産業論
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【経営学研究科 グローバルビジネス専攻 共通】 

経営学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－26 ページ） 

【博士後期課程一般選抜】 

筆答試験によって経営、会計、産業の諸領

域の基礎理論および外国語に関する知識・技

能、口述試験ならびに修士論文を含む出願書

類等によって博士後期課程における専門的あ

るいは学際的知識の学修に対応できる思考力・

判断力・表現力と主体性・多様性・協働性を確

認して、総合的に評価する（募集人員 6 名）。 

 

【博士後期課程外国人留学生特別選抜】 

筆答試験によって経営や会計、産業の諸領

域の基礎理論および外国語に関する知識・技

能、口述試験ならびに修士論文を含む出願書

類等によって博士後期課程における専門的あ

るいは学際的知識の学修に対応できる思考力・

判断力・表現力と主体性・多様性・協働性を確

認して、総合的に評価する（募集人員若干

名）。 

（25 ページ） 

【博士後期課程一般選抜】 

筆答試験によって経営、会計、産業の諸領

域の基礎理論および外国語に関する知識・技

能、口述試験ならびに修士論文を含む出願書

類等によって博士前期課程における専門的あ

るいは学際的知識の学修に対応できる思考力・

判断力・表現力と主体性・多様性・協働性を確

認して、総合的に評価する（募集人員 6 名）。 

 

【博士後期課程外国人留学生特別選抜】 

筆答試験によって経営や会計、産業の諸領

域の基礎理論および外国語に関する知識・技

能、口述試験ならびに修士論文を含む出願書

類等によって博士前期課程における専門的あ

るいは学際的知識の学修に対応できる思考力・

判断力・表現力と主体性・多様性・協働性を確

認して、総合的に評価する（募集人員若干

名）。 

（経営） （会計） （金融・流通） （産業・地域）

経営学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

会計学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

金融・流通に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

産業・地域に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

（戦略経営）

　戦略的な経営の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（経営情報）

　情報システムなど経営
　情報の視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（国際ビジネス）

  国際的な視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（産業創造）

  新たな産業創造の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（パブリック・環境経営）

  パブリックセクターの
　経営や環境経営・戦略
　の視点からビジネスに
  関する知識を提供する

（アジア・ビジネス）

　アジアの経済・ビジネス
　環境、その他のビジネス
　に関する知識を提供
　する。

大学院経営学研究科　マトリックス型科目体系

学際分野

専攻の学問分野

経営管理論
経営史
コーポレート・
　ファイナンス論
経営戦略論
マーケティング戦略論
人的資源管理論
組織行動論
企業戦略論
経営組織論

原価計算論 マーケティング論
消費者行動論

オペレーションズ・
　マネジメント論

財務会計論
企業分析論
税務会計論
中小企業会計論
管理会計論

証券分析論
統計分析論

産業統計論

国際経営論 国際会計論 国際金融論
貿易論

国際産業立地論

金融機関論
流通組織論
マーケティング経済論

産業論
地域経営論
地域再生論
地域経済論
産業集積論

公会計論
社会関連会計論

環境政策論
技術論

アジア企業論
比較企業論
日本企業論

アジア金融論 アジア経済論
アジア産業論

※学際分野（アジア・ビジネス）に属する各種科目については博士前期課程のみで提供するもの

（経営） （会計） （金融・流通） （産業・地域）

経営学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

会計学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

金融・流通に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

産業・地域に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

（戦略経営）

　戦略的な経営の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（経営情報）

　情報システムなど経営
　情報の視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（国際ビジネス）

  国際的な視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（産業創造）

  新たな産業創造の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（パブリック・環境経営）

  パブリックセクターの
　経営や環境経営・戦略
　の視点からビジネスに
  関する知識を提供する

企業戦略論
マーケティング戦略論

中小企業会計論 金融機関論
流通組織論
マーケティング経済論

産業論
地域経営論
地域再生論
地域経済論
産業集積論

税務会計論
公会計論
社会関連会計論

環境政策論
技術論

オペレーションズ・
　マネジメント論

財務会計論
企業分析論

証券分析論
統計分析論

産業統計論

国際経営論 国際会計論 国際金融論
貿易論

国際産業立地論

大学院経営学研究科　マトリックス型科目体系

学際分野

専攻の学問分野

経営管理論
経営史
コーポレート・
　ファイナンス論
経営戦略論
人的資源管理論
組織行動論
経営組織論

原価計算論
管理会計論

マーケティング論
消費者行動論
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（資料 1） 

マトリックス図内の科目配置変更、注書きの

追加 

 

 

 

（資料 1） 

マトリックス図 

 

 

 
 

情報学研究科 

【情報学研究科（共通）】 

基本計画書（補足資料（組織の移行表）を含む） 

新 旧 

（基本計画書－10 ページ） 

新設学部等の名称 

学際情報学専攻（博士前期課程） 

 [Department of Interdisciplinary 

Informatics] 

 

（基本計画書－10 ページ） 

新設学部等の名称 

学際情報学専攻（博士後期課程） 

 [Department of Interdisciplinary 

Informatics] 

 

（14 ページ） 

新設学部等の名称 

学際情報学専攻（博士前期課程） 

 [Department of Interdisciplinary] 

 

（14 ページ） 

新設学部等の名称 

学際情報学専攻（博士後期課程） 

 [Department of Interdisciplinary] 

 

（経営） （会計） （金融・流通） （産業・地域）

経営学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

会計学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

金融・流通に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

産業・地域に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

（戦略経営）

　戦略的な経営の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（経営情報）

　情報システムなど経営
　情報の視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（国際ビジネス）

  国際的な視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（産業創造）

  新たな産業創造の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（パブリック・環境経営）

  パブリックセクターの
　経営や環境経営・戦略
　の視点からビジネスに
  関する知識を提供する

（アジア・ビジネス）

　アジアの経済・ビジネス
　環境、その他のビジネス
　に関する知識を提供
　する。

大学院経営学研究科　マトリックス型科目体系

学際分野

専攻の学問分野

経営管理論
経営史
コーポレート・
　ファイナンス論
経営戦略論
マーケティング戦略論
人的資源管理論
組織行動論
企業戦略論
経営組織論

原価計算論 マーケティング論
消費者行動論

オペレーションズ・
　マネジメント論

財務会計論
企業分析論
税務会計論
中小企業会計論
管理会計論

証券分析論
統計分析論

産業統計論

国際経営論 国際会計論 国際金融論
貿易論

国際産業立地論

金融機関論
流通組織論
マーケティング経済論

産業論
地域経営論
地域再生論
地域経済論
産業集積論

公会計論
社会関連会計論

環境政策論
技術論

アジア企業論
比較企業論
日本企業論

アジア金融論 アジア経済論
アジア産業論

※学際分野（アジア・ビジネス）に属する各種科目については博士前期課程のみで提供するもの

（経営） （会計） （金融・流通） （産業・地域）

経営学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

会計学に関する
基本的な知識と
応用的な知識を

提供する

金融・流通に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

産業・地域に関す
る基本的な知識
と応用的な知識

を提供する

（戦略経営）

　戦略的な経営の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（経営情報）

　情報システムなど経営
　情報の視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（国際ビジネス）

  国際的な視点からビジ
　ネスに関する知識を
　提供する

（産業創造）

  新たな産業創造の視点
　からビジネスに関する
　知識を提供する

（パブリック・環境経営）

  パブリックセクターの
　経営や環境経営・戦略
　の視点からビジネスに
  関する知識を提供する

（アジア・ビジネス）

　アジアの経済・ビジネス
　環境、その他のビジネス
　に関する知識を提供
　する。

大学院経営学研究科　マトリックス型科目体系

学際分野

専攻の学問分野

経営管理論
経営史
コーポレート・
　ファイナンス論
経営戦略論
人的資源管理論
組織行動論
経営組織論

原価計算論
管理会計論

マーケティング論
消費者行動論

オペレーションズ・
　マネジメント論

財務会計論
企業分析論

証券分析論
統計分析論

産業統計論

国際経営論 国際会計論 国際金融論
貿易論

国際産業立地論

企業戦略論
マーケティング戦略論

中小企業会計論 金融機関論
流通組織論
マーケティング経済論

産業論
地域経営論
地域再生論
地域経済論
産業集積論

税務会計論
公会計論
社会関連会計論

環境政策論
技術論

アジア企業論
比較企業論
日本企業論

アジア金融論 アジア経済論
アジア産業論
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情報学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）－6 ページ） 

（2）研究科設置に至る経緯 

 

（略） 

 

厚生労働省職業安定業務統計（2019 年 8 月） 

 

（設置趣旨（本文）－6 ページ） 

（2）研究科設置に至る経緯 

 

（略） 

 

また、特に Society 5.0 の社会実装であ

るスマートシティ化は、行政（府及び基礎自

治体）のみならず地元民間企業においても情

報学のプロフェッショナル人材を必要とし

ており、あらゆる分野を有機的に連携させる

情報学への要望は極めて高い。 

 

（5 ページ） 

（2）研究科設置に至る経緯 

 

（略） 

 

厚生労働省職業安定業務統計（2020 年 8 月） 

 

（5 ページ） 

（2）研究科設置に至る経緯 

 

（略） 

 

特 Society 5.0 の社会実装であるスマー

トシティ化は、行政（府及び基礎自治体）の

みならず地元民間企業においても情報学の

プロフェッショナル人材を必要としており、

あらゆる分野を有機的に連携させる情報学

への要望は極めて高い。 

 

【情報学研究科 学際情報学専攻（Ｍ）】 

授業科目の概要 

新 旧 

（授業概要－6～10 ページ） 

科目区分 

 専門科目 

  専攻研究指導科目 

 

（授業概要－12～14 ページ） 

科目区分 

 専門科目 

  専攻専門科目 

   学際情報系科目 

 

（授業概要－11 ページ） 

知識科学特論 

 講義等の内容 

（5～10 ページ） 

科目区分 

 専門科目 

  学研究指導科目 

 

（13、14 ページ） 

科目区分 

 専門科目 

  専攻専門科目 

   学際情報学系科目 

 

（11 ページ） 

知識科学特論 

 講義等の内容 
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（前略） 

 

授業計画（オムニバス方式／全 15 回） 

（【11】 小島篤博／5 回） 

これまでに開発された知識システムの事例

として、学習管理システムやエキスパートシ

ステムなどを取り上げ、それぞれのシステム

において知識をどのように表現し計算の対

象として扱うかについて修得させる。 

 

 

（前略） 

 

授業計画（オムニバス方式／全 15 回） 

（18 小島篤弘／5 回） 

これまでに開発された知識システムの事例

として、学習管理システムやエキスパートシ

ステムなどを取り上げ、それぞれのシステム

において知識をどのように表現し計算の対

象として扱うかについて修得させる。 

 

 

シラバス 

新 旧 

（シラバス－29 ページ） 

科目名：画像情報処理特論 

各回の授業内容 

 第 3 回 

  射影変換（ピンホールカメラモデル、 

射影行列、中心射影） 

 

（シラバス－45 ページ） 

科目名：情報経済特論 

参考文献 

The Oxford Handbook of the Digital 

Economy (Oxford Handbooks) 

この本のテーマと関連する英語論文のリー

ディングリストを配布する。 

 

（28 ページ） 

科目名：画像情報処理特論 

各回の授業内容 

 第 3 回 

  射影変換（ピンホールカメラモデル、

しゃえお行列、中心射影） 

   

（44 ページ） 

科目名：情報経済特論 

参考文献 

The Oxford Handbook of the Digital 

Economy (Oxford Handbooks) 

この本のテーマと関連する論文 

 

 

【情報学研究科 基幹情報学専攻（Ｄ）】 

教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－1 ページ） 

単位数 

 自由 

  合計 17 

 

（1 ページ） 

単位数 

 自由 

  合計 0 
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工学研究科 

【工学研究科 共通】 
工学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（設置趣旨（本文）―5 ページ） 

航空宇宙海洋系専攻 

ア 専攻設置の理由及び必要性 

（中略） 

大阪府立大学における海洋システム工学

分野は、これまで「環境がわかるエンジニア」

の育成に定評があり、大阪大学および神戸大

学と「関西海事教育アライアンス」を結成し、

単位互換制度を活用して高い教育効果を上

げてきた。 

 

（4 ページ） 

航空宇宙海洋系専攻 

ア 専攻設置の理由及び必要性 

（中略） 

大阪府立大学における海洋システム工学

分野は、これまで「環境がわかるエンジニア」

の育成に定評があり、大阪大学および神戸大

学と「関西海洋教育アライアンス」を結成し、

単位互換制度を活用して高い教育効果を上

げてきた。 

（設置趣旨（本文）―38 ページ） 

航空宇宙海洋系専攻 

ア 教育課程の編制方針（カリキュラム・ポ

リシー） 

【博士前期課程】 

（中略） 

6． 企業経営者等による講義を通して、産業

界で活躍しうるイノベーション創出型研究

者としての素養を修得できる講義科目・演習

科目を大学院共通教育科目として開設する。 

 

（37 ページ） 

航空宇宙海洋系専攻 

ア 教育課程の編制方針（カリキュラム・ポ

リシー） 

【博士前期課程】 

（中略） 

6． 企業経営者等による講義を通して、産業

界で活躍しうるイノベーション創出型研究

者としての素養を修得できる講義科目を大

学院共通教育科目として開設する。 

（設置趣旨（本文）―66 ページ） 

工学研究科 

ウ 専任教員の年齢構成 

（中略） 

博士前期課程（2023 年度（令和 5 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 9 人 

計 102 人 

 

計 

60 歳以上 58 人 

計 252 人 

（65 ページ） 

工学研究科 

ウ 専任教員の年齢構成 

（中略） 

博士前期課程（2023 年度（令和 5 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 10 人 

計 103 人 

 

計 

60 歳以上 59 人 

計 253 人 
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博士後期課程（2024 年度（令和 6 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 9 人 

計 102 人 

 

計 

60 歳以上 52 人 

計 231 人 

 

（中略） 

 

物質化学生命系専攻 

ウ 専任教員の年齢構成 

（中略） 

博士前期課程（2023 年度（令和 5 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 2 人 

計 33 人 

 

計 

60 歳以上 14 人 

計 81 人 

 

博士後期課程（2024 年度（令和 6 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 2 人 

計 33 人 

 

計 

60 歳以上 13 人 

計 80 人 

 

教員組織の年齢構成は、博士後期課程が完

成年度を迎える 2025 年 3 月末の時点におい

て、60 代教授が 11 名、60 代准教授が 2 名、

 

博士後期課程（2024 年度（令和 6 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 10 人 

計 103 人 

 

計 

60 歳以上 53 人 

計 232 人 

 

（中略） 

 

物質化学生命系専攻 

ウ 専任教員の年齢構成 

（中略） 

博士前期課程（2023 年度（令和 5 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 3 人 

計 34 人 

 

計 

60 歳以上 15 人 

計 82 人 

 

博士後期課程（2024 年度（令和 6 年度）末時

点） 

准教授 

60 歳以上 3 人 

計 34 人 

 

計 

60 歳以上 14 人 

計 81 人 

 

教員組織の年齢構成は、博士後期課程が完

成年度を迎える 2025 年 3 月末の時点におい

て、60 代教授が 11 名、60 代准教授が 3 名、
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50 代教授が 20 名、50 代准教授が 8 名、50 代

講師が 1 名、40 代教授が 2 名、40 代准教授

が 21 名、40 代講師が 2 名、40 代助教が 2

名、30 代准教授が 2 名、30 代講師が 1 名、

30 代助教が 8 名、となっている（計 80 名）。 

 

50 代教授が 20 名、50 代准教授が 8 名、50 代

講師が 1 名、40 代教授が 2 名、40 代准教授

が 21 名、40 代講師が 2 名、40 代助教が 2

名、30 代准教授が 2 名、30 代講師が 1 名、

30 代助教が 8 名、となっている（計 81 名）。 

（設置趣旨（本文）―121 ページ） 

航空宇宙海洋系専攻 

ア アドミッション・ポリシー 

 

（中略） 

【博士後期課程】 

2. 航空宇宙海洋系分野の研究を行うための

数学、物理学の学力を身に付けた人 

3. 航空宇宙海洋系分野の専門知識を身に付

けた人 

4. 航空宇宙海洋系分野のある学問領域にお

いて、研究能力と問題解決能力を身に付けた

人 

（中略） 

 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（数学、力学、専門科目、英語［外

部試験］）に基づき、入学者を総合的に評価

する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語）に基づき、入学

者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

機械系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

（119 ページ） 

航空宇宙海洋系専攻 

ア アドミッション・ポリシー 

 

（中略） 

【博士後期課程】 

2. 航空宇宙工学分野の研究を行うための数

学、物理学の学力を身に付けた人 

3. 航空宇宙工学分野の専門知識を身に付け

た人 

4. 航空宇宙工学分野のある学問領域におい

て、研究能力と問題解決能力を身に付けた人 

 

（中略） 

 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（数学、力学、専門科目、英語［外

部試験］、面接）に基づき、入学者を総合的

に評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語、面接）に基づき、

入学者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

機械系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、
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筆記試験（数学、専門科目、英語［外部試験］）

に基づき、入学者を総合的に評価する。 

 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語）に基づき、入学

者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

電気電子系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、一般選抜、社会人特別選抜

入試及び外国人特別選抜入試においては、口

述試験（口頭試問、面接）、筆記試験（専門

科目、英語［外部試験］）に基づき、入学者

を総合的に評価する。推薦入学特別選抜にお

いては、口述試験（口頭試問、面接）、筆記

試験（小論文、英語［外部試験］）に基づき、

入学者を総合的に評価する。 

 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語）に基づき、入学

者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

物質化学生命系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、一般選抜、社会人特別選抜

入試及び外国人特別選抜入試においては、口

述試験（口頭試問、面接）、筆記試験（専門

科目、英語［外部試験］）に基づき、入学者

を総合的に評価する。推薦入学特別選抜にお

筆記試験（数学、専門科目、英語［外部試験］、

口頭試問、面接）に基づき、入学者を総合的に

評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語、口頭試問、面接）

に基づき、入学者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

電気電子系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、一般選抜、社会人特別選抜

入試及び外国人特別選抜入試においては、口

述試験（口頭試問、面接）、筆記試験（専門

科目、英語［外部試験］、口頭試問、面接）に

基づき、入学者を総合的に評価する。推薦入

学特別選抜においては、口述試験（口頭試問、

面接）、筆記試験（小論文、英語［外部試験］、

口頭試問、面接）に基づき、入学者を総合的

に評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語、口頭試問、面接）

に基づき、入学者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

物質化学生命系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、一般選抜、社会人特別選抜

入試及び外国人特別選抜入試においては、口

述試験（口頭試問、面接）、筆記試験（専門

科目、英語［外部試験］、面接）に基づき、入

学者を総合的に評価する。推薦入学特別選抜
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いては、口述試験（口頭試問、面接）、筆記

試験（小論文、英語［外部試験］）に基づき、

入学者を総合的に評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語）に基づき、入学

者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

量子放射線系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、一般選抜、社会人特別選抜

入試及び外国人特別選抜入試においては、口

述試験（口頭試問、面接）、筆記試験（専門

科目、英語［外部試験］）に基づき、入学者

を総合的に評価する。推薦入学特別選抜にお

いては、口述試験（口頭試問、面接）、筆記

試験（小論文）に基づき、入学者を総合的に

評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語）に基づき、入学者

を総合的に評価する。 

 

においては、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（小論文、英語［外部試験］、面接）

に基づき、入学者を総合的に評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語、面接）に基づき、

入学者を総合的に評価する。 

 

（中略） 

 

量子放射線系専攻 

イ 入学者選抜の方法と体制 

【博士前期課程】 

試験については、一般選抜、社会人特別選抜

入試及び外国人特別選抜入試においては、口

述試験（口頭試問、面接）、筆記試験（専門

科目、英語［外部試験］、口頭試問、面接）に

基づき、入学者を総合的に評価する。推薦入

学特別選抜においては、口述試験（口頭試問、

面接）、筆記試験（小論文、、口頭試問、面接）

に基づき、入学者を総合的に評価する。 

 

【博士後期課程】 

試験については、口述試験（口頭試問、面接）、

筆記試験（専門科目、英語、口頭試問、面接）

に基づき、入学者を総合的に評価する。 

 

添付資料 資料 4 履修モデル 

（設置趣旨（資料）―21 ページ） 

（都市系専攻 博士前期課程 ２ 環境） 

1 年次の修了要件科目合計欄 

13 科目 25 

講義科目小計(10 科目) 19 

講義以外小計(3 科目) 6 

 

 

添付資料 資料 4 履修モデル 

 

（都市系専攻 博士前期課程 ２ 環境） 

1 年次の修了要件科目合計欄 

11 科目 25 

講義以外小計(9 科目) 17 

講義以外小計(3 科目) 8 
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【工学研究科 量子放射線系専攻（Ｍ）】 

教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程－1 ページ） 

専攻研究科科目 B 群 

授業科目の名称： 

最新量子放射線機器工学特論 

配当年次： 

  1 後 

 

（1 ページ） 

専攻研究科科目 B 群 

授業科目の名称： 

最新量子放射線機器工学特論 

配当年次： 

  1 前 

 
【工学研究科 機械系専攻（Ｍ）】 

教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－2 ページ） 

調書番号 22 

大森 健史 

現職： 

大阪市立大学 工学研究科 准教授 

（令 2.10） 

 

（3 ページ） 

調書番号 22 

大森 健史 

現職： 

大阪大学 工学研究科 助教 

（平 19.10） 

 

【工学研究科 機械系専攻（Ｄ）】 

教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－1 ページ） 

調書番号 7 

川合 忠雄 

保有学位等： 

工学博士 

 

（（補正後）教員氏名－2 ページ） 

調書番号 22 

大森 健史 

現職： 

大阪市立大学 工学研究科 准教授 

（令 2.10） 

（1 ページ） 

調書番号 7 

川合 忠雄 

保有学位等： 

博士（工学） 

 

（2 ページ） 

調書番号 22 

大森 健史 

現職： 

大阪大学 工学研究科 助教 

（平 19.10） 
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【工学研究科 物質化学生命系専攻（Ｍ）】 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－5 ページ） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本修正に伴い、教育課程等の概要も修正 

 

（5 ページ） 

調書番号 58 

成澤 雅紀 

 担当授業科目の名称： 

物質化学生命系特別演習第 1 

物質化学生命系特別演習第 2 

物質化学生命系特別研究第 1 

物質化学生命系特別研究第 2 

プロセス反応学特論 

マテリアル工学特論 

 

【工学研究科 物質化学生命系専攻（Ｄ）】 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－4 ページ） 

（削除） 

 

 

 

 

※本修正に伴い、教育課程等の概要も修正 

 

（4 ページ） 

調書番号 58 

成澤 雅紀 

 担当授業科目の名称： 

  物質化学生命系特別演習 

物質化学生命系特別研究 

 

 

獣医学研究科 

【獣医学研究科 獣医学専攻（Ｄ）】 

教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程-2 ページ） 

学位又は称号 

 学位（獣医学） 
 

（2 ページ） 

学位又は称号 

 学位（獣医） 
 

 

 

194



医学研究科 

【医学研究科基礎医科学専攻博士課程】 
教育課程等の概要 

新 旧 

（（補正後）教育課程―3 ページ） 

「発表表現演習」 

 専任教員等の配置 

  教授 11 准教授 10 講師 12 助教 12 

兼 9 

（3 ページ） 

「発表表現演習」 

 専任教員等の配置 

  教授 11 准教授 12 講師 12 助教 12

兼 9 

 

医学研究科 設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（設置趣旨（本文）―15 ページ） 

●医療管理医学講座 

健康・医療イノベーション学、総合医学教育

学、臨床感染制御学、医療の質・安全管理学、

医療統計学、臨床検査・医療情報医学 

 

（14 ページ） 

●医療管理医学講座 

医薬品・食品効能評価学、総合医学教育学、

臨床感染制御学、医療の質・安全管理学、医

療統計学、医療情報学  

 

 

看護学研究科 

【看護学研究科 看護学専攻（Ｍ）】 
教員の氏名等 

新 旧 

（（補正後）教員氏名－8 ページ） 

 

（削除） 

（8 ページ） 

調書番号 52 

三宮（土屋） 有里 

 担当授業科目の名称 

ヒューマンケアシステム研究特論 

ヒューマンケアシステム研究演習 1 

ヒューマンケアシステム研究演習 2 
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